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(57)【要約】
【課題】隔壁で仕切られた領域に塗布法により有機層が形成された有機ＥＬ表示装置にお
いて、発光効率が高く、また、素子寿命に優れた有機ＥＬ素子を得るための隔壁用感光性
組成物、およびこの隔壁用感光性組成物を用いて形成された隔壁を有する有機ＥＬ表示装
置を提供する。
【解決手段】エチレン性不飽和化合物、光重合開始剤、アルカリ可溶性バインダー、撥液
剤、および界面活性剤を含有し、有機電界発光素子の有機層を区画する撥液性隔壁を形成
するために用いられる隔壁用感光性組成物であって、光重合開始剤がオキシムエステル系
化合物であることを特徴とする、有機電界発光素子の隔壁用感光性組成物、及び、基板上
に、直接または他の層を介して撥液性隔壁を有し、該隔壁によって区画された領域内に有
機層を有する有機電界発光表示装置において、該隔壁がこの隔壁用感光性組成物を用いて
形成されたことを特徴とする有機電界発光表示装置。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）エチレン性不飽和化合物、（Ｂ）光重合開始剤、（Ｃ）アルカリ可溶性バインダ
ー、（Ｄ）撥液剤、及び（Ｅ）界面活性剤を含有し、
　（Ｂ）光重合開始剤が下記一般式（ＩＩ）で表わされる（ケト）オキシムエステル系化
合物であり、
　且つ（Ｄ）撥液剤がフッ素系化合物であり、
　（Ｅ）界面活性剤がシリコン系界面活性剤であることを特徴とする有機電界発光素子の
隔壁用感光性組成物。
【化１】

（一般式（ＩＩ）中、
　Ｘは、置換基を有していてもよい炭素数１～２０のアルキレン基、置換基を有していて
もよい－（ＣＨ＝ＣＨ）ｍ－あるいは－（Ｃ≡Ｃ）ｍ－（但し、ｍは１～５の整数を表す
。）を含む基、又はこれらの組合せからなる２価の基であり、
　Ｒ１は、置換基を有していてもよい芳香族基を含む１価の基であり、
　Ｒ２は、水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基、置換基を有していてもよい
アルキルチオ基、置換基を有していてもよいアルキルチオアルコキシ基、置換基を有して
いてもよいアルコキシカルボニル基、置換基を有していてもよいアルケニルオキシカルボ
ニル基、置換基を有していてもよいアルキニルオキシカルボニル基、置換基を有していて
もよいアリールオキシカルボニル基、置換基を有していてもよいヘテロアリールオキシカ
ルボニル基、置換基を有していてもよいアルキルチオカルボニル基、置換基を有していて
もよいアルケニルチオカルボニル基、置換基を有していてもよいアルキニルチオカルボニ
ル基、置換基を有していてもよいアリールチオカルボニル基、置換基を有していてもよい
ヘテロアリールチオカルボニル基、－Ｏ－Ｎ＝Ｃ（Ｒ' ）Ｒ''、－Ｏ－Ｎ＝Ｃ（Ｒ' ）Ｃ
ＯＲ''、－Ｎ（Ｒ' ）ＯＲ''、－Ｎ（ＯＲ' ）ＣＯＲ''、又は－Ｎ（ＯＣＯＲ' ）ＣＯＲ
''（但し、Ｒ'、及びＲ''は各々独立して、置換基を有していてもよいアルキル基、又は
置換基を有していてもよいアリール基を表す。）であり、
　Ｒ３は、置換基を有していてもよいアルカノイル基、置換基を有していてもよいアルケ
ノイル基、置換基を有していてもよいアルキノイル基、置換基を有していてもよいシクロ
アルカノイル基、置換基を有していてもよいアリーロイル基、置換基を有していてもよい
ヘテロアリーロイル基、置換基を有していてもよいアルコキシカルボニル基、又は置換基
を有していてもよいアリールオキシカルボニル基であり、
　ｎは０又は１である。）
【請求項２】
　前記一般式（ＩＩ）におけるＲ１が下記一般式（ＩＩа）で表される基であることを特
徴とする請求項１に記載の有機電界発光素子の隔壁用感光性組成物。
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【化２】

（一般式（ＩＩａ）中、
　Ｒ４～Ｒ８は各々独立して、水素原子、ハロゲン原子、水酸基、置換基を有していても
よい炭素数が１～１２のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が５～８のシクロ
アルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～１２のアルカノイル基、置換基を有
していてもよい炭素数が２～１２のアルコキシカルボニル基、置換基を有していてもよい
炭素数が３～２０のアルコキシカルボニルアルカノイル基、置換基を有していてもよい炭
素数が６～２０のフェニル基、置換基を有していてもよい炭素数が７～２０のベンジル基
、置換基を有していてもよい炭素数が７～２０のベンゾイル基、置換基を有していてもよ
い炭素数が８～２０のフェノキシカルボニル基、置換基を有していてもよい炭素数が８～
２０のフェノキシカルボニルアルカノイル基、置換基を有していてもよい炭素数が３～２
０のヘテロアリーロイル基、置換基を有していてもよい炭素数が８～２０のヘテロアリー
ルオキシカルボニルアルカノイル基、－ＳＲ１０１ 、－ＳＯＲ１０１、－ＳＯ２Ｒ１０

１、又は－ＮＲ１０１ Ｒ１０２（但し、Ｒ１０１及びＲ１０２は各々独立して、水素原
子、置換基を有していてもよい炭素数が１～１２のアルキル基、置換基を有していてもよ
い炭素数が３～１２のアルケニル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～８のアルカ
ノイル基、置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリール基、又は炭素数が３～
１５のトリアルキルシリル基を表す。）であり、
　Ｒ４～Ｒ８の少なくとも一つは、－ＳＲ１０１又は－ＮＲ１０１Ｒ１０２である。
　尚、Ｒ４～Ｒ８は、複数の置換基同士が結合して、更に置換基を有していてもよい、飽
和或いは不飽和芳香族環を形成していてもよい。）
【請求項３】
　前記一般式（ＩＩ）におけるＲ１が、置換基を有していてもよいカルバゾリル基を含む
１価の基であることを特徴とする請求項１又は２に記載の有機電界発光素子の隔壁用感光
性組成物。
【請求項４】
　前記一般式（ＩＩ）において、ｎ＝１であることを特徴とする請求項１～３のいずれか
１項に記載の有機電界発光素子の隔壁用感光性組成物。
【請求項５】
　（Ｄ）撥液剤が、側鎖にエチレン性不飽和基を有するフッ素系化合物であることを特徴
とする請求項１～４のいずれか１項に記載の有機電界発光素子の隔壁用感光性組成物。
【請求項６】
　基板上に、直接又は他の層を介して撥液性隔壁を有し、該撥液性隔壁によって区画され
た領域内に有機層を有する表示装置であって、該撥液性隔壁が請求項１～５のいずれか１
項に記載の有機電界発光素子の隔壁用感光性組成物を用いて形成されることを特徴とする
表示装置。
【請求項７】
　撥液性隔壁によって区画された領域内に有する有機層が、発光層であることを特徴とす
る請求項６に記載の表示装置。

 
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機電界発光素子の有機層を区画する撥液性隔壁を形成するために用いられ
る隔壁用感光性組成物、該隔壁用感光性組成物を用いて形成される撥液性隔壁、該隔壁に
よって区画された領域内に有機層を有する表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、薄型で且つ消費電力の少ない有機電界発光（以下、「有機ＥＬ」と称することが
ある。）表示装置を大画面テレビに利用する技術が実用化され、急速にその市場が立ち上
がろうとしている。
　従来の有機ＥＬ表示装置は、赤、青、緑の発光材料を、マスクを介して蒸着することに
より、３色有機発光層の画素マトリクスを形成するため、ブラウン管を用いたテレビに比
べ、大面積化が困難であり、コストも高かった。
【０００３】
　この様な蒸着により、発光層を形成する方法に対して、直交する二層の櫛型電極に挟ま
れた層構成を有し、櫛型電極の交差部で有機ＥＬ素子をオン／オフさせるパッシブ有機Ｅ
Ｌ素子の製造が提案された。
　この様な有機ＥＬ素子の製造に関して、基板上の陽極或いはその上にある正孔注入・輸
送層上に、所定間隔で紫外線硬化性組成物を用いて逆テーパ状隔壁を形成し、該隔壁で区
切られた領域内に、赤、青、緑の発光材料をインクジェット、ナノプリント、平版印刷、
フレキソ印刷、グラビア印刷、スクリーン印刷等により局所的に塗布し、赤、青、緑の有
機発光層の画素マトリクスを形成させた後、隔壁の上から陰極を蒸着し、隔壁によって陰
極を分割して櫛型に形成する方法が提案されている（特許文献１、２）。
【０００４】
　又、パッシブ有機ＥＬ素子は、発光のスイッチング速度が遅く、更に櫛型電極の長さが
長くなったり、ディスブレイの高解像化のために電極の幅が細くなったりすることにより
、発光画面内に均一に電流を流すことが非常に困難であった。そのため、パッシブ有機Ｅ
Ｌ素子は、単純な低解像度のカラー文字表示用などに用途が限定されていた。
　一方、ディスプレイ市場では、色再現性に優れた有機ＥＬ素子を用いたテレビ、テレビ
機能を有する携帯電話など、大型画面、高解像、高速動画特性などが必要とされるように
なった。平面陰極と微小マトリクス型陽極に挟まれ、基板上の陽極或いはその上にある正
孔注入・輸送層上に、所定間隔で紫外線硬化性組成物を用いて順テーパ状隔壁を形成し、
該隔壁で区切られた領域内に、パッシブ有機ＥＬ素子と同様の塗布法にて画素マトリクス
を形成し、更にその画素マトリクスのそれぞれに設けたＴＦＴにより、各画素マトリクス
の微小素子をオン／オフさせるアクティブ有機ＥＬ素子が注目され始めた。
【０００５】
　上記パッシブ有機ＥＬ素子及びアクティブ有機ＥＬ素子における隔壁は、通常、紫外線
硬化性樹脂等を含有する組成物を、基板上或いは基板上の正孔注入・輸送層上に塗布し、
画素マトリクスを形成するためのマスキングを行った後、フォトリソグラフィー法により
形成される。しかし、隔壁形成時の加熱乾燥処理或いは加熱硬化処理等において、アウト
ガスが発生するという技術的課題があった。発生したアウトガスが有機ＥＬ層や電極表面
に付着し、その結果、電荷輸送層の輸送速度が低下したり、発光層中に励起された発光材
料の失活が起きたりする恐れがあり、ひいては、長期の駆動による素子の発熱によって素
子寿命が低下する可能性もあった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－２３５１２８号公報
【特許文献２】特開２００５－１６６６４５号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、隔壁で仕切られた領域内に塗布法にて有機層が形成された表示装置であって
、発光効率が高く、且つ素子の駆動寿命に優れた有機ＥＬ素子を得るための隔壁用感光性
組成物、及び該隔壁用感光性組成物を用いて形成された隔壁を有する表示装置を提供する
ことを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　即ち、本発明の要旨は、以下（１）～（７）に存する。（１）（Ａ）エチレン性不飽和
化合物、（Ｂ）光重合開始剤、（Ｃ）アルカリ可溶性バインダー、（Ｄ）撥液剤、及び（
Ｅ）界面活性剤を含有し、
（Ｂ）光重合開始剤が下記一般式（ＩＩ）で表わされる（ケト）オキシムエステル系化合
物であり、
且つ（Ｄ）撥液剤がフッ素系化合物であり、
（Ｅ）界面活性剤がシリコン系界面活性剤であることを特徴とする有機電界発光素子の隔
壁用感光性組成物。
【０００９】
【化１】

【００１０】
（一般式（ＩＩ）中、
　Ｘは、置換基を有していてもよい炭素数１～２０のアルキレン基、置換基を有していて
もよい－（ＣＨ＝ＣＨ）ｍ－あるいは－（Ｃ≡Ｃ）ｍ－（但し、ｍは１～５の整数を表す
。）を含む基、又はこれらの組合せからなる２価の基であり、
　Ｒ１は、置換基を有していてもよい芳香族基を含む１価の基であり、
　Ｒ２は、水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基、置換基を有していてもよい
アルキルチオ基、置換基を有していてもよいアルキルチオアルコキシ基、置換基を有して
いてもよいアルコキシカルボニル基、置換基を有していてもよいアルケニルオキシカルボ
ニル基、置換基を有していてもよいアルキニルオキシカルボニル基、置換基を有していて
もよいアリールオキシカルボニル基、置換基を有していてもよいヘテロアリールオキシカ
ルボニル基、置換基を有していてもよいアルキルチオカルボニル基、置換基を有していて
もよいアルケニルチオカルボニル基、置換基を有していてもよいアルキニルチオカルボニ
ル基、置換基を有していてもよいアリールチオカルボニル基、置換基を有していてもよい
ヘテロアリールチオカルボニル基、－Ｏ－Ｎ＝Ｃ（Ｒ' ）Ｒ''、－Ｏ－Ｎ＝Ｃ（Ｒ' ）Ｃ
ＯＲ''、－Ｎ（Ｒ' ）ＯＲ''、－Ｎ（ＯＲ' ）ＣＯＲ''、又は－Ｎ（ＯＣＯＲ' ）ＣＯＲ
''（但し、Ｒ'、及びＲ''は各々独立して、置換基を有していてもよいアルキル基、又は
置換基を有していてもよいアリール基を表す。）であり、
　Ｒ３は、置換基を有していてもよいアルカノイル基、置換基を有していてもよいアルケ
ノイル基、置換基を有していてもよいアルキノイル基、置換基を有していてもよいシクロ
アルカノイル基、置換基を有していてもよいアリーロイル基、置換基を有していてもよい
ヘテロアリーロイル基、置換基を有していてもよいアルコキシカルボニル基、又は置換基
を有していてもよいアリールオキシカルボニル基であり、
　ｎは０又は１である。）
（２）前記一般式（ＩＩ）におけるＲ１が下記一般式（ＩＩа）で表される基であること
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を特徴とする前記（１）に記載の有機電界発光素子の隔壁用感光性組成物。
【００１１】
【化２】

【００１２】
（一般式（ＩＩａ）中、
　Ｒ４～Ｒ８は各々独立して、水素原子、ハロゲン原子、水酸基、置換基を有していても
よい炭素数が１～１２のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が５～８のシクロ
アルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～１２のアルカノイル基、置換基を有
していてもよい炭素数が２～１２のアルコキシカルボニル基、置換基を有していてもよい
炭素数が３～２０のアルコキシカルボニルアルカノイル基、置換基を有していてもよい炭
素数が６～２０のフェニル基、置換基を有していてもよい炭素数が７～２０のベンジル基
、置換基を有していてもよい炭素数が７～２０のベンゾイル基、置換基を有していてもよ
い炭素数が８～２０のフェノキシカルボニル基、置換基を有していてもよい炭素数が８～
２０のフェノキシカルボニルアルカノイル基、置換基を有していてもよい炭素数が３～２
０のヘテロアリーロイル基、置換基を有していてもよい炭素数が８～２０のヘテロアリー
ルオキシカルボニルアルカノイル基、－ＳＲ１０１ 、－ＳＯＲ１０１、－ＳＯ２Ｒ１０

１、又は－ＮＲ１０１ Ｒ１０２（但し、Ｒ１０１及びＲ１０２は各々独立して、水素原
子、置換基を有していてもよい炭素数が１～１２のアルキル基、置換基を有していてもよ
い炭素数が３～１２のアルケニル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～８のアルカ
ノイル基、置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリール基、又は炭素数が３～
１５のトリアルキルシリル基を表す。）であり、
　Ｒ４～Ｒ８の少なくとも一つは、－ＳＲ１０１又は－ＮＲ１０１Ｒ１０２である。
【００１３】
　尚、Ｒ４～Ｒ８は、複数の置換基同士が結合して、更に置換基を有していてもよい、飽
和或いは不飽和芳香族環を形成していてもよい。）
（３）前記一般式（ＩＩ）におけるＲ１が、置換基を有していてもよいカルバゾリル基を
含む１価の基であることを特徴とする前記（１）又は（２）に記載の有機電界発光素子の
隔壁用感光性組成物。
（４）前記一般式（ＩＩ）において、ｎ＝１であることを特徴とする前記（１）～（３）
のいずれか１項に記載の有機電界発光素子の隔壁用感光性組成物。
（５）（Ｄ）撥液剤が、側鎖にエチレン性不飽和基を有するフッ素系化合物であることを
特徴とする前記（１）～（４）のいずれか１項に記載の有機電界発光素子の隔壁用感光性
組成物。
（６）基板上に、直接又は他の層を介して撥液性隔壁を有し、該撥液性隔壁によって区画
された領域内に有機層を有する表示装置であって、該撥液性隔壁が前記（１）～（５）の
いずれか１項に記載の有機電界発光素子の隔壁用感光性組成物を用いて形成されることを
特徴とする表示装置。
（７）撥液性隔壁によって区画された領域内に有する有機層が、発光層であることを特徴
とする前記（６）に記載の表示装置。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明は、隔壁で仕切られた領域内に塗布法にて有機層が形成された表示装置であって
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、発光効率が高く、且つ素子の駆動寿命に優れた有機ＥＬ素子を得るための隔壁用感光性
組成物、及び該隔壁用感光性組成物を用いて形成された隔壁を有する表示装置を提供する
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の有機電界発光素子の一例を示した模式的断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下に本発明の実施の形態を詳細に説明するが、本発明はその要旨を超えない限り、こ
れらの内容によって限定されるものではない。
　尚、本発明において、「（ケト）オキシムエステル」とは、「オキシムエステル」と「
ケトオキシムエステル」の両方を意味する。
　「（メタ）アクリル酸」とは、「アクリル酸」と「メタクリル酸」の両方を意味し、「
（メタ）アクリレート」、「（メタ）アクリロイル」なども同様である。
【００１７】
　モノマー名の前に「（ポリ）」とつけたものは、該「モノマー」と、その「ポリマー」
の両方を意味し、「酸（無水物）」もしくは「（無水）・・・酸」とは、「酸」とその「
酸無水物」の両方を意味する。
　「アクリロイル（オキシ）」とは、「アクリロイル」及び「アクリロイルオキシ」の両
方を意味し、「メタクリロイル（オキシ）」についても同様である。
【００１８】
　「（共）重合」とは「重合」と「共重合」の両方を意味する。
　又、本発明において、「全固形分」とは、組成物の構成成分のうち、溶剤を除くすべて
の成分を意味する。
　更に、本発明において、各種樹脂の分子量は、特記しない限り、ＧＰＣ（ゲルパーミエ
ーションクロマトグラフィー）で測定した標準ポリスチレン換算の重量平均分子量（Ｍｗ
）である。尚、数平均分子量（Ｍｎ）で表されるものについても、ＧＰＣで測定した標準
ポリスチレン換算の値である。
【００１９】
　［１］隔壁用感光性組成物
　本発明の有機ＥＬ素子の隔壁用感光性組成物（以下、「隔壁組成物」もしくは「感光性
組成物」と称することがある。）は、有機ＥＬ素子の有機層を区画する撥液性隔壁を形成
するために用いられるものであり、（Ａ）エチレン性不飽和化合物、（Ｂ）光重合開始剤
、（Ｃ）アルカリ可溶性バインダー、（Ｄ）撥液剤、及び（Ｅ）界面活性剤を含有し、（
Ｂ）光重合開始剤が後述する一般式（ＩＩ）で表わされる（ケト）オキシムエステル系化
合物であり、且つ（Ｄ）撥液剤がフッ素系化合物であり、（Ｅ）界面活性剤がシリコン系
界面活性剤であることを特徴としている。
【００２０】
　本発明において、有機ＥＬ素子の有機層を区画する撥液性隔壁とは、表示装置における
有機ＥＬ素子の画素の塗り分けのために形成されるものであり、区画された領域内に三原
色それぞれのインクを吐出、乾燥することで画素を形成させていくために使用されるもの
である。
　又、本発明において、本発明の隔壁組成物を塗布する基板は、通常の有機ＥＬ素子に使
用可能なものであればよく、例えば、後述する有機電界発光素子の基板等が挙げられる。
これらの基板に、更に電極、正孔注入層や正孔輸送層等の有機層等が形成されたものを基
板とし、本発明の隔壁組成物を塗布してもよい。
【００２１】
　本発明の隔壁組成物を構成する各成分について以下に説明する。
　本発明の隔壁組成物は、少なくとも、（Ａ）エチレン性不飽和化合物、（Ｂ）光重合開
始剤、（Ｃ）アルカリ可溶性バインダー、（Ｄ）撥液剤、及び（Ｅ）界面活性剤を含有し
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、更に溶剤を含有していてもよい。
　又、本発明の隔壁組成物は、撥液性隔壁を形成するために用いられるため、撥液剤を含
有することが必須であるが、前記（Ａ）～（Ｃ）が、撥液剤として作用を示すものであっ
てもよい。
【００２２】
　［１－１］（Ａ）エチレン性不飽和化合物
　本発明の隔壁組成物は、エチレン性不飽和化合物を含有する。
　ここでいうエチレン性不飽和化合物とは、エチレン性不飽和結合を分子内に１個以上有
する化合物を意味するが、重合性、架橋性、及びそれに伴う露光部と非露光部の現像液溶
解性の差異を拡大できる点から、エチレン性不飽和結合を分子内に２個以上有する化合物
であることが好ましい。又、その不飽和結合は（メタ）アクリロイルオキシ基に由来する
（メタ）アクリレート化合物が更に好ましい。
【００２３】
　以下に本発明の隔壁組成物に好適に使用されるエチレン性不飽和化合物について説明す
るが、本発明に使用されるエチレン性不飽和化合物はこれらに限定されるものではない。
　エチレン性不飽和結合を分子内に１個以上有する化合物としては、例えば、（メタ）ア
クリル酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸、イタコン酸、シトラコン酸等の不
飽和カルボン酸およびそのアルキルエステル、（メタ）アクリロニトリル、（メタ）アク
リルアミド、スチレン等が挙げられる。
【００２４】
  エチレン性不飽和結合を分子内に２個以上有する化合物としては、代表的には、不飽和
カルボン酸とポリヒドロキシ化合物とのエステル類、（メタ）アクリロイルオキシ基含有
ホスフェート類、ヒドロキシ（メタ）アクリレート化合物とポリイソシアネート化合物と
のウレタン（メタ）アクリレート類、および、（メタ）アクリル酸またはヒドロキシ（メ
タ）アクリレート化合物とポリエポキシ化合物とのエポキシ（メタ）アクリレート類等が
挙げられる。
【００２５】
　［１－１－ａ］エステル類
 不飽和カルボン酸とポリヒドロキシ化合物とのエステル類としては、具体的には以下の
化合物等が挙げられる。
　不飽和カルボン酸と多価アルコールとの反応物；多価アルコールとしては、エチレング
リコール、ポリエチレングリコール（付加数２～１４）、プロピレングリコール、ポリプ
ロピレングリコール（付加数２～１４）、トリメチレングリコール、テトラメチレグリコ
ール、ヘキサメチレングリコール、トリメチロールプロパン、グリセロール、ペンタエリ
スリトール、ジペンタエリスリトール等が挙げられる。
【００２６】
　不飽和カルボン酸と多価アルコールのアルキレンオキサイド付加物との反応物；多価ア
ルコールは上記と同じ。アルキレンオキサイド付加物としては、エチレンオキサイド付加
物、またはプロピレンオキサイド付加物などが挙げられる。
　不飽和カルボン酸とアルコールアミン類との反応物；アルコールアミン類としては、ジ
エタノールアミン、トリエタノールアミン等が挙げられる。
【００２７】
　具体的な不飽和カルボン酸とポリヒドロキシ化合物とのエステル類としては、エチレン
グリコールジ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、プ
ロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパンジ（メタ）アクリ
レート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパンエ
チレンオキサイド付加トリ（メタ）アクリレート、グリセロールジ（メタ）アクリレート
、グリセロールトリ（メタ）アクリレート、グリセロールプロピレンオキサイド付加トリ
（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリ
トールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、
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ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（
メタ）アクリレート等、および同様のクロトネート、イソクロトネート、マレエート、イ
タコネート、シトラコネートなどが挙げられる。
【００２８】
　その他、不飽和カルボン酸とポリヒドロキシ化合物とのエステル類としては、不飽和カ
ルボン酸と、ヒドロキノン、レゾルシン、ピロガロール、ビスフェノールＦ、ビスフェノ
ールＡなどの芳香族ポリヒドロキシ化合物、或いはそれらのエチレンオキサイド付加物と
の反応物が挙げられる。具体的には、例えば、ビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート
、ビスフェノールＡビス〔オキシエチレン（メタ）アクリレート〕、ビスフェノールＡビ
ス〔グリシジルエーテル（メタ）アクリレート〕など、また、前記の如き不飽和カルボン
酸と、トリス（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌレートなどの複素環式ポリヒドロキシ
化合物との反応物、例えば、トリス（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌレートのジ（メ
タ）アクリレート、トリ（メタ）アクリレートなど、また、不飽和カルボン酸と多価カル
ボン酸とポリヒドロキシ化合物との反応物、例えば、（メタ）アクリル酸とフタル酸とエ
チレングリコールとの縮合物、（メタ）アクリル酸とマレイン酸とジエチレングリコール
との縮合物、（メタ）アクリル酸とテレフタル酸とペンタエリスリトールとの縮合物、（
メタ）アクリル酸とアジピン酸とブタンジオールとグリセリンとの縮合物などが挙げられ
る。
【００２９】
　［１－１－ｂ］（メタ）アクリロイルオキシ基含有ホスフェート類
（メタ）アクリロイルオキシ基含有ホスフェート類としては、下記一般式（Ｉａ）、（Ｉ
ｂ）、又は（Ｉｃ）で表されるものが好ましい。
【００３０】
【化３】

【００３１】
（一般式（Ｉａ）、（Ｉｂ）、及び(Ic)中、Ｒ１０は水素原子又はメチル基を示し、ｐ及
びｒは１～２５の整数、ｑは１～３のいずれかの整数である。）
　ここで、ｐおよびｒは１～１０、特に１～４であるのが好ましく、（メタ）アクリロイ
ルオキシ基含有ホスフェート類の具体例としては、例えば、（メタ）アクリロイルオキシ
エチルホスフェート、ビス〔（メタ）アクリロイルオキシエチル〕ホスフェート、（メタ
）アクリロイルオキシエチレングリコールホスフェートなどが挙げられ、これらはそれぞ
れ単独で使用しても混合物として使用してもよい。
【００３２】
　［１－１－ｃ］ウレタン（メタ）アクリレート類
　ヒドロキシ（メタ）アクリレート化合物とポリイソシアネート化合物とのウレタン（メ
タ）アクリレート類としては、例えば、ヒドロキシメチル（メタ）アクリレート、ヒドロ
キシエチル（メタ）アクリレート、テトラメチロールエタントリ（メタ）アクリレートな
どのヒドロキシ（メタ）アクリレート化合物と、ヘキサメチレンジイソシアネート、１，
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８－ジイソシアネート－４－イソシアネートメチルオクタン等の脂肪族ポリイソシアネー
ト、シクロヘキサンジイソシアネート、ジメチルシクロヘキサンジイソシアネート、４，
４－メチレンビス（シクロヘキシルイソシアネート）、イソホロンジイソシアネート、ビ
シクロヘプタントリイソシアネートなどの脂環式ポリイソシアネート、４，４－ジフェニ
ルメタンジイソシアネート、トリス（イソシアネートフェニル）チオホスフェートなどの
芳香族ポリイソシアネート、イソシアヌレートなどの複素環式ポリイソシアネート、など
のポリイソシアネート化合物との反応物などが挙げられる。
【００３３】
　このようなウレタン（メタ）アクリレート類としては、例えば、新中村化学社製商品名
「Ｕ－４ＨＡ」、「ＵＡ－３０６Ａ」、「ＵＡ－ＭＣ３４０Ｈ」、「ＵＡ－ＭＣ３４０Ｈ
」、「Ｕ６ＬＰＡ」などが挙げられる。
　これらの中でも、ウレタン（メタ）アクリレート類としては、１分子中に４個以上のウ
レタン結合〔－ＮＨ－ＣＯ－Ｏ－〕および４個以上の（メタ）アクリロイルオキシ基を有
する化合物が好ましく、該化合物は、例えば、ペンタエリスリトール、ポリグリセリンな
どの１分子中に４個以上の水酸基を有する化合物に、ヘキサメチレンジイソシアネート、
トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、トリレンジ
イソシアネートなどのジイソシアネート化合物を反応させて得られた化合物（ｉ－１）、
或いは、エチレングリコールなどの１分子中に２個以上の水酸基を有する化合物に、旭化
成工業社製「デュラネート２４Ａ－１００」、同「デュラネート２２Ａ－７５ＰＸ」、同
「デュラネート２１Ｓ－７５Ｅ」、同「デュラネート１８Ｈ－７０Ｂ」などのビウレット
タイプ、同「デュラネートＰ－３０１－７５Ｅ」、同「デュラネートＥ－４０２－９０Ｔ
」、同「デュラネートＥ－４０５－８０Ｔ」などのアダクトタイプなどの１分子中に３個
以上のイソシアネート基を有する化合物を反応させて得られた化合物（ｉ－２）、或いは
、イソシアネートエチル（メタ）アクリレートなどを重合若しくは共重合させて得られた
化合物（ｉ－３）などの、１分子中に４個以上、好ましくは６個以上のイソシアネート基
を有する化合物など、例えば、旭化成工業社製「デュラネートＭＥ２０－１００」（ｉ）
と、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールトリ（メタ
）アクリレート、ジペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリス
リトールペンタ（メタ）アクリレート等の、１分子中に１個以上の水酸基および２個以上
、好ましくは３個以上の（メタ）アクリロイルオキシ基を有する化合物（ｉｉ）とを、反
応させることにより得ることができる。
【００３４】
　［１－１－ｄ］エポキシ（メタ）アクリレート類
　（メタ）アクリル酸またはヒドロキシ（メタ）アクリレート化合物とポリエポキシ化合
物とのエポキシ（メタ）アクリレート類としては、例えば、（メタ）アクリル酸、または
前記の如きヒドロキシ（メタ）アクリレート化合物と、（ポリ）エチレングリコールポリ
グリシジルエーテル、（ポリ）プロピレングリコールポリグリシジルエーテル、（ポリ）
テトラメチレングリコールポリグリシジルエーテル、（ポリ）ペンタメチレングリコール
ポリグリシジルエーテル、（ポリ）ネオペンチルグリコールポリグリシジルエーテル、（
ポリ）ヘキサメチレングリコールポリグリシジルエーテル、（ポリ）トリメチロールプロ
パンポリグリシジルエーテル、（ポリ）グリセロールポリグリシジルエーテル、（ポリ）
ソルビトールポリグリシジルエーテルなどの脂肪族ポリエポキシ化合物、フェノールノボ
ラックポリエポキシ化合物、ブロム化フェノールノボラックポリエポキシ化合物、（ｏ－
，ｍ－，ｐ－）クレゾールノボラックポリエポキシ化合物、ビスフェノールＡポリエポキ
シ化合物、ビスフェノールＦポリエポキシ化合物などの芳香族ポリエポキシ化合物、ソル
ビタンポリグリシジルエーテル、トリグリシジルイソシアヌレート、トリグリシジルトリ
ス（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌレートなどの複素環式ポリエポキシ化合物、など
のポリエポキシ化合物との反応物などが挙げられる。
【００３５】
　［１－１－ｅ］その他のエチレン性不飽和化合物
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　その他のエチレン性不飽和化合物として、前記以外に、例えば、メチレンビス（メタ）
アクリルアミド、エチレンビス（メタ）アクリルアミド、（メタ）アクリロイルモルフォ
リン、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミ
ド、Ｎ－メトキシメチル（メタ）アクリルアミドなどの（メタ）アクリルアミド類、Ｎ－
ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルフォルムアミドなどのビニルアミド類、フタル酸ジアリル
などのアリルエステル類、ジビニルフタレートなどのビニル基含有化合物類、エーテル結
合含有エチレン性不飽和化合物のエーテル結合を５硫化燐などにより硫化してチオエーテ
ル結合に変えることにより架橋速度を向上せしめたチオエーテル結合含有化合物類、およ
び、例えば、特開平５－２８７２１５号公報および特開平９－１００１１１号公報などに
記載の、多官能（メタ）アクリレート化合物と、粒子径５～３０ｎｍのシリカゾル〔例え
ば、イソプロパノール分散オルガノシリカゾル（日産化学社製「ＩＰＡ－ＳＴ」）、メチ
ルエチルケトン分散オルガノシリカゾル（日産化学社製「ＭＥＫ－ＳＴ」）、メチルイソ
ブチルケトン分散オルガノシリカゾル（日産化学社製「ＭＩＢＫ－ＳＴ」）など〕とを、
イソシアネート基或いはメルカプト基含有シランカップリング剤を用いて結合させた化合
物などの、エチレン性不飽和化合物にシランカップリング剤を介してシリカゾルを反応さ
せ結合させることにより硬化物としての強度や耐熱性を向上せしめた化合物類、などが挙
げられる。
【００３６】
　以上のエチレン性不飽和化合物は、それぞれ単独で用いられてもよく、２種以上が併用
されてもよい。本発明において、エチレン性不飽和化合物としては、分子量が１００～１
，０００、好ましくは１５０～７００で、炭素数が７～５０、好ましくは１０～４０で、
２～６個の官能基を有する、エステル（メタ）アクリレート類、エポキシ（メタ）アクリ
レート類、およびウレタン（メタ）アクリレート類が、感度、撥液性に優れ好ましく、中
でも、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペ
ンタ（メタ）アクリレートなど５官能以上のエステル（メタ）アクリレート類が、また、
２～６個の官能基を有する脂肪族ポリイソシアネートや脂環式ポリイソシアネートのウレ
タン（メタ）アクリレート類、例えば、新中村化学社製「Ｕ－４ＨＡ」、「ＵＡ－３０６
Ａ」、「ＵＡ－ＭＣ３４０Ｈ」、「ＵＬ６ＬＰＡ」等が、また、エステル（メタ）アクリ
レート類にさらに１～２個のカルボン酸を導入して現像性を改良したもの、例えば、無水
琥珀酸ペンタエリスリトールトリアクリレート縮合体や、ベンゼン環を主骨格に有し、２
～６個の（メタ）アクリレートを付加したもの、例えば、大阪ガスケミカル社製「オグゾ
ールＥＡ－２００」、ナガセケムテックス社製「エポキシアクリレートモノマーＤＡ７２
１」等が、感度、撥液性、アウトガスの発生抑制の面から好ましい。また、（メタ）アク
リロイルオキシ基含有ホスフェート類、例えば、日本化薬社製「カヤマーＰＭ－２１」等
のカプロラクトン変性メタアクリロイルオキシエチルアシッドホスフェートは、基板近傍
の塗布膜の現像性に優れ好ましい。
【００３７】
　本発明の隔壁組成物中のエチレン性不飽和化合物の含有割合は、溶剤を除く全固形分に
対して通常１０重量％以上、好ましくは２０重量％以上、通常８０重量％以下、好ましく
は７０重量％以下である。感光性組成物中のエチレン性不飽和化合物の含有量が、この下
限を下回ると、露光時に感度が低下するおそれがあり、上限を上回るとアウトガスが過度
に発生する恐れがある。
【００３８】
　又、エチレン性不飽和化合物は、感光性組成物に含有される（Ｃ）アルカリ可溶性バイ
ンダーに対して、重量比で、通常０．１５以上、好ましくは０．３以上で、通常１．５以
下、好ましくは１．３以下の割合で含有されることが好ましい。アルカリ可溶性バインダ
ーに対するエチレン性不飽和化合物の含有割合が多過ぎるとアウトガスが過度に発生しや
すくなり、少な過ぎると露光時に感度が低下したり、現像性が低下する場合がある。
【００３９】
　［１－２］（Ｂ）光重合開始剤
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　本発明の隔壁組成物は、（Ｂ）光重合開始剤を含有する。光重合開始剤は、活性光線に
より、前記（Ａ）エチレン性不飽和化合物が有するエチレン性不飽和基を重合させる化合
物であれば特に限定されるものではないが、アウトガスの発生を抑え、発光効率が高く、
且つ素子の駆動寿命に優れた有機ＥＬ素子を得るため、下記一般式（ＩＩ）で表わされる
（ケト）オキシムエステル系化合物を含有することが必須である。
【００４０】
【化４】

【００４１】
　（一般式（ＩＩ）中、
　Ｘは、置換基を有していてもよい炭素数１～２０のアルキレン基、置換基を有していて
もよい－（ＣＨ＝ＣＨ）ｍ－あるいは－（Ｃ≡Ｃ）ｍ－（但し、ｍは１～５の整数を表す
。）を含む基、又はこれらの組合せからなる２価の基であり、
　Ｒ１は、置換基を有していてもよい芳香族基を含む１価の基であり、
　Ｒ２は、水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基、置換基を有していてもよい
アルキルチオ基、置換基を有していてもよいアルキルチオアルコキシ基、置換基を有して
いてもよいアルコキシカルボニル基、置換基を有していてもよいアルケニルオキシカルボ
ニル基、置換基を有していてもよいアルキニルオキシカルボニル基、置換基を有していて
もよいアリールオキシカルボニル基、置換基を有していてもよいヘテロアリールオキシカ
ルボニル基、置換基を有していてもよいアルキルチオカルボニル基、置換基を有していて
もよいアルケニルチオカルボニル基、置換基を有していてもよいアルキニルチオカルボニ
ル基、置換基を有していてもよいアリールチオカルボニル基、置換基を有していてもよい
ヘテロアリールチオカルボニル基、－Ｏ－Ｎ＝Ｃ（Ｒ' ）Ｒ''、－Ｏ－Ｎ＝Ｃ（Ｒ' ）Ｃ
ＯＲ''、－Ｎ（Ｒ' ）ＯＲ''、－Ｎ（ＯＲ' ）ＣＯＲ''、又は－Ｎ（ＯＣＯＲ' ）ＣＯＲ
''（但し、Ｒ'、及びＲ''は各々独立して、置換基を有していてもよいアルキル基、又は
置換基を有していてもよいアリール基を表す。）であり、
　Ｒ３は、置換基を有していてもよいアルカノイル基、置換基を有していてもよいアルケ
ノイル基、置換基を有していてもよいアルキノイル基、置換基を有していてもよいシクロ
アルカノイル基、置換基を有していてもよいアリーロイル基、置換基を有していてもよい
ヘテロアリーロイル基、置換基を有していてもよいアルコキシカルボニル基、又は置換基
を有していてもよいアリールオキシカルボニル基であり、
　ｎは０又は１である。）
　一般式（ＩＩ）において、Ｘが、置換基を有していてもよい炭素数１～２０のアルキレ
ン基である場合、例えば、メチレン基、エチレン基、トリメチレン基、テトラメチレン基
、オクタメチレン基、デカメチレン基、又は以下の基等が挙げられる。
【００４２】
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【化５】

【００４３】
　又、Ｘが、置換基を有していてもよい－（ＣＨ＝ＣＨ）ｍ－（但し、ｍは１～５の整数
を表す。）を含む基である場合、ｍは１～３であることが好ましく、例えば、エチニレン
基以外、以下の基等が挙げられる。
【００４４】

【化６】

【００４５】
　更に、Ｘが、－（Ｃ≡Ｃ）ｍ－（但し、ｍは１～５の整数を表す。）を含む基である場
合、ｍは１～３であることが好ましく、例えば、アセチレン基以外、以下の基等が挙げら
れる。
【００４６】

【化７】

【００４７】
　尚、これらの組合せからなる基としては、例えば、以下の基などが挙げられる。
【００４８】

【化８】

【００４９】
　一般式（ＩＩ）において、Ｒ１の芳香族基としては、例えば、ベンゼン環、ナフタレン
環、アントラセン環、クリセン環、フェナントレン環、アズレン環、フルオレン環、アセ
ナフチレン環、インデン環、アクリジン環、フェナントリジン環、キサンテン環、カルバ
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ゾール環、フェナジン環、フェノチアジン環、フェノキサジン環、ベンゾチアゾール環な
ど由来の基等が挙げられる。
【００５０】
　中でも、紫外光線に対する感度が高い点から、Ｒ１が置換基を有していてもよいカルバ
ゾリル基を含む１価の基であることが好ましい。
　又、Ｒ１が更に有していてもよい置換基としては、
　弗素原子、塩素原子、臭素原子などのハロゲン原子；
　水酸基；
　ニトロ基；
　シアノ基；
　メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基
、ｔ－ブチル基、アミル基、ｔ－アミル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オク
チル基、ｔ－オクチル基などの炭素数が１～１８の直鎖状或いは分岐状のアルキル基；
　シクロプロピル基、シクロブチル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、アダマン
チル基などの炭素数が３～１８のシクロアルキル基；
　ビニル基、プロペニル基、ヘキセニル基などの炭素数が２～１８の直鎖状或いは分岐状
のアルケニル基；
　シクロペンテニル基、シクロヘキセニル基などの炭素数が３～１８のシクロアルケニル
基；
　メトキシ基、エトキシ基、ｎ－プロポキシ基、イソプロポキシ基、ｎ－ブトキシ基、ｓ
－ブトキシ基、ｔ－ブトキシ基、ｎ－アミルオキシ基、ｔ－アミルオキシ基、ｎ－ヘキシ
ルオキシ基、ｎ－ヘプチルオキシ基、ｎ－オクチルオキシ基、ｔ－オクチルオキシ基など
の炭素数が１～１８の直鎖状或いは分岐状のアルコキシ基；
　メチルチオ基、エチルチオ基、ｎ－プロピルチオ基、イソプロピルチオ基、ｎ－ブチル
チオ基、ｓ－ブチルチオ基、ｔ－ブチルチオ基、ｎ－アミルチオ基、ｔ－アミルチオ基、
ｎ－ヘキシルチオ基、ｎ－ヘプチルチオ基、ｎ－オクチルチオ基、ｔ－オクチルチオ基な
どの炭素数が１～１８の直鎖状或いは分岐状のアルキルチオ基；
　プロペニルオキシ基、ヘキセニルオキシ基などの炭素数が２～１８の直鎖状或いは分岐
状のアルケニルオキシ基；ビニルチオ基、プロペニルチオ基、ヘキセニルチオ基などの炭
素数が２～１８の直鎖状或いは分岐状のアルケニルチオ基；
　フェニル基、トリル基、キシリル基、メシチル基などの炭素数が６～１８の、アルキル
基で置換されていてもよいアリール基；
　ベンジル基、フェネチル基などの炭素数が７～１８のアラルキル基；
　カルボキシル基；
　－ＣＯＯＲ２０１ で表されるカルボン酸エステル基；
　－ＣＯＲ２０１で表されるアシル基；
　－ＯＣＯＲ２０１で表されるアシルオキシ基；
　－ＮＲ２０１Ｒ２０２で表されるアミノ基；
　－ＮＨＣＯＲ２０１で表されるアシルアミノ基；
　－ＮＨＣＯＯＲ２０１で表されるカーバメート基；
　－ＣＯＮＲ２０１Ｒ２０２で表されるカルバモイル基；
　－ＳＯ３Ｒ２０１で表されるスルホン酸エステル基；
　－ＳＯ３ＮＲ２０１Ｒ２０２で表されるスルファモイル基（尚、Ｒ２０１及びＲ２０２

は各々独立して、水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基、置換基を有していて
もよいアルケニル基、置換基を有していてもよいアルカノイル基、置換基を有していても
よいアルキルカルボニルオキシ基、置換基を有していてもよいアリール基、または置換基
を有していてもよいアラルキル基を表す。）；
　２－チエニル基、２－ピリジル基、フリル基、オキサゾリル基、ベンゾキサゾリル基、
チアゾリル基、ベンゾチアゾリル基、モルホリノ基、ピロジニル基、テトラヒドロチオフ
ェンオキサイド基などの飽和或いは不飽和の芳香環基；
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　トリメチルシリル基などのトリアルキルシリル基などが挙げられる。
【００５１】
　一般式（ＩＩ）におけるＲ１としては、下記一般式（ＩＩａ）で表される基であること
が好ましい。
【００５２】
【化９】

【００５３】
（一般式（ＩＩａ）中、
　Ｒ４～Ｒ８は各々独立して、水素原子、ハロゲン原子、水酸基、置換基を有していても
よい炭素数が１～１２のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が５～８のシクロ
アルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～１２のアルカノイル基、置換基を有
していてもよい炭素数が２～１２のアルコキシカルボニル基、置換基を有していてもよい
炭素数が３～２０のアルコキシカルボニルアルカノイル基、置換基を有していてもよい炭
素数が６～２０のフェニル基、置換基を有していてもよい炭素数が７～２０のベンジル基
、置換基を有していてもよい炭素数が７～２０のベンゾイル基、置換基を有していてもよ
い炭素数が８～２０のフェノキシカルボニル基、置換基を有していてもよい炭素数が８～
２０のフェノキシカルボニルアルカノイル基、置換基を有していてもよい炭素数が３～２
０のヘテロアリーロイル基、置換基を有していてもよい炭素数が８～２０のヘテロアリー
ルオキシカルボニルアルカノイル基、－ＳＲ１０１ 、－ＳＯＲ１０１、－ＳＯ２Ｒ１０

１、又は－ＮＲ１０１ Ｒ１０２（但し、Ｒ１０１及びＲ１０２は各々独立して、水素原
子、置換基を有していてもよい炭素数が１～１２のアルキル基、置換基を有していてもよ
い炭素数が３～１２のアルケニル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～８のアルカ
ノイル基、置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリール基、又は炭素数が３～
１５のトリアルキルシリル基を表す。）であり、
　Ｒ４～Ｒ８の少なくとも一つは、－ＳＲ１０１又は－ＮＲ１０１Ｒ１０２である。
尚、Ｒ４～Ｒ８は、複数の置換基同士が結合して、更に置換基を有していてもよい、飽和
或いは不飽和芳香族環を形成していてもよい。）
　尚、一般式（ＩＩａ）において、Ｒ４～Ｒ８の上記基が有する置換基としては、Ｒ１に
おいて挙げたと同様の置換基が挙げられる。
【００５４】
　又、一般式（ＩＩ）において、
　Ｒ２のアルキル基としては、例えば、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロ
ピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、ｔ－ブチル基、アミル基、ｔ－アミル基、ｎ－ヘ
キシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基、ｔ－オクチル基などの炭素数が１～１２の
直鎖状或いは分岐状のアルキル基であるのが好ましく、
　Ｒ２のアルキルチオ基としては、例えば、メチルチオ基、エチルチオ基、ｎ－プロピル
チオ基、イソプロピルチオ基、ｎ－ブチルチオ基、ｎ－ヘキシルチオ基、ｎ－オクチルチ
オ基、ｎ－ドデシルチオ基などの炭素数が１～１２のアルキルチオ基であるのが好ましく
、
　Ｒ２のアルキルチオアルコキシ基としては、例えば、メチルチオメトキシ基、エチルチ
オエトキシ基、ｎ－プロピルチオプロポキシ基、イソプロピルチオプロポキシ基、ｎ－ブ
チルチオブトキシ基などの炭素数が２～１２のアルキルチオアルコキシ基であるのが好ま



(16) JP 2011-146375 A 2011.7.28

10

20

30

40

50

しく、
　Ｒ２のアルコキシカルボニル基としては、例えば、メトキシカルボニル基、エトキシカ
ルボニル基、ｎ－プロポキシカルボニル基、イソプロポキシカルボニル基、ｎ－ブトキシ
カルボニル基、ｔ－ブトキシカルボニル基、ｎ－ペンチルオキシカルボニル基、ｔ－アミ
ルオキシカルボニル基、ｎ－ヘキシルオキシカルボニル基、ｎ－オクチルオキシカルボニ
ル基、ｎ－デカニルオキシカルボニル基、ｎ－ドデカニルオキシカルボニル基などの炭素
数が２～１２のアルコキシカルボニル基であるのが好ましく、
　Ｒ２のアルケニルオキシカルボニル基としては、例えば、ビニルオキシカルボニル基、
アリルオキシカルボニル基などの炭素水が３～１２りアルケニルオキシカルボニル基であ
るのが好ましく、
　Ｒ２のアルキニルオキシカルボニル基としては、例えば、プロパルギルオキシカルボニ
ル基等の炭素数が３～１２のアルキニルオキシカルボニル基であるのが好ましく、
　Ｒ２のアリールオキシカルボニル基としては、例えば、フェニルオキシカルボニル基、
１－ナフチルオキシカルボニル基、２ホナフチルオキシカルボニル基などの炭素数が７～
１２のアリールオキシカルボニル基であるのが好ましく、
　Ｒ２のヘテロアリールオキシカルボニル基としては、例えば、２－フラニルオキシカル
ボニル基、３－フラニルオキシカルボニル基、２－ピリジルオキシカルボニル基、３－ピ
リジルオキシカルボニル基、４－ピリジルオキシカルボニル基、２－ベンゾチアゾリルオ
キシカルボニル基等の炭素数が３～１２のヘテロアリールオキシカルボニル基であるのが
好ましく、
　Ｒ２のアルキルチオカルボニル基としては、例えば、メチルチオカルボニル基、エチル
チオカルボニル基、ｎ－プロピルチオカルボニル基、イソプロピルチオカルボニル基、ｎ
－ブチルチオカルボニル基、ｎ－ヘキシルチオカルボニル基、ｎ－オクチルチオカルボニ
ル基、ｎ－ドデシルチオカルボニル基などの炭素数が２～１２のアルキルチオカルボニル
基であるのが好ましく、
　Ｒ２のアルケニルチオカルボニル基としては、例えば、ビニルチオカルボニル基、アリ
ルチオカルボニル基などの炭素数が３～１２のアルケニルチオカルボニル基であるのが好
ましく、
　Ｒ２のアルキニルチオカルボニル基としては、例えば、プロパルギルチオカルボニル基
などの炭素数が３～１２のアルキニルチオカルボニル基であるのが好ましく、
　Ｒ２のアリールチオカルボニル基としては、例えば、フェニルチオカルボニル基、１－
ナフチルチオカルボニル基、２－ナフチルチオカルボニル基などの炭素数が７～１２のア
リールチオカルボニル基であるのが好ましく、
　Ｒ２のヘテロアリールチオカルボニル基としては、例えば、２－フラニルチオカルボニ
ル基、３－フラニルチオカルボニル基、４－ピリジルチオカルボニル基、２－ベンゾオキ
サゾリルチオカルボニル基、２－ベンゾチオアゾリルカルボニル基などの炭素数が３～１
２のヘテロアリールチオカルボニル基であるのが好ましい。
【００５５】
　一般式（ＩＩ）において、Ｒ２としては、アルキルチオ基、アルキルチオアルコキシ基
、アルコキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、ヘテロアリールオキシカルボ
ニル基、ヘテロアリールチオカルボニル基など、及び－Ｎ（ＯＲ' ）ＣＯＲ''、－Ｎ（Ｏ
ＣＯＲ' ）ＣＯＲ''（但し、Ｒ' およびＲ''は各々独立して置換基を有していてもよいア
ルキル基、又は置換基を有していてもよいアリール基を表す。）である、（アルコキシ）
アルカノイルアミノ基、（フェノキシ）アルカノイルアミノ基、（アルコキシ）ベンゾイ
ルアミノ基、（アルカノイルオキシ）アルカノイルアミノ基、（ベンジルオキシ）アルカ
ノイルアミノ基、（アルカノイルオキシ）ベンジルアミノ基、（アルカノイルオキシ）ヘ
テロアリーロイルアミノ基など、
　並びに－Ｏ－Ｎ＝Ｃ（Ｒ' ）Ｒ''、－Ｏ－Ｎ＝Ｃ（Ｒ' ）ＣＯＲ''（但し、Ｒ' 及びＲ
''は各々独立して、置換基を有していてもよいアルキル基又は置換基を有していてもよい
アリール基を表す。）である、ジアルキルオキシム基、（アルキル）アルカノイルオキシ
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【００５６】
　尚、これらのＲ２の置換基としては、Ｒ１において挙げたと同様の置換基等が挙げられ
る。
　一般式（ＩＩ）において、Ｒ３のアルカノイル基としては、例えば、アセチル基、プロ
パノイル基、ブタノイル基などの炭素数が２～２０のアルカノイル基であるのが好ましく
、炭素数が２～１２のものであるのがさらに好ましく、炭素数が２～７のものであるのが
特に好ましい。
【００５７】
　又、Ｒ３のアルケノイル基としては、例えば、クロトノイル基、アクリロイル基などの
炭素数が３～２５のアルケノイル基であるのが好ましく、炭素数が２～１２のものである
のがさらに好ましく、炭素数が３～７のものであるのが特に好ましい。
　Ｒ３のアルキノイル基としては、例えば、プロパルギルノイル基などの炭素数が３～２
５のアルキノイル基であるのが好ましく、炭素数が３～１２のものであるのがさらに好ま
しく、炭素数が３～７のものであるのが特に好ましい。
【００５８】
　Ｒ３のシクロアルカノイル基としては、例えば、シクロヘキシルカルボニル基、メチル
シクロヘキシルカルボニル基、シクロペンチルカルボニル基などの炭素数が４～８のシク
ロアルカノイル基であるのが好ましく、炭素数が４～７のものであるのが更に好ましい。
Ｒ３のアリーロイル基としては、例えば、ベンゾイル基、メチルベンゾイル基、ナフトイ
ル基などの炭素数が７～２０のアリーロイル基であるのが好ましく、炭素数が７～１２の
ものであるのがさらに好ましく、炭素数が７～１０のものであるのが特に好ましい。
【００５９】
　Ｒ３のヘテロアリーロイル基としては、例えば、チオフェンカルボニル基、ピロリルカ
ルボニル基、ピリジンカルボニル基などの炭素数が３～２０のヘテロアリーロイル基であ
るのが好ましく、炭素数が５～１５のものであるのが更に好ましく、炭素数が７～１０の
ものであるのが特に好ましい。
　Ｒ３のアルコキシカルボニル基としては、例えば、メトキシカルボニル基、エトキシカ
ルボニル基、プロポキシカルボニル基などの炭素数が２～１０のアルコキシカルボニル基
であるのが好ましく、炭素数が２～８のものであるのが更に好ましい。
【００６０】
　Ｒ３のアリールオキシカルボニル基としては、例えば、フェノキシカルボニル基、ｐ－
メチルフェノキシカルボニル基、ナフトキシカルボニル基などの炭素数が７～２０のアリ
ールオキシカルボニル基であるのが好ましく、炭素数が７～１５のものであるのが更に好
ましく、炭素数が７～１０のものであるのが特に好ましい。
　一般式（ＩＩ）において、Ｒ３としては、アルカノイル基、シクロアルカノイル基、ア
リーロイル基が好ましく、アルカノイル基、アリーロイル基が特に好ましい。
【００６１】
　尚、これらのＲ３の置換基としては、Ｒ１において挙げたと同様の置換基が挙げられる
。
　本発明において、前記一般式（ＩＩ）で表される（ケト）オキシムエステル系化合物の
好適な例を、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、及びＸの組み合わせに基づき以下の表に例示するが、本
発明に係る（ケト）オキシムエステル系化合物は、これらに限定されない。
【００６２】
　尚、以下の例において、「Ｍｅ」はメチル基を表す。
【００６３】
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【表１】

【００６４】
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【表２】

【００６５】
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【表３】

【００６６】
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【表４】

【００６７】
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【表５】

【００６８】
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【表６】

【００６９】
　本発明における前記一般式（ＩＩ）で表される（ケト）オキシムエステル系化合物の光
重合開始剤としては、一般式（ＩＩ）のｎが１であるケトオキシムタイプのものの方が、
ｎが０のオキシムタイプのものに比べ、画像形成後の２３０～２６０℃の後熱硬化処理に
おいて、熱硬化を促進し、アウトガスの発生をより抑制し得るため好ましい。
　本発明において、光重合開始剤としては、前記（ケト）オキシムエステル系化合物の１
種を単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。又、これらの（ケト）オキシムエ
ステル系化合物と、他の光重合開始剤を併用することもでき、場合によっては併用による
高感度化が期待できる。その併用される他の光重合開始剤としては、例えば、以下の化合
物を挙げることができる。
【００７０】
　２－（４－メトキシフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン
、２－（４－メトキシナフチル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン
、２－（４－エトキシナフチル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン
、２－（４－エトキシカルボニルナフチル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－
トリアジンなどのハロメチル化トリアジン誘導体；
　２－トリクロロメチル－５－（２’－ベンゾフリル）－１，３，４－オキサジアゾール
、２－トリクロロメチル－５－〔β－（２’－ベンゾフリル）ビニル〕－１，３，４－オ
キサジアゾール、２－トリクロロメチル－５－〔β－（２’－（６''－ベンゾフリル）ビ
ニル〕－１，３，４－オキサジアゾール、２－トリクロロメチル－５－フリル－１，３，
４－オキサジアゾールなどのハロメチル化オキサジアゾール誘導体；
　２－（２’－クロロフェニル）－４，５－ジフェニルイミダソール２量体、２－（２’
－クロロフェニル）－４，５－ビス（３’－メトキシフェニル）イミダゾール２量体、２
－（２’－フルオロフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾール２量体、２－（２’－
メトキシフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾール２量体、（４' －メトキシフェニ
ル）－４，５－ジフェニルイミダゾール２量体などのヘキサアリールビイミダゾール誘導
体；
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　ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインフェニルエーテル、ベンゾインイソブチルエー
テル、ベンゾインイソプロピルエーテルなどのベンゾインアルキルエーテル類；
　２－メチルアントラキノン、２－エチルアントラキノン、２－ｔ－ブチルアントラキノ
ン、１－クロロアントラキノンなどのアントラキノン誘導体；
　ベンゾフェノン、ミヒラーズケトン、２－メチルベンゾフェノン、３－メチルベンゾフ
ェノン、４－メチルベンゾフェノン、２－クロロベンゾフェノン、４－ブロモベンゾフェ
ノン、２－カルボキシベンゾフェノンなどのベンゾフェノン誘導体；
　２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン、２，２－ジエトキシアセトフェノ
ン、１－ヒドロキシシクロへキシルフェニルケトン、α－ヒドロキシ－２－メチルフェニ
ルプロパノン、１－ヒドロキシ－１－メチルエチル－（ｐ－イソプロピルフェニル）ケト
ン、１－ヒドロキシ－１－（ｐ－ドデシルフェニル）ケトン、２－メチル－［４' －（メ
チルチオ）フェニル］－２－モルフォリノ－１－プロパノン、１，１，１－トリクロロメ
チル－（ｐ－ブチルフェニル）ケトンなどのアセトフェノン誘導体；
　チオキサントン、２－エチルチオキサントン、２－イソプロピルチオキサントン、２－
クロロチオキサントン、２，４－ジメチルチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサン
トン、２，４－ジイソプロピルチオキサントンなどのチオキサントン誘導体；
　ｐ－ジメチルアミノ安息香酸エチル、ｐ－ジエチルアミノ安息香酸エチルなどの安息香
酸エステル誘導体；
　９－フェニルアクリジン、９－（ｐ－メトキシフェニル）アクリジンなどのアクリジン
誘導体；
　９，１０－ジメチルベンズフェナジンなどのフェナジン誘導体；
　ベンズアンスロンなどのアンスロン誘導体；
　ビス－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ジクロライド、ビス－シクロペンタジエニル－Ｔ
ｉ－ビス－フェニル、ビス－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－（２，３，４，５，６
－ペンタフルオロフェニ－１－イル）、ビス－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－（２
，３，５，６－テトラフルオロフェニ－１－イル）、ビス－シクロペンタジエニル－Ｔｉ
－ビス－（２，４，６－トリフルオロフェニ－１－イル）、ビス－シクロペンタジエニル
－Ｔｉ－２，６－ジフルオロフェニ－１－イル、ビス－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－２
，４－ジフルオロフェニ－１－イル、ビス－メチルシクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－
（２，３，４，５，６－ペンタフルオロフェニ－１－イル）、ビス－シクロペンタジエニ
ル－Ｔｉ－２，６－ジ－フルオロ－３－（ピル－１－イル）－フェニ－１－イルなどのチ
タノセン誘導体などが挙げられる。
【００７１】
　本発明の隔壁組成物中の光重合開始剤の含有割合は、溶剤を除く全固形分に対して通常
０．１重量％以上、好ましくは０．５重量％以上であり、通常３０重量％以下、好ましく
は２０重量％以下である。感光性組成物中の光重合開始剤の含有量が、この下限を下回る
と、露光時に感度が低下したり、アウトガスが過度に発生する恐れがあり、上限を上回る
と残渣の発生を招きやすい。
【００７２】
　又、前記（Ａ）エチレン性不飽和化合物１００重量部に対する（Ｂ）光重合開始剤の配
合量は、通常１重量部以上、好ましくは３重量部以上であり、通常５０重量部以下、好ま
しくは２０重量部以下である。
　［１－３］（Ｃ）アルカリ可溶性バインダー
　本発明の隔壁組成物は、１種または２種以上の（Ｃ）アルカリ可溶性バインダーを含有
する。
【００７３】
　本発明において、バインダーとしては現像液で現像可能なものであれば特に限定されな
いが、現像液としてはアルカリ現像液が好ましいため、本発明においてはアルカリ可溶性
バインダーを用いる。アルカリ可溶性バインダーとしては、カルボキシ基又は水酸基含有
の各種樹脂などが挙げられる。
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　中でも、カルボキシル基を有するものが特に好ましい。尚、本発明においては、側鎖に
エチレン性不飽和基を有するものが特に好ましい。
【００７４】
　本発明の感光性組成物中におけるアルカリ可溶性バインダーの含有割合は、溶剤を除く
全固形分に対して、通常５重量％以上、好ましくは１０重量％以上、より好ましくは１５
重量％以上、通常９０重量％以下、好ましくは７０重量％以下、より好ましくは６０重量
％以下である。
　感光性組成物中のアルカリ可溶性バインダーの含有量がこの下限を下回ると、撥液性隔
壁の形状確保が困難となりやすく、上限を上回ると、感度や現像性の低下を招く恐れがあ
る。
【００７５】
　［１－３－ａ］カルボキシル基含有バインダー
　［１－３－ａ－１］カルボキシル基含有（共）重合体（１）
　カルボキシル基含有バインダーの代表的なものとしては、例えば、（メタ）アクリル酸
、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸、無水マレイン酸、イタコン酸、シトラコン
酸などの不飽和カルボン酸と、スチレン、α－メチルスチレン、ヒドロキシスチレンなど
のスチレン類、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（
メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（メタ）アクリレート、ヘ
キシル（メタ）アクリレート、ドデシル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メ
タ）アクリレート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレート、アダマンチル（メタ）ア
クリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、ヒドロキシメチル（メタ）アクリレー
ト、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）アクリレート、ベンジ
ル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ－（
メタ）アクリロイルモルホリンなどの（メタ）アクリル酸エステル類、（メタ）アクリロ
ニトリルなどの（メタ）アクリロニトリル類、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロール
（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル
アミノエチル（メタ）アクリルアミドなどの（メタ）アクリルアミド類、酢酸ビニルなど
のビニル化合物類、などとの共重合体が挙げられる。
【００７６】
  これらの中で、（メタ）アクリレート－（メタ）アクリル酸共重合体、スチレン－（メ
タ）アクリレート－（メタ）アクリル酸共重合体が好ましい。
　又、（メタ）アクリレート－（メタ）アクリル酸共重合体においては、（メタ）アクリ
レート５～８０モル％と、（メタ）アクリル酸２０～９５モル％とからなる共重合体が更
に好ましく、（メタ）アクリレート１０～７０モル％と、（メタ）アクリル酸３０～９０
モル％とからなる共重合体が特に好ましい。
【００７７】
　スチレン－（メタ）アクリレート－（メタ）アクリル酸共重合体においては、スチレン
３～６０モル％、（メタ）アクリレート１０～７０モル％、（メタ）アクリル酸１０～６
０モル％からなる共重合体がさらに好ましく、スチレン５～５０モル％、（メタ）アクリ
レート２０～６０モル％、（メタ）アクリル酸１５～５５モル％からなる共重合体が特に
好ましい。
【００７８】
　［１－３－ａ－２］カルボキシル基含有（共）重合体（２）
　又、前記の不飽和カルボン酸に代えて、ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートに多
塩基酸（無水物）を付加させた化合物と、前記のスチレン類、（メタ）アクリル酸エステ
ル類、（メタ）アクリロニトリル類、（メタ）アクリルアミド類、ビニル化合物類、など
との共重合体が挙げられる。
【００７９】
　そのヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートとしては、ヒドロキシメチル（メタ）ア
クリレート、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、ヒドロキシブチル（メタ）アクリ
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レートなどが挙げられる。
　多塩基酸（無水物）としては、コハク酸（無水物）、アジピン酸（無水物）、フタル酸
（無水物）、ヘキサヒドロフタル酸（無水物）、マレイン酸（無水物）などが挙げられ、
両者の反応化合物としては、コハク酸〔２－（メタ）アクリロイルエチル〕エステル、ア
ジピン酸〔２－（メタ）アクリロイルエチル〕エステル、フタル酸〔２－（メタ）アクリ
ロイルエチル〕エステル、ヘキサヒドロフタル酸〔２－（メタ）アクリロイルエチル〕エ
ステル、マレイン酸〔２－（メタ）アクリロイルエチル〕エステル、コハク酸〔２－（メ
タ）アクリロイルプロピル〕エステル、アジピン酸〔２－（メタ）アクリロイルプロピル
〕エステル、フタル酸〔２－（メタ）アクリロイルプロピル〕エステル、ヘキサヒドロフ
タル酸〔２－（メタ）アクリロイルプロピル〕エステル、マレイン酸〔２－（メタ）アク
リロイルプロピル〕エステル、コハク酸〔２－（メタ）アクリロイルブチル〕エステル、
アジピン酸〔２－（メタ）アクリロイルブチル〕エステル、フタル酸〔２－（メタ）アク
リロイルブチル〕エステル、ヘキサヒドロフタル酸〔２－（メタ）アクリロイルブチル〕
エステル、マレイン酸〔２－（メタ）アクリロイルブチル〕エステルなどが挙げられる。
【００８０】
　これらのカルボキシル基含有（共）重合体のバインダーは、酸価が５０～５００ｍｇ・
ＫＯＨ／ｇ、ポリスチレン換算の重量平均分子量（Ｍｗ）が１，０００～３００，０００
であるのが好ましい。
　［１－３－ｂ］側鎖にエチレン性不飽和基を有するカルボキシル基含有（共）重合体
　［１－３－ｂ－１］不飽和カルボン酸と２種以上のエチレン性不飽和基含有化合物との
共重合体
　側鎖にエチレン性不飽和基を有するカルボキシル基含有（共）重合体として、例えば、
アリル（メタ）アクリレート、３－アリルオキシ－２－ヒドロキシプロピル（メタ）アク
リレート、シンナミル（メタ）アクリレート、クロトニル（メタ）アクリレート、メタリ
ル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジアリル（メタ）アクリルアミドなどの２種以上のエ
チレン性不飽和基を有する化合物、又はビニル（メタ）アクリレート、１－クロロビニル
（メタ）アクリレート、２－フェニルビニル（メタ）アクリレート、１－プロペニル（メ
タ）アクリレート、ビニルクロトネート、ビニル（メタ）アクリルアミドなどの２種以上
のエチレ性不飽和基を有する化合物と、（メタ）アクリル酸などの不飽和カルボン酸、ま
たはさらに不飽和カルボン酸エステルなどとを、前者のエチレン性不飽和基を有する化合
物の全体に占める割合を１０～９０モル％、好ましくは３０～８０モル％程度となるよう
に共重合させて得られた共重合体などが挙げられる。
【００８１】
　尚、この不飽和カルボン酸と２種以上のエチレン性不飽和基を有する化合物との共重合
体の酸価は、好ましくは３０～２５０ｍｇ・ＫＯＨ／ｇであり、重量平均分子量（Ｍｗ）
は、好ましくは１，０００～３００，０００である。
　［１－３－ｂ－２］エポキシ基含有不飽和化合物変性カルボキシル基含有（共）重合体
又、側鎖にエチレン性不飽和基を有するカルボキシル基含有（共）重合体として、例えば
、カルボキシル基含有（共）重合体に、エポキシ基含有不飽和化合物を反応させて、カル
ボキシル基含有（共）重合体のカルボキシル基の一部にエポキシ基含有不飽和化合物のエ
ポキシ基を付加させて変性した変性カルボキシル基含有（共）重合体が挙げられる。
【００８２】
　そのカルボキシル基含有（共）重合体としては、前述したカルボキシル基含有（共）重
合体の（メタ）アクリレート－（メタ）アクリル酸共重合体、及び、スチレン－（メタ）
アクリレート－（メタ）アクリル酸共重合体などが好ましい。また、そのエポキシ基含有
不飽和化合物としては、アリルグリシジルエーテル、グリシジル（メタ）アクリレート、
α－エチルグリシジル（メタ）アクリレート、グリシジルクロトネート、グリシジルイソ
クロトネート、クロトニルグリシジルエーテル、イタコン酸モノアルキルモノグリシジル
エステル、フマル酸モノアルキルモノグリシジルエステル、マレイン酸モルアルキルモノ
グリシジルエステルなどの脂肪族エポキシ基含有不飽和化合物、および、３，４－エポキ
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シシクロヘキシルメチル（メタ）アクリレート、２，３－エポキシシクロペンチルメチル
（メタ）アクリレート、７，８－エポキシ〔トリシクロ［５．２．１．０］デシ－２－イ
ル〕オキシエチル（メタ）アクリレートなどの脂環式エポキシ基含有不飽和化合物が挙げ
られる。そして、これらのエポキシ基含有不飽和化合物を、カルボキシル基含有（共）重
合体の有するカルボキシル基の５～９０モル％、好ましくは３０～７０モル％程度を反応
させることにより得られる。なお、反応は公知の方法により実施することができる。
【００８３】
　尚、このエポキシ基含有不飽和化合物変性カルボキシル基含有（共）重合体の酸価は、
好ましくは３０～２５０ｍｇ・ＫＯＨ／ｇであり、重量平均分子量（Ｍｗ）は、好ましく
は１，０００～３００，０００である。
　［１－３－ｂ－３］不飽和カルボン酸変性エポキシ基およびカルボキシル基含有（共）
重合体
　又、側鎖にエチレン性不飽和基を有するカルボキシル基含有（共）重合体として、例え
ば、（メタ）アクリル酸などの不飽和カルボン酸と、前述の脂肪族エポキシ基含有不飽和
化合物または脂環式エポキシ基含有不飽和化合物、またはさらに不飽和カルボン酸エステ
ルやスチレンなどとを、前者のカルボキシル基含有不飽和化合物の全体に占める割合を１
０～９０モル％、好ましくは３０～８０モル％程度となるように共重合させて得られた共
重合体に、（メタ）アクリル酸などの不飽和カルボン酸を反応させて、該共重合体のエポ
キシ基に不飽和カルボン酸のカルボキシル基を付加させて変性した変性エポキシ基および
カルボキシル基含有（共）重合体が挙げられる。
【００８４】
　尚、この不飽和カルボン酸変性エポキシ基およびカルボキシル基含有（共）重合体の酸
価は、好ましくは３０～２５０ｍｇ・ＫＯＨ／ｇであり、重量平均分子量（Ｍｗ）は、好
ましくは１，０００～３００，０００である。
　［１－３－ｂ－４］酸変性エポキシ基含有（共）重合体
　又、側鎖にエチレン性不飽和基を有するカルボキシル基含有（共）重合体として、例え
ば、グリシジル（メタ）アクリレート、α－エチルグリシジル（メタ）アクリレート、３
，４－エポキシブチル（メタ）アクリレート、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル（
メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレートグリシジルエーテルな
どのエポキシ基含有（メタ）アクリレート５～９０モル％と、（メタ）アクリル酸エステ
ルなどのエチレン性不飽和化合物１０～９５モル％との共重合体を、共重合体に含まれる
エポキシ基の１０～１００モル％に、エチレン性不飽和モノカルボン酸を付加し、さらに
付加したときに生成する水酸基の１０～１００モル％に、多塩基酸（無水物）を付加して
得られる酸変性エポキシ基含有（共）重合体が挙げられる。
【００８５】
　ここで、共重合体におけるエポキシ基含有（メタ）アクリレートの共重合割合は、前述
した通り、５モル％以上、好ましくは２０モル％以上、より好ましくは３０モル％以上で
あり、９０モル％以下、好ましくは８０モル％以下、より好ましくは７０モル％以下であ
る。一方、共重合体におけるエチレン性不飽和化合物の共重合割合は、前述した通り、１
０モル％以上、好ましくは２０モル％以上、より好ましくは３０モル％以上であり、９５
モル％以下、好ましくは８０モル％以下、より好ましくは７０モル％以下である。共重合
体におけるエポキシ基含有（メタ）アクリレートの共重合割合が過度に多いと、相対的に
他の不飽和化合物の共重合割合が少ないことにより、耐熱性や強度が低下する傾向となる
。エポキシ基含有（メタ）アクリレートの共重合割合が過度に少ないと、アルカリ可溶性
成分の付加量が不十分となる傾向となる。
【００８６】
　ここで、（メタ）アクリル酸エステルなどのエチレン性不飽和化合物としては、例えば
、下記一般式（ＩＩＩ） で表される部分構造を有するモノ（メタ）アクリレートの１種
または２種以上を用いることが好ましい。
【００８７】
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【化１０】

【００８８】
（一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ１ｄ～Ｒ６ｄは、それぞれ独立に、水素原子、または、メチル
、エチル、プロピル等の炭素数１～１０のアルキル基を表し、Ｒ７ｄとＲ８ｄは、それぞ
れ独立に、水素原子、またはメチル、エチル、プロピル等の炭素数１～１０のアルキル基
を表す。また、Ｒ７ｄとＲ８ｄは連結して環を形成していてもよい。Ｒ７ｄとＲ８ｄが連
結して形成される環は、好ましくは脂肪族環であり、飽和または不飽和の何れでもよく、
好ましくは炭素数５～６である。）
  上記一般式（ＩＩＩ） の中では、下記一般式（ＩＩＩａ）、（ＩＩＩｂ）、又は（Ｉ
ＩＩｃ）で表される構造を有するモノ（メタ）アクリレートが好ましい。
これらの部分構造を導入することによって、モノ（メタ）アクリレートの耐熱性や強度を
増すことが可能である。なお、これらのモノ（メタ）アクリレートは、１種を用いてもよ
く、２種以上を任意の組み合わせおよび比率で併用してもよい。
【００８９】

【化１１】

【００９０】
　前記一般式（ＩＩＩ） で表される部分構造を有するモノ（メタ）アクリレートとして
は、公知の各種のものが使用できるが、特に次の一般式（ＩＶ）で表されるものが好まし
い。
【００９１】

【化１２】

【００９２】
（一般式（ＩＶ）中、Ｒ９ｄは水素原子またはメチル基を表し、Ｒ１０ｄは前記一般式（
ＩＩＩ）を表す。）
　ここで、エチレン性不飽和化合物としては、上述した一般式（ＩＩＩ）で表される部分
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構造を有するモノ（メタ）アクリレート以外の、例えば、スチレンのα－、ｏ－、ｍ－、
ｐ－アルキル、ニトロ、シアノ、アミド、エステル誘導体などのスチレン類、ブタジエン
、２，３－ジメチルブタジエン、イソプレン、クロロプレンなどのジエン類、（メタ）ア
クリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸－ｎ－プロピル、（メ
タ）アクリル酸－ｉｓｏ－プロピル、（メタ）アクリル酸－ｎ－ブチル、（メタ）アクリ
ル酸－ｓｅｃ－ブチル、（メタ）アクリル酸－ｔｅｒｔ－ブチル、（メタ）アクリル酸ペ
ンチル、（メタ）アクリル酸ネオペンチル、（メタ）アクリル酸イソアミル、（メタ）ア
クリル酸ヘキシル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸ラウリ
ル、（メタ）アクリル酸ドデシル、（メタ）アクリル酸シクロペンチル、（メタ）アクリ
ル酸シクロヘキシル、（メタ）アクリル酸２－メチルシクロヘキシル、（メタ）アクリル
酸ジシクロヘキシル、（メタ）アクリル酸イソボロニル、（メタ）アクリル酸アダマンチ
ル、（メタ）アクリル酸アリル、（メタ）アクリル酸プロパギル、（メタ）アクリル酸フ
ェニル、（メタ）アクリル酸ナフチル、（メタ）アクリル酸アントラセニル、（メタ）ア
クリル酸アントラニノニル、（メタ）アクリル酸ピペロニル、（メタ）アクリル酸サリチ
ル、（メタ）アクリル酸フリル、（メタ）アクリル酸フルフリル、（メタ）アクリル酸テ
トラヒドロフリル、（メタ）アクリル酸ピラニル、（メタ）アクリル酸ベンジル、（メタ
）アクリル酸フェネチル、（メタ）アクリル酸クレジル、（メタ）アクリル酸－１，１，
１－トリフルオロエチル、（メタ）アクリル酸パーフルオルエチル、（メタ）アクリル酸
パーフルオロ－ｎ－プロピル、（メタ）アクリル酸パーフルオロ－ｉｓｏ－プロピル、（
メタ）アクリル酸トリフェニルメチル、（メタ）アクリル酸クミル、（メタ）アクリル酸
３－（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ）プロピル、（メタ）アクリル酸－２－ヒドロキシエチル
、（メタ）アクリル酸－２－ヒドロキシプロピルなどの（メタ）アクリル酸エステル類、
（メタ）アクリル酸アミド、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミド、（メタ）アク
リル酸Ｎ，Ｎ－ジエチルアミド、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジプロピルアミド、（メタ
）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジ－ｉｓｏ－プロピルアミド、（メタ）アクリル酸アントラセニル
アミドなどの（メタ）アクリル酸アミド類、（メタ）アクリル酸アニリド、（メタ）アク
リロイルニトリル、アクロレイン、塩化ビニル、塩化ビニリデン、フッ化ビニル、フッ化
ビニリデン、Ｎ－ビニルピロリドン、ビニルピリジン、酢酸ビニルなどのビニル化合物類
、シトラコン酸ジエチル、マレイン酸ジエチル、フマル酸ジエチル、イタコン酸ジエチル
などの不飽和ジカルボン酸ジエステル類、Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシル
マレイミド、Ｎ－ラウリルマレイミド、Ｎ－（４－ヒドロキシフェニル）マレイミドなど
のモノマレイミド類、Ｎ－（メタ）アクリロイルフタルイミドなどのようなラジカル重合
性化合物も挙げられる。
【００９３】
　中でも、より優れた耐熱性および強度を付与させるためには、エチレン性不飽和化合物
としては、スチレン、ベンジル（メタ）アクリレートおよびモノマレイミドから選択され
た少なくとも１種を使用することが有効である。この場合、スチレン、ベンジル（メタ）
アクリレートおよびモノマレイミドから選択された少なくとも１種の共重合割合は、通常
１モル％以上、好ましくは３モル％以上、また、通常、７０モル％以下、好ましくは５０
モル％以下である。
【００９４】
　エポキシ基含有（メタ）アクリレートとエチレン性不飽和化合物との共重合体に含まれ
るエポキシ基に付加させるエチレン性不飽和モノカルボン酸としては、公知のものを使用
することができ、中で（メタ）アクリル酸が好ましい。前記共重合体に含まれるエポキシ
基にエチレン性不飽和モノカルボン酸を付加させる量は、該共重合体に含まれるエポキシ
基の通常１０モル％、好ましくは３０モル％以上、より好ましくは５０モル％以上である
。エチレン性不飽和モノカルボン酸の付加割合が過度に少ないと、経時安定性が低下する
など、残存エポキシ基による悪影響が出る傾向がある。なお、前記共重合体にエチレン性
不飽和モノカルボン酸を付加させる方法としては公知の方法を採用することができる。
【００９５】
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　前記共重合体にエチレン性不飽和モノカルボン酸を付加させたときに生成する水酸基に
付加させる多塩基酸（無水物）としては、特に限定されず公知のもの１種を単独で用いて
もよく、２種以上を任意の組み合わせおよび比率で併用してもよい。このような成分を付
加させることにより、アルカリ可溶性にすることができる。
　多塩基酸（無水物）を付加させる量は、前記共重合体にエチレン性不飽和モノカルボン
酸を付加させたときに生成する水酸基の、通常１０モル％以上、好ましくは２０モル％以
上、より好ましくは３０モル％以上である。また、通常１００モル％以下、好ましくは、
９０モル％以下、より好ましくは８０モル％以下である。多塩基酸（無水物）の付加量が
過度に多いと、現像時の残膜率が低下する傾向がある。多塩基酸（無水物）の付加量が過
度に少ないと、溶解性が不十分となる傾向がある。なお、前記共重合体にエチレン性不飽
和モノカルボン酸を付加させたときに生成する水酸基に多塩基酸（無水物）を付加させる
方法としては、公知の方法を任意に採用することができる。
【００９６】
　以上のエポキシ基含有（共）重合体のエチレン性不飽和モノカルボン酸および多塩基酸
（無水物）による変性物には、多塩基酸（無水物）付加後に生成したカルボキシ基の一部
に、グリシジル（メタ）アクリレートやエチレン不飽和基を有するグリシジルエーテル化
合物を付加させることにより、さらに光感度を向上させることができる。また、多塩基酸
（無水物）付加後に生成したカルボキシ基の一部にエチレン性不飽和基を有さないグリシ
ジルエーテル化合物を付加させることにより、現像性を向上させることもできる。さらに
、多塩基酸（無水物）付加後にこれらの両者を付加させてもよい。
【００９７】
　なお、上述したエポキシ基含有（共）重合体のエチレン性不飽和モノカルボン酸および
多塩基酸（無水物）による変性物としては、例えば、特開平８－２９７３６６号公報や特
開２００１－８９５３３号公報に記載の樹脂が挙げられる。また、上記変性物の重量平均
分子量（Ｍｗ）は、特に限定されないが、通常３, ０００以上、好ましくは５, ０００以
上、また、通常１００, ０００以下、好ましくは５０, ０００以下である。重量平均分子
量（Ｍｗ）が過度に小さいと耐熱性、膜強度に劣る傾向がある。また、過度に大きいと、
現像液に対する溶解性が低下する傾向がある。また、分子量分布〔重量平均分子量（Ｍｗ
）／数平均分子量（Ｍｎ）〕は、２．０～５．０が好ましい。
【００９８】
　［１－３－ｃ］カルボキシル基およびエチレン性不飽和基含有樹脂
　［１－３－ｃ－１］酸変性エポキシ樹脂
　カルボキシル基およびエチレン性不飽和基含有樹脂として、例えば、エポキシ樹脂のエ
チレン性不飽和基モノカルボン酸付加体に、多塩基酸（無水物）が付加された、カルボキ
シル基およびエチレン性不飽和基含有エポキシ樹脂が挙げられる。即ち、エポキシ樹脂の
エポキシ基に、エチレン性不飽和モノカルボン酸のカルボキシ基が開環付加されることに
より、エポキシ樹脂にエステル結合（－ＣＯＯ－）を介してエチレン性不飽和結合が付加
されると共に、その際生じた水酸基に、多塩基酸（無水物）の一方のカルボキシ基が付加
されたものが挙げられる。
【００９９】
　ここで、エポキシ樹脂とは、熱硬化により樹脂を形成する以前の原料化合物をも含めて
言うこととし、そのエポキシ樹脂としては、公知のエポキシ樹脂の中から適宜選択して用
いることができる。具体的には、例えば、ビスフェノールＡエポキシ樹脂、ビスフェノー
ルＦエポキシ樹脂、ビスフェノールＳエポキシ樹脂、フェノールノボラックエポキシ樹脂
、クレゾールノボラックエポキシ樹脂、ビフェニルノボラックエポキシ樹脂、トリスフェ
ノールエポキシ樹脂、フェノールとジシクロペンタンとの重合エポキシ樹脂、ジハイドロ
オキシルフルオレン型エポキシ樹脂、ジハイドロオキシルアルキレンオキシルフルオレン
型エポキシ樹脂、９，９－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）フルオレンのジグリシジル
エーテル化物、１，１－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）アダマンタンのジグリシジル
エーテル化物、などが挙げられる。中でも、高い硬化膜強度の観点から、フェノールノボ
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ラックエポキシ樹脂、またはクレゾールノボラックエポキシ樹脂、フェノールとジシクロ
ペンタジエンとの重合エポキシ樹脂、９，９－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）フルオ
レンのジグリシジルエーテル化物、などが好ましい。
【０１００】
　エチレン性不飽和モノカルボン酸としては、例えば、（メタ）アクリル酸、クロトン酸
、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、シトラコン酸等、および、ペンタエリスリトール
トリ（メタ）アクリレート無水琥珀酸付加物、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリ
レートテトラヒドロ無水フタル酸付加物、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリ
レート無水琥珀酸付加物、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート無水フタ
ル酸付加物、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレートテトラヒドロ無水フタ
ル酸付加物、（メタ）アクリル酸とε－カプロラクトンとの反応生成物などが挙げられる
。中でも、感度の観点から、（メタ）アクリル酸が好ましい。
【０１０１】
　多塩基酸（無水物）としては、例えば、琥珀酸、マレイン酸、イタコン酸、フタル酸、
テトラヒドロフタル酸、３－メチルテトラヒドロフタル酸、４－メチルテトラヒドロフタ
ル酸、３－エチルテトラヒドロフタル酸、４－エチルテトラヒドロフタル酸、ヘキサヒド
ロフタル酸、３－メチルヘキサヒドロフタル酸、４－メチルヘキサヒドロフタル酸、３－
エチルヘキサヒドロフタル酸、４－エチルヘキサヒドロフタル酸、トリメリット酸、ピロ
メリット酸、ベンゾフェノンテトラカルボン酸、ビフェニルテトラカルボン酸、およびそ
れらの無水物などが挙げられる。中でも、画像再現性、現像性の観点から、マレイン酸無
水物、テトラヒドロフタル酸無水物、またはヘキサヒドロフタル酸無水物が好ましく、テ
トラヒドロフタル酸無水物が更に好ましい。
【０１０２】
　本発明における酸変性エポキシ樹脂としては、酸価が２０～２００ｍｇ・ＫＯＨ／ｇで
あるものが好ましく、３０～１８０ｍｇ・ＫＯＨ／ｇであるものが更に好ましい。また、
酸変性エポキシ樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）としては、通常１，０００以上、好ましく
は１，５００以上であり、通常３０，０００以下、好ましくは２０，０００以下、更に好
ましくは１０，０００以下である。
【０１０３】
　上記酸変性エポキシ樹脂は、従来公知の方法により合成することができる。具体的には
、前記エポキシ樹脂を有機溶剤に溶解させ、触媒と熱重合禁止剤の共存下、前記エチレン
性不飽和モノカルボン酸を加えて付加反応させ、更に多塩基酸（無水物）を加えて反応を
続ける方法を用いることができる。
　ここで、反応に用いる有機溶剤としては、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、ジ
エチレングリコールエチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノメチルエーテ
ルアセテートなどの有機溶剤の１種または２種以上が挙げられる。また、上記触媒として
は、トリエチルアミン、ベンジルジメチルアミン、トリベンジルアミン等の第３級アミン
類、テトラメチルアンモニウムクロライド、メチルトリエチルアンモニウムクロライド、
テトラエチルアンモニウムクロライド、テトラブチルアンモニウムクロライド、トリメチ
ルベンジルアンモニウムクロライドなどの第４級アンミニウム塩類、トリフェニルホスフ
ィンなどの燐化合物、トリフェニルスチビンなどのスチビン類などの１種または２種以上
が挙げられる。更に、熱重合禁止剤としては、ハイドロキノン、ハイドロキノンモノメチ
ルエーテル、メチルハイドロキノンなどの１種または２種以上が挙げられる。
【０１０４】
　エチレン性不飽和モノカルボン酸の使用量としては、エポキシ樹脂のエポキシ基の１化
学当量に対して通常０．７～１．３化学当量、好ましくは０．９～１．１化学当量となる
量とすることができる。また、付加反応時の温度としては、通常６０～１５０℃、好まし
くは８０～１２０℃の温度とすることができる。更に、多塩基酸（無水物）の使用量とし
ては、前記付加反応で生じた水酸基の１化学当量に対して、通常０．１～１．２化学当量
、好ましくは０．２～１．１化学当量となる量とすることができる。
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本発明における前記酸変性エポキシ樹脂について、構成繰返し単位の具体例を以下に示す
。
【０１０５】
【化１３】

【０１０６】
【化１４】

【０１０７】
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　［１－３－ｃ－２］変性フェノール樹脂
　カルボキシル基およびエチレン性不飽和基含有樹脂として、例えば、フェノール樹脂の
エチレン性不飽和基含有エポキシ化合物付加体に、多塩基酸（無水物）が付加された、カ
ルボキシル基およびエチレン性不飽和基含有フェノール樹脂が挙げられる。即ち、フェノ
ール樹脂のフェノール性水酸基に、エチレン性不飽和基含有エポキシ化合物のエポキシ基
が開環付加されることにより、フェノール樹脂にエステル結合（－ＣＯＯ－）を介してエ
チレン性不飽和結合が付加されると共に、その際生じた水酸基に、多塩基酸（無水物）の
一方のカルボキシ基が付加されたものが挙げられる。
【０１０８】
　ここで、フェノール樹脂としては、例えば、フェノール、ｏ－クレゾール、ｍ－クレゾ
ール、ｐ－クレゾール、２，５－キシレノール、３，５－キシレノール、ｏ－エチルフェ
ノール、ｍ－エチルフェノール、ｐ－エチルフェノール、プロピルフェノール、ｎ－ブチ
ルフェノール、ｔ－ブチルフェノール、１－ナフトール、２－ナフトール、４，４’－ビ
フェニルジオール、ビスフェノール－Ａ、ピロカテコール、レゾルシノール、ハイドロキ
ノン、ピロガロール、１，２，４－ベンゼントリオール、安息香酸、４－ヒドロキシフェ
ニル酢酸、サリチル酸、フロログルシノールなどのフェノール類の少なくとも１種を、酸
触媒下、例えば、ホルムアルデヒド、パラホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、パラア
ルデヒド、プロピオンアルデヒド、ベンズアルデヒド、サリチルアルデヒド、フルフラー
ルなどのアルデヒド類、または、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケト
ンなどのケトン類、の少なくとも１種と重縮合させたノボラック樹脂、および、その重縮
合における酸触媒に代えてアルカリ触媒を用いる以外は同様にして重縮合させたレゾール
樹脂などが挙げられる。ここで、上記フェノール類とアルデヒド類との縮合反応は、無溶
剤下または溶剤中で行われる。
【０１０９】
　これらのノボラック樹脂、レゾール樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は通常１，０００～
２０，０００であり、好ましくは１，０００～１０，０００であり、更に好ましくは１，
０００～８，０００である。重量平均分子量が１，０００未満では画像強度が確保されず
、２０，０００を超えると現像性が低下する。
　エチレン性不飽和基含有エポキシ化合物としては、グリシジル（メタ）アクリレート、
（３，４－エポキシシクロヘキシル）メチル（メタ）アクリレート、グリシジルオキシ（
ポリ）アルキレングリコール（メタ）アクリレート、メチルグリシジル（メタ）アクリレ
ート、（３，４－エポキシシクロヘキシル）ビニルなどが挙げられる。これらのうち、特
にグリシジル（メタ）クリレート、（３，４－エポキシシクロヘキシル）メチル（メタ）
アクリレートが好ましい。
【０１１０】
　ノボラック樹脂、レゾール樹脂などとエチレン性不飽和基含有エポキシ化合物との反応
には公知の方法を用いることができる。例えばトリエチルアミン、ベンジルメチルアミン
などの３級アミン、ドデシルトリメチルアンモニウムクロライド、テトラメチルアンモニ
ウムクロライド、テトラエチルアンモニウムクロライド、ベンジルトリエチルアンモニウ
ムクロライドなどの４級アンモニウム塩、ピリジン、トリフェニルホスフィンなどの１種
または２種以上を触媒として、有機溶剤中、反応温度５０～１５０℃で数～数十時間反応
させることにより、ノボラック樹脂、レゾール樹脂などにエチレン性不飽和基含有エポキ
シ化合物を付加することができる。
【０１１１】
　該触媒の使用量は、反応原料混合物（ノボラック樹脂、レゾール樹脂とエチレン性不飽
和基含有エポキシ化合物との合計）に対して好ましくは０．０１～１０重量％、特に好ま
しくは０．３～５重量％である。また反応中の重合を防止するために、重合防止剤（例え
ばメトキノン、ハイドロキノン、メチルハイドロキノン、ｐ－メトキシフェノール、ピロ
ガロール、ｔｅｒｔ－ブチルカテコール、ジブチルヒドロキシトルエン、フェノチアジン
などの１種または２種以上）を使用することが好ましく、その使用量は、反応原料混合物
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に対して好ましくは０．０１～１０重量％、特に好ましくは０．０３～５重量％である。
尚、ノボラック樹脂、レゾール樹脂などのフェノール性水酸基にエチレン性不飽和基含有
エポキシ化合物を付加させる好ましい割合は、１～９９モル％である。この割合はフェノ
ール性水酸基に対して加えるエチレン性不飽和基含有エポキシ化合物の量で調整できる。
【０１１２】
　多塩基酸（無水物）としては、例えば、公知のものが使用でき、マレイン酸、コハク酸
、イタコン酸、フタル酸、テトラヒドロフタル酸、ヘキサヒドロフタル酸、メチルエンド
メチレンテトラヒドロフタル酸、クロレンド酸、メチルテトラヒドロフタル酸、５－ノル
ボルネン－２，３－ジカルボン酸、メチル－５－ノルボルネン－２，３－ジカルボン酸な
どの二塩基性カルボン酸またはその無水物、トリメリット酸、ピロメリット酸、ベンゾフ
ェノンテトラカルボン酸、ビフェニルテトラカルボン酸などの多塩基性カルボン酸または
その無水物などが挙げられる。中でも好ましくは、テトラヒドロ無水フタル酸または無水
コハク酸が挙げられる。これらは１種を単独で用いてもよく、２種以上を混合して用いて
もよい。
【０１１３】
　多塩基酸（無水物）の付加率は、ノボラック樹脂、レゾール樹脂などとエチレン性不飽
和基含有エポキシ化合物の反応物の水酸基の、通常１０～１００モル％、好ましくは２０
～１００モル％、より好ましくは３０～１００モル％である。この付加率が少なすぎると
現像性が不足することがある。
　［１－３－ｄ］その他のアルカリ可溶性バインダー
　その他、アルカリ現像液に対して劣化しやすい基板の有機電界発光素子に隔壁を設けよ
うとする場合であって、弱アルカリ性のアルカリ性化合物の現像液、或いはアルカリ性化
合物を含有しない現像液を用いる場合においては、アルカリ可溶性バインダーとして、ポ
リビニルアルコール、あるいは前記［１－３－ａ－１］カルボキシル基含有（共）重合体
（１）で挙げた共単量体（好ましい例としては、酢酸ビニルなど）を０．１～４０モル％
、好ましくは１～３０モル％共重合させたビニルアルコール共重合体、あるいは前記［１
－３－ａ－１］カルボキシル基含有（共）重合体（１）で挙げた共重合体をエステル化反
応により０．１～４０モル％、好ましくは１～３０モル％導入した変性ポリビニルアルコ
ールが好ましく用いられる。また、さらに、適度なテーパ角形成と撥液性の保持を目的と
して、前記［１－３－ｃ－１］酸変性エポキシ樹脂で挙げたエチレン性不飽和モノカルボ
ン酸（好ましい例としては、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸とε－カプロラク
トンとの反応物など）、あるいはさらに多塩基酸（無水物）（好ましい例としては、テト
ラヒドロフタル酸無水物など）をエステル化反応により０．１～３０モル％、好ましくは
０．５～２０モル％導入した変性ポリビニルアルコール、または、特開２００８－４５０
４７号公報に記載の、（メタ）アクリロイル（オキシ）基あるいは（メタ）アクリルアミ
ド基を有しアルデヒド基を有する化合物（好ましい例としては、４－アクリロイルオキシ
ブタナールなど）、あるいはジアルキルアセタール基を有する化合物（好ましい例として
は、Ｎ－（２，２－ジメトキシエチル）メタクリルアミドなど）をフォルマール反応によ
り０．１～３０モル％、好ましくは０．５～２０モル％導入した変性ポリビニルアルコー
ル、などが好ましく用いられる。
【０１１４】
　以上の（Ｃ）アルカリ可溶性バインダーとしては、重量平均分子量（Ｍｗ）が２，００
０～５０，０００、さらには３，０００～１０，０００であり、又、酸価が３０～２００
、さらには５０～１５０であるものが、感度、解像性、撥液性隔壁の形状確保に優れ好ま
しい。特には、剛直、高耐熱性、疎水性に優れる前記一般式（ＩＩＩａ） 、（ＩＩＩｂ
） 、（ＩＩＩｃ） 等の多環脂環骨格を有し側鎖にエチレン性不飽和基を有するアクリレ
ート樹脂、具体的には、スチレン／グリシジルメタクリレート／トリシクロデカン骨格を
有するモノアクリレート（日立化成社製「ＦＡ－５１３Ａ」）の共重合体、同様に、剛直
、高耐熱性、疎水性に優れるフルオレン骨格、ベンゼン骨格、ビフェニル骨格、２，２－
ジフェニルプロパン骨格を有するグリシジル化合物から得られるエチレン性不飽和基を有
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する樹脂、具体的には、無水琥珀酸により酸変性したペンタエリスリトールトリアクリレ
ートと９，９－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）フルオレンのジグリシジルエーテル化
物とを反応させ、さらにエポキシ基が開環して生じた水酸基にヘキサメチレンジイソシア
ネートとトリメリット酸無水物を付加させた樹脂、及び、ｍ－クレゾールノボラック樹脂
にグリシジルメタクリレートを付加反応させた後、エポキシ基が開環して生じた水酸基に
テトラヒドロフラン無水物を付加させた樹脂、ビフェニル／フェノールノボラックエポキ
シ樹脂（日本化薬社製「ＮＣ３０００」）にメタクリル酸を付加反応させた後、エポキシ
基が開環して生じた水酸基にテトラヒドロフラン無水物を付加させた樹脂等は、アウトガ
スの発生を抑制し、高い撥液性、撥液性隔壁の形状確保に優れ好ましい。中で、後記実施
例に記載のアルカリ可溶性バインダー（Ｃ１）、及び（Ｃ５）等の樹脂がこれらの特性に
特に優れ好ましい。
【０１１５】
　［１－４］（Ｄ）撥液剤
　本発明の隔壁組成物は、フッ素系化合物の撥液剤を含有する。フッ素系化合物の撥液剤
の分子量は特に制限されず、低分子量の化合物でも、高分子量体であってもよい。
本発明の隔壁組成物に撥液剤として含まれるフッ素系化合物は、この感光性組成物を用い
て隔壁を形成した場合、隔壁の表面に配向して、インキのにじみや混色を防止する働きを
する。さらに詳しくは、ビニル（共）重合体中のフルオロアルキル基は、インキをはじき
、インキが隔壁を越えて隣接する領域に進入することによるインキのにじみや混色を防ぐ
働きをする。
【０１１６】
　フッ素系化合物としては、パーフルオロアルキル基を含む化合物（パーフルオロアルキ
ル基含有化合物）が好ましく、例えば、特開平７－３５９１６号公報、特開平１１－２８
１８１５号公報、国際公開２００４－０４２４７４号パンフレット、特開２００５－６０
５１５号公報、特開２００５－３１５９８４号公報、特開２００６－１７１０８６号公報
などに開示されている撥液性化合物などの他、ビッグケミー社製「ＢＹＫ－３４０」、日
油（株）社製「モディパーＦ２００」、「モディパーＦ６００」、「モディパーＦ３０３
５」、ネオス社製「フタージェントＭシリーズ、Ｓシリーズ、Ｆシリーズ、Ｇシリーズ、
Ｄシリーズ、オリゴマーシリーズ」、ダイキン工業社製「ユニダイン」、信越シリコーン
社製「トリフロロプロピルトリクロロシラン」、ＡＧＣセイミケミカル社製「サーフロン
Ｓ－３８６」などの市販品や、パーフルオロ基含有アクリルモノマーを成分として共重合
した樹脂なども挙げられる。さらには安全性に懸念があるＣ６を超えるパーフルオロアル
キル基を回避できるパーフルオロポリエーテル基などを含む化合物等も有効である。
【０１１７】
　又、フッ素系化合物としては、フッ素化エポキシ樹脂、フッ素化ポリイミド樹脂、フッ
素化ポリアミド樹脂、フッ素化ポリウレタン樹脂、フッ素化シロキサン樹脂およびそれら
の変性樹脂なども用いることができる。
　尚、本発明の感光性組成物を用いて形成した塗布膜を露光後現像する際に、撥液剤が現
像処理で流れ出てしまうことは好ましくない。この点において、撥液剤として、撥液性樹
脂を用いるのも有効であるが、撥液剤として、露光時に架橋反応をすることができる架橋
性基を有する化合物（以下、「架橋性基含有撥液剤」と称す場合がある。）を用いること
が好ましい。
【０１１８】
　この架橋性基含有撥液剤であるフッ素含有化合物の具体例としては、例えばパーフルオ
ロアルキルスルホン酸、パーフルオロアルキルカルボン酸、パーフルオロアルキルアルキ
レンオキシド付加物、パーフルオロアルキルトリアルキルアンモニウム塩、パーフルオロ
アルキル基と親水基を含むオリゴマー、パーフルオロアルキル基と親油基を含むオリゴマ
ー、パーフルオロアルキル基と親水基と新油基を含むオリゴマー、パーフルオロアルキル
と親水基を含むウレタン、パーフルオロアルキルエステル、パーフルオロアルキル燐酸エ
ステルなどのフッ素含有有機化合物を挙げることができる。これらのフッ素含有化合物の
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市販品としては、大日本インキ化学工業社製「メガファックＦ１１６」、「同Ｆ１２０」
、「同Ｆ１４２Ｄ」、「同Ｆ１４４Ｄ」、「同Ｆ１５０」、「同Ｆ１６０」、「同Ｆ１７
１」、「同Ｆ１７２」、「同Ｆ１７３」、「同Ｆ１７７」、「同Ｆ１７８Ａ」、「同Ｆ１
７８Ｋ」、「同Ｆ１７９」、「同Ｆ１８３」、「同Ｆ１８４」、「同Ｆ１９１」、「同Ｆ
８１２」、「同Ｆ８１５」、「同Ｆ８２４」、「同Ｆ８３３」、「ＤＥＦＥＮＳＡＭＣＦ
３００」、「同ＭＣＦ３１０」、「同ＭＣＦ３１２」、「同ＭＣＦ３２３」、「同ＲＳ３
０４」、「同ＲＳ２０２」、「同ＲＳ２０１」、「同ＲＳ１０２」、「同ＲＳ１０１」、
「同ＲＳ１０５」、「同ＲＳ４０１」、「同ＲＳ４０２」、「同ＲＳ５０１」、「同ＲＳ
５０２」、「同ＲＳ３０１」、「同ＲＳ３０３」、住友スリーエム社製「フロラードＦＣ
４３０」、「同ＦＣ４３１」、旭硝子社製「アサヒガードＡＧ７１０」、「サーフロンＳ
－３８２」、「同ＳＣ－１０１」、「同ＳＣ－１０２」、「同ＳＣ－１０３」、「同ＳＣ
－１０４」、「同ＳＣ－１０５」、「同ＳＣ－１０６」、ダイキン工業社製「オブツール
ＤＡＣ」などの商品名で市販されている含フッ素有機化合物を使用することができる。
【０１１９】
　更に好ましい架橋性基含有撥液剤としては、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、フェノキ
シ樹脂、アクリレート樹脂を主骨格に有する樹脂にフッ素原子置換した置換基を導入した
ものが挙げられる。
　以下にこのような架橋性基含有撥液剤について、具体的に説明する。
　［１－４－ａ］エポキシ樹脂タイプ架橋性基含有撥液剤
　エポキシ樹脂タイプ架橋性基含有撥液剤としては、エポキシ樹脂に、フッ素原子置換ア
ルキル基あるいは芳香環を有するカルボン酸（例えばフッ素置換カルボン酸）を付加させ
たもの（例えばフッ素置換酸変性エポキシ樹脂）、好ましくはさらにα，β－不飽和基含
有カルボン酸をエポキシ樹脂に付加させたものが、光あるいは熱処理により架橋して隔壁
からの溶出が防止されるため好ましい。また、さらに必要に応じて、感光性組成物の溶剤
あるいは現像液であるアルカリ水溶液に対する溶解性を向上させるために、これらα，β
－不飽和基含有カルボン酸付加で生成する水酸基に、多価カルボン酸（無水物）を付加さ
せた、不飽和基およびカルボキシル基含有エポキシ樹脂が挙げられる。
【０１２０】
　ここに使用される、フッ素原子置換カルボン酸としては、例えば、パーフルオロヘプタ
ン酸、パーフルオロオクタン酸、パーフルオロノナン酸などが挙げられ、エポキシ樹脂、
α，β－不飽和基含有カルボン酸および多価カルボン酸（無水物）としては、前述のアル
カリ可溶性バインダーの項において記載した不飽和基およびカルボキシル基含有エポキシ
樹脂において使用されるものとして記載したものを用い、前述のアルカリ可溶性バインダ
ー中の不飽和基およびカルボキシル基含有エポキシ樹脂と同様の合成方法により、上記フ
ッ素置換酸変性エポキシ樹脂を得ることができる。
【０１２１】
　フッ素原子置換カルボン酸とα，β－不飽和モノカルボン酸のエポキシ樹脂への付加の
モル比率は、１：０～０．１：０．９の範囲が好ましく、また、フッ素原子置換カルボン
酸とα，β－不飽和モノカルボン酸は合計でエポキシ樹脂のエポキシ基の１化学当量に対
して通常０．５～１化学当量付加させることが好ましい。また、この付加反応時の温度と
しては、通常６０～１５０℃、好ましくは８０～１２０℃の温度とすることができる。さ
らに、多価カルボン酸（無水物）の付加量としては、前記付加反応で生じた水酸基の１化
学当量に対して、通常０～１化学当量とすることができる。
【０１２２】
　［１－４－ｂ］フェノール樹脂タイプ架橋性基含有撥液剤
　フェノール樹脂タイプ架橋性基含有撥液剤としては、フェノール樹脂に、フッ素原子置
換アルキル基あるいは芳香環を有するエポキシ化合物（例えばフッ素置換エポキシ化合物
）或いはカルボン酸（例えばフッ素置換カルボン酸）或いはイソシアネート化合物（例え
ばフッ素置換イソシアネート化合物）を付加させたもの（例えばフッ素置換エポキシ、酸
、或いはイソシアネート変性フェノール樹脂）、好ましくはさらにα，β－不飽和モノグ
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ート化合物をフェノール樹脂に付加させたものが、光あるいは熱処理により架橋して隔壁
からの溶出が防止されるため好ましい。また、さらに必要に応じて、感光性組成物の溶剤
あるいは現像液であるアルカリ水溶液に対する溶解性を向上させるために、これらにさら
に多価カルボン酸（無水物）を付加させた、不飽和基およびカルボキシル基含有フェノー
ル樹脂が挙げられる。
【０１２３】
　ここで、フェノール樹脂としては、ビスフェノールＡタイプノボラック樹脂、ビスフェ
ノールＦタイプノボラック樹脂、ビスフェノールＳタイプノボラック樹脂、フェノールノ
ボラック樹脂、クレゾールノボラック樹脂、トリスフェノールタイプノボラック樹脂、フ
ェノールとジシクロペンタンとの重合タイプノボラック樹脂、ジハイドロオキシルフルオ
レン型ノボラック樹脂、ジハイドロオキシルアルキレンオキシルフルオレン型タイプノボ
ラック樹脂などが挙げられる。中でも、高い硬化膜強度の観点から、フェノールノボラッ
ク樹脂、またはクレゾールノボラック樹脂、フェノールとジシクロペンタジエンとの重合
樹脂が好ましい。
【０１２４】
　ここに使用される、フッ素置換アルキル基を有するグリシジル化合物としては、パーフ
ルオロヘキシルグリシジルエーテル、パーフルオロオクチルグリシジルエーテル、パーフ
ルオロヘキシルグリシジルチオエーテル、パーフルオロオクチルグリシジルチオエーテル
などが挙げられる。また、α，β－不飽和モノグリシジル化合物としては、アクロイルオ
キシエチルグリシジルエーテル、メタアクロイルオキシエチルグリシジルエーテル、エポ
キシアクリレート、エポキシメタアクリレートなどが挙げられ、フッ素原子置換カルボン
酸、及びα，β－不飽和モノカルボン酸としては、上記のエポキシ樹脂タイプ架橋性基含
有撥液剤の説明において例示したものの中から適宜選択して使用することができる。
【０１２５】
　フェノール樹脂に付加させる、フッ素原子置換化合物とα，β－不飽和基含有化合物の
モル比は、１：０～０．１：０．９の範囲が好ましく、また、これらは合計でフェノール
樹脂の水酸基の１化学当量に対して通常０．５～１化学当量付加させることが好ましい。
この付加反応時の温度としては、通常６０～１５０℃、好ましくは８０～１２０℃の温度
とすることができる。さらに、多価カルボン酸（無水物）の付加量としては、前記付加反
応で生じた水酸基の１化学当量に対して、通常０～１化学当量とすることができる。
【０１２６】
　［１－４－ｃ］フェノキシ樹脂タイプ架橋性基含有撥液剤
　本発明で用いる撥液剤としての含フッ素有機化合物としては、特開２００５－１０５１
１５号公報に記載の主鎖骨格にフッ素を有するフェノキシ樹脂タイプの含フッ素有機化合
物を用いることもできる。このような含フッ素有機化合物としては、架橋性官能基（Ｋ）
とフェノール性水酸基を有する化合物（Ｙ－１）および／または架橋性官能基（Ｋ）とフ
ッ素原子置換芳香環を有する化合物（Ｙ－２）と、下記一般式(V) で示される含フッ素芳
香族化合物（Ｆ）と、フェノール性水酸基を３個以上有する化合物（Ｃ）とを、脱フッ化
水素（ＨＦ）剤の存在下に縮合反応させて得られる、架橋性官能基（Ｋ）とエーテル結合
を有し、数平均分子量（Ｍｎ）が１×１０３～５×１０５である架橋性含フッ素芳香族プ
レポリマーが挙げられる。
【０１２７】
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【化１５】

【０１２８】
（一般式（Ｖ）中、ｓは０～２の整数、ａ、ｂはそれぞれ独立に０～３の整数を表し、ａ
＋ｂ≧１である。Ｒｆ１およびＲｆ２はそれぞれ独立に炭素数８以下の含フッ素アルキル
基を表す。）
　上記架橋性官能基（Ｋ）の具体例としては、ビニル基、アリル基、メタクリロイル（オ
キシ）基、アクリロイル（オキシ）基、ビニルオキシ基、トリフルオロビニル基、トリフ
ルオロビニルオキシ基、エチニル基、１－オキソシクロペンタ－２，５－ジエン－３－イ
ル基、シアノ基、アルコキシシリル基、ジアリールヒドロキシメチル基、ヒドロキシフル
オレニル基等が挙げられる。これらのうち、反応性が高く、高い架橋密度が得られるので
、ビニル基、メタクリロイル（オキシ）基、アクリロイル（オキシ）基、トリフルオロビ
ニルオキシ基、エチニル基が好ましく、得られる硬化物が良好な耐熱性を有する点から、
エチニル基が最も好ましい。
【０１２９】
　本発明の隔壁組成物中のフッ素系化合物の撥液剤の含有量は、溶剤を除く全固形分に対
して好ましくは０．００１重量％以上、より好ましくは０．０１重量％以上、好ましくは
１１重量％以下、より好ましくは９重量％以下である。感光性組成物中のこの撥液剤の含
有量がこの下限を下回ると、撥液性隔壁の撥液性が不十分なため発光層形成用インクが隣
の区画に流れ出して混色が起きる恐れがあり、上限を上回ると、非隔壁部の発光層形成用
インクに対する濡れ性が低下し、均一な発光層を形成し得ない場合がある。
【０１３０】
　［１－５］（Ｅ）界面活性剤
　本発明の隔壁組成物は、組成物の塗布液としての塗布性、および塗布膜の現像性の向上
などを目的として、シリコーン系界面活性剤を含有することが必須である。
　シリコーン系界面活性剤としては、例えば、トーレシリコーン社製「トーレシリコーン
ＤＣ３ＰＡ」、「トーレシリコーンＳＨ７ＰＡ」、「トーレシリコーンＤＣ１１ＰＡ」、
「トーレシリコーンＳＨ２１ＰＡ」、「トーレシリコーンＳＨ２８ＰＡ」、「トーレシリ
コーンＳＨ２９ＰＡ」、「トーレシリコーンＳＨ３０ＰＡ」、「トーレシリコーンＳＨ８
４００」、東芝シリコーン社製「ＴＳＦ－４４４０」、「ＴＳＦ－４３００」、「ＴＳＦ
－４４４５」、「ＴＳＦ－４４４（４）（５）（６）（７）６」、「ＴＳＦ－４４６０」
、「ＴＳＦ－４４５２」、シリコーン社製「ＫＰ３４１」、ビッグケミー社製「ＢＹＫ３
２３」、「ＢＹＫ３３０」などの市販品を挙げることができる。
【０１３１】
　本発明における（Ｄ）フッ素系化合物の撥液剤は、疎水性で表面張力も極めて低いため
、前述した（Ｃ）アルカリ可溶性バインダーとの相溶性が低く、塗布あるいは熱乾燥時に
分離しやすく、その結果、不均一な塗膜を形成しやすい。
　そこで本発明では、例えばパーフルオロアルキル基もしくは（Ｃ）アルカリ可溶性バイ
ンダーとの親和性が高いと考えられるシリコン系界面活性剤を使用することにより、現像
残渣を抑制し、塗布時の塗布均一性を向上できると考えられる。
【０１３２】
　尚、本発明において、発明の効果を損なわない限り、上記シリコン系界面活性剤に、特
開２００９-２５８１３号公報等に記載の各種界面活性剤を併用することもできる。
　本発明の隔壁組成物において、界面活性剤全量の含有割合は、溶剤を除く全固形分に対
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して、１０重量％以下であることが好ましく、０．０１～５重量％であることが更に好ま
しい。
【０１３３】
　［１－６］その他成分
　本発明の隔壁組成物には、前記（Ａ）エチレン性不飽和化合物、（Ｂ）光重合開始剤、
（Ｃ）アルカリ可溶性バインダー、（Ｄ）撥液剤、（Ｅ）界面活性剤以外に、増感色素、
水素供与性化合物、熱重合開始剤、アミノ化合物、着色剤、塗布性向上剤、現像改良剤、
紫外線吸収剤、重合禁止剤、酸化防止剤、シランカップリング剤、エポキシ化合物、その
他の樹脂などを適宜配合することができる。
【０１３４】
　［１－６－ａ］増感色素
　本発明の隔壁組成物には、感度の向上などを目的として、以下に挙げるような増感色素
が前記光重合開始剤と共に併用されてもよい。
　その増感色素しては、例えば、特開平３－２３９７０３号公報、特開平５－２８９３３
５号公報などに記載される複素環を有するクマリン化合物、特開昭６３－２２１１１０号
公報などに記載される３－ケトクマリン化合物、特開平４－２２１９５８号公報、特開平
４－２１９７５６号公報などに記載されるキサンテン色素、特開平６－１９２４０号公報
などに記載されるピロメテン色素、特開昭４７－２５２８号公報、特開昭５４－１５５２
９２号公報、特開昭５６－１６６１５４号公報、特開昭５９－５６４０３号公報などに記
載される（ｐ－ジアルキルアミノベンジリデン）ケトン、スチリル系色素、特開平６－２
９５０６１号公報などに記載されるジュロリジル基含有色素、特開平１１－３２６６２４
号公報などに記載されるジアミノベンゼン化合物などを挙げることができる。これらの中
で特に好ましいのは、アミノ基含有色素、およびキサンテン色素である。
【０１３５】
　［１－６－ｂ］水素供与性化合物
　本発明の隔壁組成物には、感度の向上などを目的として、以下に挙げるような水素供与
性化合物が前記光重合開始剤と共に併用されてもよい。
　その水素供与性化合物としては、例えば、２－メルカプトベンゾチアゾール、２－メル
カプトベンゾイミダゾール、２－メルカプトベンゾオキサゾール、３－メルカプト－１，
２，４－トリアゾール、２－メルカプト－４（３Ｈ）－キナゾリン、β－メルカプトナフ
タレン、エチレングリコールジチオプロピオネート、トリメチロールプロパントリスチオ
プロピオネート、ペンタエリスリトールテトラキスチオプロピオネートなどのメルカプト
基含有化合物類、ヘキサンジチオール、トリメチロールプロパントリスチオグリコネート
、ペンタエリスリトールテトラキスチオプロピオネートなどの多官能チオール化合物類、
Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノ安息香酸エステル、Ｎ－フェニルグリシンまたはそのアンモニ
ウム塩やナトリウム塩、フェニルアラニンまたはそのアンモニウム塩やナトリウム塩、エ
ステルなどの芳香族環を有するアミノ酸またはその誘導体などが挙げられる。これらは１
種を単独で用いてもよく、また２種以上を併用してもよい。
【０１３６】
　水素供与性化合物としては中でも、感光性組成物の感度の観点から、２－メルカプトベ
ンゾチアゾール、２－メルカプトベンゾイミダゾール、２－メルカプトベンゾオキサゾー
ルなどのメルカプト基含有へテロ環状化合物が好ましい。
　又、撥液性隔壁の形状確保の観点から、２－メルカプトベンゾチアゾール、２－メルカ
プトベンゾイミダゾール、および２－メルカプトベンゾオキサゾールよりなる群から選択
された１または２以上の水素供与性化合物と、光重合開始剤として上記ヘキサアリールビ
イミダゾール誘導体の１種または２種以上とを組み合わせて、光重合開始剤系として使用
することが好適である。
【０１３７】
　［１－６－ｃ］熱重合開始剤
　本発明の隔壁組成物には、熱重合開始剤が含有されていてもよい。このような熱重合開
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始剤の具体例としては、例えば、アゾ系化合物、有機過酸化物および過酸化水素などが挙
げられる。これらは１種を単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
　尚、光重合開始剤に水素供与性化合物や熱重合開始剤を併用する場合、これらの合計で
、前述の感光性組成物中の光重合開始剤含有割合となるようにすることが好ましく、又、
光重合開始剤と水素供与性化合物と熱重合開始剤との併用割合としては、光重合開始剤に
対して水素供与性化合物を５～３００重量％、光重合開始剤に対して熱重合開始剤を５～
３００重量％とすることが好ましい。
【０１３８】
　［１－６－ｄ］アミノ化合物
　本発明の隔壁組成物には、熱硬化を促進するためにアミノ化合物が含まれていてもよい
。この場合、感光性組成物中のアミノ化合物の含有量としては、感光性組成物の全固形分
に対して、通常４０重量％以下、好ましくは３０重量％以下である。又、通常０．５重量
％以上、好ましくは１重量％以上である。感光性組成物中のアミノ化合物の含有量が過度
に多いと、感光性組成物の保存安定性が悪化する可能性がある。含有量が少ないと硬化促
進効果が期待できない。
【０１３９】
　アミノ化合物としては、例えば、官能基としてメチロール基、それを炭素数１～８のア
ルコール縮合変性したアルコキシメチル基を少なくとも２個有するアミノ化合物が挙げら
れる。具体的には、例えば、メラミンとホルムアルデヒドとを重縮合させたメラミン樹脂
；ベンゾグアナミンとホルムアルデヒドとを重縮合させたベンゾグアナミン樹脂；グリコ
ールウリルとホルムアルデヒドとを重縮合させたグリコールウリル樹脂；尿素とホルムア
ルデヒドとを重縮合させた尿素樹脂；メラミン、ベンゾグアナミン、グリコールウリル、
または尿素などの２種以上とホルムアルデヒドとを共重縮合させた樹脂；上述の樹脂のメ
チロール基をアルコール縮合変性した変性樹脂などが挙げられる。これらは１種を単独で
用いてもよく、２種以上を併用してもよい。アミノ化合物としては中でも、メラミン樹脂
およびその変性樹脂が好ましく、メチロール基の変性割合が、７０％以上の変性樹脂が更
に好ましく、８０％以上の変性樹脂が特に好ましい。
【０１４０】
　上記アミノ化合物の具体例として、メラミン樹脂およびその変性樹脂としては、例えば
、三井サイテック社製の「サイメル」（登録商標）３００、３０１、３０３、３５０、７
３６、７３８、３７０、７７１、３２５、３２７、７０３、７０１、２６６、２６７、２
８５、２３２、２３５、２３８、１１４１、２７２、２５４、２０２、１１５６、１１５
８、および、三和ケミカル社製の「ニカラック」（登録商標）ＭＷ－３９０、ＭＷ－１０
０ＬＭ、ＭＸ－７５０ＬＭ、ＭＷ－３０Ｍ、ＭＸ－４５、ＭＸ－３０２などが挙げられる
。また、上記ベンゾグアナミン樹脂およびその変性樹脂としては、例えば、三井サイテッ
ク社製の「サイメル」（登録商標）１１２３、１１２５、１１２８などが挙げられる。ま
た、上記グリコールウリル樹脂およびその変性樹脂としては、例えば、三井サイテック社
製の「サイメル」（登録商標）１１７０、１１７１、１１７４、１１７２、および、三和
ケミカル社製の「ニカラック」（登録商標）ＭＸ－２７０などが挙げられる。また、上記
尿素樹脂およびその変性樹脂としては、例えば、三井サイテック社製の「ＵＦＲ」（登録
商標）６５、３００、および、三和ケミカル社製の「ニカラック」（登録商標）ＭＸ－２
９０などが挙げられる。
【０１４１】
　［１－６－ｅ］着色剤
　本発明の隔壁組成物には、着色剤が含有されていてもよい。着色剤としては、顔料、染
料等公知の着色剤を用いることができる。また、例えば、顔料を用いる際に、その顔料が
凝集したりせずに安定して感光性組成物中に存在できるように、公知の分散剤や分散助剤
が併用されてもよい。特に撥液性隔壁を黒色に着色することで、鮮明な画素が得られる効
果がある。黒色着色剤としては黒色染料や、カーボンブラック、チタンブラックなどの他
、有機顔料を混合させて黒く着色することも低導電性を持たせる効果として有効である。
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着色剤の含有量としては感光性組成物の全固形分に対して、通常６０重量％以下、好まし
くは４０重量％以下である。
【０１４２】
　［１－６－ｆ］重合禁止剤、酸化防止剤
　本発明の隔壁組成物には、安定性向上の観点等から、ハイドロキノン、メトキシフェノ
ールなどの重合禁止剤や、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－クレゾール（ＢＨＴ）な
どのヒンダードフェノール系の酸化防止剤を含有することが好ましい。その含有量として
は、感光性組成物の全固形分に対して、通常５ｐｐｍ以上１０００ｐｐｍ以下、好ましく
は１０ｐｐｍ以上６００ｐｐｍ以下の範囲である。その含有量が過度に小さいと、安定性
が悪化する傾向となる。一方、過度に多いと、例えば光および／または熱による硬化の際
に、硬化が不十分となる可能性がある。特に、通常のフォトリソグラフィー法に使用され
る場合には、感光性組成物の保存安定性および感度の両面からみた最適量に設定する必要
がある。
【０１４３】
　［１－６－ｇ］シランカップリング剤
　本発明の隔壁組成物には、基板との密着性を改善するため、シランカップリング剤を添
加することも好ましい。シランカップリング剤の種類としては、エポキシ系、メタクリル
系、アミノ系、イミダゾール系など種々の物が使用できるが、特にエポキシ系、イミダゾ
ール系のシランカップリング剤が好ましい。その含有量は、感光性組成物の全固形分に対
して、通常２０重量％以下、好ましくは１５重量％以下である。
【０１４４】
　［１－６－ｈ］無機充填剤
　本発明の隔壁組成物は、さらに、硬化物としての強度の向上と共に、アルカリ可溶性樹
脂との適度な相互作用（マトリックス構造）により、撥液性隔壁の形状の向上等を目的と
して、無機充填剤を含有していてもよい。そのような無機充填剤としては、例えば、タル
ク、シリカ、アルミナ、硫酸バリウム、酸化マグネシウム、或いは、これらを各種シラン
カップリング剤により表面処理したものなどが挙げられる。
【０１４５】
　これら無機充填剤の平均粒子径としては、通常０．００５～２０μｍ、好ましくは０．
０１～１０μｍである。ここで本実施の形態にいう平均粒子径とは、ベックマン・コール
ター社製などのレーザ回折散乱粒度分布測定装置にて測定した値である。これらの無機充
填剤のうち、特に、上記シリカゾルおよびシリカゾル変性物は、分散安定性と共にテーパ
角の向上効果に優れるため、好ましく配合される。本発明の感光性組成物がこれらの無機
充填剤を含む場合、その含有量としては、溶剤を除く全固形分に対して、通常５重量％以
上、好ましくは１０重量％以上であり、通常８０重量％以下、好ましくは７０重量％以下
である。
【０１４６】
　［１－７］溶剤
　溶剤は、本発明の感光性組成物において、前記各成分等を溶解又は分散させ、粘度を調
節する機能を有する。
　溶剤としては、特に制限がなく、各成分を溶解又は分散させることができるものであれ
ばよい。このような溶剤としては、例えば国際公開公報ＷＯ２００９／１０７７３４記載
の溶剤等が挙げられる。
【０１４７】
　又、これら溶剤に該当する市販のものとしては、ミネラルスピリット、バルソル＃２、
アプコ＃１８ソルベント、アプコシンナー、ソーカルソルベントＮｏ．１及びＮｏ．２、
ソルベッソ＃１５０、シェルＴＳ２８　ソルベント、カルビトール、エチルカルビトール
、ブチルカルビトール、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、エチルセロソルブアセテ
ート、メチルセロソルブアセテート、ジグライム（いずれも商品名）などが挙げられる。
これらの溶剤は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
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【０１４８】
　上記溶剤は、感光性組成物中の各成分を溶解または分散させることができるもので、本
実施の形態の感光性組成物の使用方法に応じて選択されるが、沸点が６０～２８０℃の範
囲のものを選択するのが好ましい。より好ましくは７０℃以上、２６０℃以下の沸点をも
つものであり、例えばプロピレングリコールモノメチルエーテル、３－メトキシ－１－ブ
タノール、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、３－メトキシ－１－ブ
チルアセテート、イソプロパノールが好ましい。
【０１４９】
　これらの溶剤は１種を単独でもしくは２種以上を混合して使用することができる。
　又、これらの溶剤は、感光性組成物溶液中の全固形分の割合が、通常１０重量％以上、
好ましくは１５重量％以上、通常９０重量％以下、好ましくは５０重量％以下となるよう
に使用されることが好ましい。感光性組成物溶液中の全固形分濃度がこの下限を下回ると
、均一な塗膜が得られないおそれがあり、上限を上回ると必要な膜厚に制御できないおそ
れがある。
【０１５０】
　［２］撥液性隔壁の形成方法
　次に、上述した本発明の隔壁組成物を用いて撥液性隔壁を形成する方法について説明す
る。
　［２－１］隔壁用感光性組成物の塗布工程
　先ず、本発明の感光性組成物を基板上、もしくは基板上に形成された電極層や有機層な
どの他の層上に塗布して、塗布膜（以下、「隔壁形成用レジスト層」と称すことがある。
）を形成するが、この隔壁形成用レジスト層を形成するに先立ち、隔壁形成用レジスト層
の下引き層となる層を形成してもよい。
【０１５１】
　感光性組成物の塗布方法としては、例えば、スピナー法、ワイヤーバー法、フローコー
ト法、ダイコート法、ロールコート法、スプレーコート法などを採用することができる。
中でも、ダイコート法は、感光性組成物（塗布液）の使用量が大幅に削減され、かつ、ス
ピンコート法によった際に付着するミストなどの影響が全くなく、異物発生が抑制される
など、総合的な観点から好ましい。
【０１５２】
　感光性組成物の塗布量は、乾燥膜厚として、下引き層を形成する場合は、下引き層も含
めて、通常０．５μｍ以上、好ましくは１μｍ以上、通常１０μｍ以下、好ましくは９μ
ｍ以下、より好ましくは７μｍ以下の範囲である。なお、乾燥膜厚あるいは最終的に形成
された撥液性隔壁（以下「バンク」と称す場合がある。）の高さが、基板全域に渡って均
一であることが重要である。このばらつきが大きい場合には、有機層をパターニングした
基板にムラ欠陥を生ずることとなる。
【０１５３】
　感光性組成物の塗布に先立ち下引き層を形成する場合、下引き層は、通常、基板上また
は他の層上の全面に、親水性化合物含有組成物を塗布して乾燥することにより形成される
。この親水性化合物含有組成物は、親水性化合物を含有し、通常はさらに溶剤を含有する
。親水性化合物は膜を形成し得るものであれば特に限定されないが、膜形成やその後の隔
壁形成用レジスト層を形成するための感光性組成物に対する耐性を確保させるためには、
親水性化合物は親水性樹脂であることが好ましい。
【０１５４】
　親水性樹脂としては、例えば、ポリビニルアルコール、ポリサッカライド、ポリビニル
ピロリドン、ポリエチレングリコール、ゼラチン、膠、カゼイン、ヒドロキシエチルセル
ロース、カルボキシメチルセルロース、メチルセルロース、ヒドロキシエチル澱粉、サク
ローズオクタアセテート、アルギン酸アンモニウム、アルギン酸ナトリウム、ポリビニル
アミン、ポリアリルアミン、ポリスチレンスルホン酸、ポリアクリル酸、水溶性ポリアミ
ド、無水マレイン酸共重合体、アラビアゴム、水溶性大豆多糖類、ホワイトデキストリン
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、プルラン、カードラン、キトサン、アルギン酸、酵素分解エーテル化デキストリンなど
の他、親水性モノマーを用いて（共）重合された（共）重合体などが挙げられる。
【０１５５】
　親水性モノマーとしては、（メタ）アクリル酸もしくはそのアルカリ金属塩およびアミ
ン塩、イタコン酸もしくはそのアルカリ金属塩およびアミン塩、２－ヒドロキシエチル（
メタ）アクリレート、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－モノメチロール（メタ）アクリルア
ミド、Ｎ－ジメチロール（メタ）アクリルアミド、アリルアミンもしくはそのハロゲン化
水素酸塩、３－ビニルプロピオン酸もしくはそのアルカリ金属塩およびアミン塩、ビニル
スルホン酸もしくはそのアルカリ金属塩およびアミン塩、ビニルピロリドン、２－スルホ
エチル（メタ）アクリレート、ポリオキシエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート
、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、アシッドホスホオキシポリオキ
シエチレングリコールモノ（メタ）アクリレートなどの、カルボキシ基、スルホ基、リン
酸基、アミノ基もしくはそれらの塩、水酸基、アミド基およびエーテル基などから選ばれ
る親水性基を有するモノマーが挙げられる。本発明で用いる親水性化合物含有組成物は、
これらの親水性化合物の１種を含有していてもよく、２種以上を含有していてもよい。
【０１５６】
　親水性化合物は、親水性化合物含有組成物の全固形分中、好ましくは１０重量％以上、
より好ましくは２０重量％以上で、１００重量％以下含有されることが好ましい。親水性
化合物含有組成物中の親水性化合物の含有量が、上記下限より少ない場合、形成された下
引き層を現像によって完全に除去することが困難となり、白抜けに繋がる。また、バンク
によって区切れられた領域に、インク吐出型の塗布法によって、均一な有機層の形成が困
難となる。
【０１５７】
　本発明に係る親水性化合物含有組成物には、上記親水性化合物の他、必要に応じて他の
成分が含有されていてもよい。他の成分としては、例えば、光重合開始剤、熱重合開始剤
、エチレン性不飽和化合物やその他反応性化合物、界面活性剤、フィラー、基板密着増強
剤、酸やアルコールなどの現像促進剤、色材、熱重合防止剤、可塑剤、保存安定剤、表面
保護剤などが挙げられる。特に、親水性化合物含有組成物中に光重合開始剤やエチレン性
不飽和化合物を含有させることにより該組成物に感光性をもたせ、隔壁形成用レジスト層
と共に露光時に重合させることも、それぞれの界面での接着性を確保する意味で有用であ
る。
【０１５８】
　親水性化合物含有組成物に含有される溶剤としては、親水性化合物含有組成物の固形分
が溶解若しくは分散可能で、均一な塗布を可能とするものであればよく特に限定されない
が、親水性化合物はこの溶剤に分散しているよりも溶解している方が好ましく、この溶解
性を確保する点から、水および／またはアルコール系溶剤を用いることが好ましい。上記
親水性化合物含有組成物を、基板上に直接または他の層上に、塗布、乾燥することにより
下引き層を形成する際の塗布方法、および乾燥方法は、本発明の感光性組成物の塗布方法
及び乾燥方法と同様の方法及び条件を採用することができる。
【０１５９】
　形成される下引き層の膜厚は、特に限定されないが、下引き層も含んだ出来上がりの撥
液性隔壁高さの３／４以下が好ましく、１／２以下であることがより好ましく、１／３以
下であることがさらに好ましく、１／６以下であることが特に好ましい。また１／１０，
０００以上であることが好ましく、１／１，０００以上であることが特に好ましい。これ
よりも下引き層の膜厚が大きくなると、次のような問題がある。すなわち、下引き層は通
常隔壁形成用レジスト層の部分よりも、有機層形成用のインクに対する濡れ性が高いため
、有機層を形成する際、隔壁壁面の下引き層表出部分において、有機層の塗布膜厚が高く
なり、この状態で乾燥されてしまい、乾燥後も平らにならずに、隔壁によって区画された
領域の中心部の厚みが薄く、周囲が厚い不均一な有機層が形成されてしまうおそれがある
。逆に、下引き層の膜厚が上記下限よりも小さいと下引き層を形成したことによる効果が
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得られにくい。
【０１６０】
　下引き層の具体的な膜厚は、５ｎｍ以上が好ましく、７ｎｍ以上がより好ましく、１０
ｎｍ以上が特に好ましく、４μｍ以下が好ましく、２μｍ以下がより好ましく、１μｍ以
下がさらに好ましく、０．５μｍ以下が特に好ましい。下引き層の膜厚がこの下限を下回
ると、下引き層の効果が得られ難く、上限を上回ると、上述の如く、バンクで区画された
領域内に有機層が均一に形成され難くなる。
【０１６１】
　［２－２］塗布膜の乾燥工程
　感光性組成物を塗布して得られる塗布膜の乾燥は、ホットプレート、ＩＲオーブン、ま
たはコンベクションオーブンを使用することが好ましい。乾燥条件は、感光性組成物の溶
剤成分の種類、使用する乾燥機の性能などに応じて適宜選択することができ、通常４０℃
以上、好ましくは５０℃以上、通常１３０℃以下、好ましくは１１０℃以下の温度で乾燥
する。また、乾燥時間としては、１５秒以上が好ましく、３０秒以上が好ましく、５分以
下が好ましく、３分以下が好ましい。乾燥温度が低過ぎたり乾燥時間が短い場合には十分
に乾燥を行うことができず、残った溶剤による、露光時の感度低下、現像不良や解像性の
低下のおそれがあり、乾燥温度が高過ぎたり、乾燥時間が長過ぎると、生産性低下や、基
板、その他の層の熱劣化の問題があり、好ましくない。なお、乾燥は、温度を高めず、減
圧チャンバー内で乾燥を行う減圧乾燥法であってもよく、また加熱乾燥との併用でもよい
。
【０１６２】
　［２－３］隔壁形成工程
　感光性組成物を基板上、または基板上に形成された有機層上や上記下引き層上に、全面
塗布乾燥することで隔壁形成用レジスト層を形成した後、隔壁のパターン（バンクパター
ン）を露光して、現像処理することにより隔壁を形成する。
　［２－３－１］露光
　露光は、感光性組成物を塗布、乾燥して形成された隔壁形成用レジスト層上に、ネガの
マスクパターンを重ね、このマスクパターンを介し、紫外線または可視光線等の光活性線
の光源を照射して行う。このように露光マスクを用いて露光を行う場合には、露光マスク
を隔壁形成用レジスト層に近接させる方法や、露光マスクを隔壁形成用レジスト層から離
れた位置に配置し、該露光マスクを介した露光光を投影する方法によってもよい。また、
露光マスクを用いないレーザー光による走査露光方式によってもよい。この際、必要に応
じ、酸素による隔壁形成用レジスト層の感度の低下を防ぐため、脱酸素雰囲気下で行った
り、隔壁形成用レジスト層上にポリビニルアルコール層などの酸素遮断層を形成した後に
露光を行ってもよい。
【０１６３】
　上記の露光に使用される光源は、特に限定されるものではない。光源としては、例えば
、キセノンランプ、ハロゲンランプ、タングステンランプ、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、
メタルハライドランプ、中圧水銀灯、低圧水銀灯、カーボンアーク、蛍光ランプなどのラ
ンプ光源や、アルゴンイオンレーザー、ＹＡＧレーザー、エキシマレーザー、窒素レーザ
ー、ヘリウムカドミニウムレーザー、青紫色半導体レーザー、近赤外半導体レーザーなど
のレーザー光源などが挙げられる。特定の波長の光を照射して使用する場合には、光学フ
ィルタを利用することもできる。光学フィルタとしては、例えば薄膜で露光波長における
光透過率を制御可能なタイプでもよく、その場合の材質としては、例えばパイレックス（
登録商標）ガラス、ソーダガラス等の各種透明ガラス、Ｃｒ化合物（Ｃｒの酸化物、窒化
物、酸窒化物、フッ化物など）、ＭｏＳｉ、Ｓｉ、Ｗ、Ａｌなどが挙げられる。
【０１６４】
　露光量としては、通常、１ｍＪ／ｃｍ２以上、好ましくは５ｍＪ／ｃｍ２以上であり、
通常３００ｍＪ／ｃｍ２以下、好ましくは２００ｍＪ／ｃｍ２以下、より好ましくは１５
０ｍＪ／ｃｍ２以下である。また、近接露光方式の場合には、露光対象とマスクパターン
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との距離としては、通常１０μｍ以上、好ましくは１５μｍ以上、より好ましくは２０μ
ｍ以上であり、通常５００μｍ以下、好ましくは４００μｍ以下、より好ましくは３００
μｍ以下である。
【０１６５】
　［２－３－２］現像
　上記の露光を行った後、現像することで、隔壁の画像パターンを形成することができる
。現像に用いる現像液としては、限定されるものではないが、アルカリ性化合物の水溶液
や有機溶剤、水などを用いることが好ましい。現像液には、さらに界面活性剤、緩衝剤、
錯化剤、染料または顔料を含ませることができる。
【０１６６】
　アルカリ性化合物としては、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化リチウム、炭
酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウム、ケイ酸ナトリウ
ム、ケイ酸カリウム、メタケイ酸ナトリウム、リン酸ナトリウム、リン酸カリウム、リン
酸水素ナトリウム、リン酸水素カリウム、リン酸二水素ナトリウム、リン酸二水素カリウ
ム、水酸化アンモニウムなどの無機アルカリ性化合物や、モノ－・ジ－またはトリエタノ
ールアミン、モノ－・ジ－またはトリメチルアミン、モノ－・ジ－またはトリエチルアミ
ン、モノ－またはジイソプロピルアミン、ｎ－ブチルアミン、モノ－・ジ－またはトリイ
ソプロパノールアミン、エチレンイミン、エチレンジイミン、テトラメチルアンモニウム
ヒドロキシド（ＴＭＡＨ）、コリンなどの有機アルカリ性化合物が挙げられる。これらの
アルカリ性化合物は、２種以上の混合物であってもよい。
【０１６７】
　尚、本発明の感光性組成物を有機電界発光素子の隔壁形成に用いる場合は、表示装置へ
の悪影響が少ない点で現像液として、有機アルカリ性化合物の水溶液を用いることが好ま
しい。この場合、この有機アルカリ性化合物水溶液の有機アルカリ性化合物濃度は過度に
高濃度であると隔壁にダメージを与える可能性があり、過度に低濃度であると充分な現像
性が確保できない可能性がある。また、現像剤の影響をなくする目的で、有機アルカリ性
化合物を用いずに、前述の下引き層で例示したポリビニルアルコール（共）重合体などを
バインダーに用い、水現像を行うこともできる。
【０１６８】
　有機溶剤としては、例えば、エチルアルコール、イソプロピルアルコール、ベンジルア
ルコール、エチルセロソルブ、ブチルセロソルブ、フェニルセロソルブ、プロピレングリ
コール、ジアセトンアルコールなどが挙げられる。有機溶剤は、１種を単独で用いてもよ
く、また、２種以上を併用してもよく、また水溶液として用いてもよい。例えば、ＴＭＡ
Ｈ等の有機アルカリ０．０５～５重量％と、エチルアルコール等のアルコール類０．１～
２０重量％を含む水溶液として用いてもよい。
【０１６９】
　界面活性剤としては、例えば、ポリオキシエチレンアルキルエーテル類、ポリオキシエ
チレンアルキルアリールエーテル類、ポリオキシエチレンアルキルエステル類、ソルビタ
ンアルキルエステル類、モノグリセリドアルキルエステル類などのノニオン系界面活性剤
；アルキルベンゼンスルホン酸塩類、アルキルナフタレンスルホン酸塩類、アルキル硫酸
塩類、アルキルスルホン酸塩類、スルホコハク酸エステル塩類などのアニオン性界面活性
剤；アルキルベタイン類、アミノ酸類などの両性界面活性剤：が挙げられる。
【０１７０】
　現像処理の方法については特に制限は無いが、通常１０℃以上、好ましくは１５℃以上
、通常５０℃以下、好ましくは４５℃以下の現像温度で、浸漬現像、スプレー現像、ブラ
シ現像、超音波現像などの方法により行われる。下引き層を形成した場合、この現像の際
に、非画像部の下引き層は隔壁形成用レジスト層とともに除去される。従って、非画像部
に隔壁形成用レジスト層および下引き層は残留せず、非画像部には、下引き層の下層の基
板または他の層が表出する。ここで、非画像部とは、露光、現像により除去される部分で
あって、隔壁として残る以外の部分をいう。
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【０１７１】
　上記現像処理が終了した後、画像パターンをアルコールなどの有機溶剤で洗浄すること
が好ましい。例えば、隔壁が形成された基板を極性有機溶剤に浸漬してもよいし、極性有
機溶剤を噴霧して基板に吹きつけてもよい。この場合の極性有機溶剤としては前述の感光
性組成物に用いられる溶剤の中から適宜選択できるが、好ましくは、エタノール、プロパ
ノール、エチレングリコール、プロピレングリコールを挙げることができる。
【０１７２】
　［２－３－３］追露光および熱硬化処理
　現像の後、必要に応じて、隔壁表面の撥液剤を架橋や固定したりして撥液性を高めるた
めや、撥液性隔壁の形状を制御するために、上記の露光方法と同様な方法により追露光を
行ってもよく、また硬化性を向上させたり、撥液性隔壁の形状を制御するために、熱硬化
処理を行ってもよい。追露光の条件としては、上記露光条件と同様である。
【０１７３】
　熱硬化処理条件の温度は、通常１００℃以上、好ましくは１５０℃以上、より好ましく
は２００℃以上、通常２８０℃以下、好ましくは２５０℃以下、より好ましくは２４０℃
以下であり、時間は、通常５分以上、好ましくは２０分以上、通常６０分以下である。特
に、撥液性の発現には、熱硬化処理を２００～２４０℃で２０～６０分程度実施すること
が好ましい。
【０１７４】
　［３］有機層の形成
　本発明の隔壁組成物は、有機ＥＬ素子の有機層を区画する撥液性隔壁を形成するために
用いられるものである。すなわち、上述のようにして形成された撥液性隔壁は、当該隔壁
により区画された領域に有機層を形成するために用いられる。
以下に、この有機層の形成方法について説明する。
【０１７５】
　この隔壁で区画された領域（以下「バンク区画内」と称す場合がある。）に有機層を形
成させるには、通常、有機層の成分を溶剤に溶解または分散させたインクをバンク区画内
に供給して乾燥する。このインクをバンク区画内に供給させる方法は特に限定されないが
、インクジェット法（液滴吐出法）やノズルプリント法（液流吐出法）といったインク吐
出型の塗布法が好ましい（特開昭５９－７５２０５号公報、特開昭６１－２４５１０６号
公報、特開昭６３－２３５９０１号公報など参照。）。すなわち、インク吐出型の塗布法
は特定の領域にのみ選択的にインクを塗布することができ、材料ロスが少なく、また効率
的な製造プロセスで良好に有機層を形成することができるという利点を有している。また
、インクの塗布とパターニングの両方を同時に行うことが可能であるという特徴があるた
め、現像工程を省略できるという大きな利点があり、製造コストの点で極めて有利な製造
法である。
【０１７６】
　インク吐出型の塗布法に用いられるインクの溶剤としては、高沸点溶剤成分を比較的多
く添加することにより、ノズルの乾燥を防止することが一般的に知られており、また、パ
ターニングを塗布と同時に行う吐出型の塗布法においては、スピンコート法やダイコート
法と異なり、組成物中の溶剤成分が、最終的に得られる塗膜の膜厚や、形状、均一性にこ
とのほか影響を与えることが報告されており（「表面科学セミナー」２００１年６５～７
７頁など）、溶剤の選定にはこれらを考慮した上で最適な溶剤を選定することが好ましい
。また、特に、インクジェット法の場合、２０ｐｌの液滴サイズで被塗布面に着滴させた
とき、着滴後１分経過後の液滴径が１００～４００μｍのような溶剤であることが好まし
く、さらに好ましくはこの液滴径は１５０～３００μｍである。これにより、膜厚ムラや
ピンホールの発生を防止し、かつ端部の直線性を確保することができるが、この点でもイ
ンクに用いられる溶剤の与える影響が最も大きい。インクジェット法による液滴径は濡れ
拡がり性（接触角）と強い相関が見られるが、通常は粘度や表面張力を低くすることで、
液滴径を大きくすることができる。また被塗布面への親和性が高い溶剤の含有量を増やす
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と、液滴径を大きくすることができる。
【０１７７】
　バンク区画内にインクを供給した後は、乾燥工程によって有機層を形成させるが、この
乾燥条件は公知の方法を自由に選定することができ、例えばホットプレート、ＩＲオーブ
ン、コンベクションオーブンなどが挙げられる。また、温度を高めず、減圧チャンバー内
で乾燥を行う、減圧乾燥法を組み合わせてもよい。またその環境は、形成させる有機薄膜
の特性に応じて、大気中、Ｎ２　ガス中、減圧中などを選定できる。
【０１７８】
　［４］有機電界発光素子
　本発明の隔壁組成物を用いて基板上に直接または他の層を介して撥液性隔壁を形成し、
この隔壁に区画された領域内に有機層を形成して有機ＥＬ表示装置を製造することができ
る。本発明において、赤緑青の各素子を有機電界発光素子といい、各素子が集合したもの
を有機ＥＬ表示装置という。また、前述の通り、感光性組成物の塗布に先立って下引き層
を形成した場合は、隔壁は、下引き層を有する２層以上の積層構造となっている。
【０１７９】
　以下、有機ＥＬ素子について説明する。
　本発明の有機ＥＬ素子において、バンク区画内に形成される有機層としては、高精度に
色分けができるという点においても発光層であることが好ましい。また、撥液性隔壁は、
基板上に形成させる場合の外、有機層上に形成させることもできる。その有機層としては
、正孔注入層、正孔輸送層あるいは、正孔注入層上の正孔輸送層が好ましい。
【０１８０】
　 以下に、本発明の有機ＥＬ素子の層構成およびその一般的形成方法などについて、図
１を参照して説明する。
 　図１は、本発明の有機ＥＬ素子の構造例を示す断面の模式図であり、図１において、
１は基板、２は陽極、３は正孔注入層、４は正孔輸送層、５は発光層、６は正孔阻止層、
７は電子輸送層、８は電子注入層、９は陰極を各々表す。
【０１８１】
　尚、本発明において湿式成膜法とは、例えば、スピンコート法、ディップコート法、ダ
イコート法、バーコート法、ブレードコート法、ロールコート法、スプレーコート法、キ
ャピラリーコート法、インクジェット法、スクリーン印刷法、グラビア印刷法、フレキソ
印刷法等湿式で成膜される方法をいう。これらの成膜方法の中でも、スピンコート法、ス
プレーコート法、インクジェット法が好ましい。これは、有機ＥＬ素子に用いられる塗布
用組成物特有の液性に合うためである。
【０１８２】
　［４－１］基板
　基板１は有機ＥＬ素子の支持体となるものであり、石英やガラスの板、金属板や金属箔
、プラスチックフィルムやシートなどが用いられる。特にガラス板や、ポリエステル、ポ
リメタクリレート、ポリカーボネート、ポリスルホンなどの透明な合成樹脂の板が好まし
い。合成樹脂基板を使用する場合にはガスバリア性に留意する必要がある。基板のガスバ
リア性が小さすぎると、基板を通過した外気により有機ＥＬ素子が劣化することがあるの
で好ましくない。このため、合成樹脂基板の少なくとも片面に緻密なシリコン酸化膜等を
設けてガスバリア性を確保する方法も好ましい方法の一つである。
【０１８３】
　［４－２］陽極
　陽極２は発光層側の層への正孔注入の役割を果たすものである。この陽極２は、通常、
アルミニウム、金、銀、ニッケル、パラジウム、白金などの金属、インジウムおよび／ま
たはスズの酸化物などの金属酸化物、ヨウ化銅などのハロゲン化金属、カーボンブラック
、或いは、ポリ（３－メチルチオフェン）、ポリピロール、ポリアニリンなどの導電性高
分子などにより構成される。
【０１８４】
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　陽極２の形成は通常、スパッタリング法、真空蒸着法などにより行われることが多い。
また、銀などの金属微粒子、ヨウ化銅などの微粒子、カーボンブラック、導電性の金属酸
化物微粒子、導電性高分子微粉末などを用いて陽極２を形成する場合には、適当なバイン
ダー樹脂溶液に分散させて、基板１上に塗布することにより陽極２を形成することもでき
る。さらに、導電性高分子の場合は、電解重合により直接基板１上に薄膜を形成したり、
基板１上に導電性高分子を塗布して陽極２を形成することもできる（Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ
．Ｌｅｔｔ．，６０巻，２７１１頁，１９９２年）。
【０１８５】
　陽極２は通常は単層構造であるが、所望により複数の材料からなる積層構造とすること
も可能である。陽極２の厚みは、必要とする透明性により異なる。透明性が必要とされる
場合は、可視光の透過率を、通常６０％以上、好ましくは８０％以上とすることが好まし
い。この場合、陽極２の厚みは通常５ｎｍ以上、好ましくは１０ｎｍ以上であり、また、
通常１０００ｎｍ以下、好ましくは５００ｎｍ以下程度である。不透明でよい場合は陽極
２の厚みは任意であり、陽極２は基板１と同一でもよい。また、さらには、上記の陽極２
の上に異なる導電材料を積層することも可能である。また、陽極２に付着した不純物を去
し、イオン化ポテンシャルを調整して正孔注入性を向上させることを目的に、陽極２表面
を紫外線（ＵＶ）／オゾン処理したり、酸素プラズマ、アルゴンプラズマ処理したりする
ことは、好ましい。
【０１８６】
　［４－３］正孔注入層
　正孔注入層３は、陽極２から発光層５へ正孔を輸送する層であり、通常、陽極２上に形
成される。本発明に係る正孔注入層３の形成方法は真空蒸着法でも、湿式成膜法でもよく
、特に制限はないが、ダークスポット低減の観点から正孔注入層３を湿式成膜法により形
成することが好ましい。正孔注入層３の膜厚は、通常５ｎｍ以上、好ましくは１０ｎｍ以
上、また、通常１０００ｎｍ以下、好ましくは５００ｎｍ以下の範囲である。
【０１８７】
　［４－３－１］湿式成膜法による正孔注入層の形成
　湿式成膜法により正孔注入層３を形成する場合、通常は、正孔注入層３を構成する材料
を適切な溶剤（正孔注入層用溶剤）と混合して成膜用の組成物（正孔注入層形成用組成物
）を調製し、この正孔注入層形成用組成物を適切な手法により、正孔注入層３の下層に該
当する層（通常は、陽極）上に塗布して成膜し、乾燥することにより正孔注入層３を形成
する。
【０１８８】
　［４－３－１－ａ］正孔輸送性化合物
　正孔注入層形成用組成物は通常、正孔注入層の構成材料として正孔輸送性化合物および
溶剤を含有する。正孔輸送性化合物は、通常、有機ＥＬ素子の正孔注入層に使用される、
正孔輸送性を有する化合物であれば、高分子化合物であっても、低分子化合物であっても
よい。
【０１８９】
　正孔輸送性化合物としては、陽極２から正孔注入層３への電荷注入障壁の観点から４．
５ｅＶ～６．０ｅＶのイオン化ポテンシャルを有する化合物が好ましい。正孔輸送性化合
物の例としては、芳香族アミン系化合物、フタロシアニン系化合物、ポルフィリン系化合
物、オリゴチオフェン系化合物、ポリチオフェン系化合物、ベンジルフェニル系化合物、
フルオレン基で３級アミンを連結した化合物、ヒドラゾン系化合物、シラザン系化合物、
シラナミン系化合物、ホスファミン系化合物、およびキナクリドン系化合物などが挙げら
れる。
【０１９０】
　正孔注入層３の材料として用いられる正孔輸送性化合物は、このような化合物のうち何
れか１種を単独で含有していてもよく、２種以上を含有していてもよい。２種以上の正孔
輸送性化合物を含有する場合、その組み合わせは任意であるが、芳香族三級アミン高分子
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化合物の１種または２種以上と、その他の正孔輸送性化合物の１種または２種以上を併用
することが好ましい。
【０１９１】
　上記例示した中でも非晶質性、可視光の透過率の点から、芳香族アミン化合物が好まし
く、特に芳香族三級アミン化合物が好ましい。ここで、芳香族三級アミン化合物とは、芳
香族三級アミン構造を有する化合物であって、芳香族三級アミン由来の基を有する化合物
も含む。芳香族三級アミン化合物の種類は特に制限されないが、表面平滑化効果による均
一な発光の点から、重量平均分子量が１，０００以上、１，０００，０００以下の高分子
化合物（繰り返し単位が連なる重合型化合物）がさらに好ましい。芳香族三級アミン高分
子化合物の好ましい例として、下記式(VI)で表される繰り返し単位を有する高分子化合物
が挙げられる。
【０１９２】
【化１６】

【０１９３】
（式(VI)中、Ａｒ１およびＡｒ２は、それぞれ独立して、置換基を有していてもよい芳香
族炭化水素基または置換基を有していてもよい芳香族複素環基を表す。Ａｒ３～Ａｒ５は
、それぞれ独立して、置換基を有していてもよい芳香族炭化水素基または置換基を有して
いてもよい芳香族複素環基を表す。Ｙは、下記の連結基群の中から選ばれる連結基を表す
。また、Ａｒ１～Ａｒ５のうち、同一のＮ原子に結合する二つの基は互いに結合して環を
形成してもよい。
【０１９４】
【化１７】

【０１９５】
（上記各式中、Ａｒ６～Ａｒ１６は、それぞれ独立して、置換基を有していてもよい芳香
族炭化水素基または置換基を有していてもよい芳香族複素環基を表す。Ｒ１およびＲ２は
、それぞれ独立して、水素原子または任意の置換基を表す。））
　Ａｒ１～Ａｒ１６の芳香族炭化水素基および芳香族複素環基としては、高分子化合物の
溶解性、耐熱性、正孔注入・輸送性の点から、ベンゼン環、ナフタレン環、フェナントレ
ン環、チオフェン環、ピリジン環由来の基が好ましく、ベンゼン環、ナフタレン環由来の
基がさらに好ましい。Ａｒ１～Ａｒ１６の芳香族炭化水素基および芳香族複素環基は、さ
らに置換基を有していてもよい。置換基の分子量としては、通常４００以下、中でも２５
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０以下程度が好ましい。置換基としては、アルキル基、アルケニル基、アルコキシ基、芳
香族炭化水素基、芳香族複素環基などが好ましい。Ｒ１およびＲ２が任意の置換基である
場合、該置換基としては、アルキル基、アルケニル基、アルコキシ基、シリル基、シロキ
シ基、芳香族炭化水素基、芳香族複素環基などが挙げられる。
【０１９６】
　前記一般式(VI)で表される繰り返し単位を有する芳香族三級アミン高分子化合物の具体
例としては、ＷＯ２００５／０８９０２４号公報に記載のものが挙げられる。
　正孔注入層形成用組成物中の、正孔輸送性化合物の濃度は本発明の効果を著しく損なわ
ない限り任意であるが、膜厚の均一性の点で通常０．０１重量％以上、好ましくは０．１
重量％以上、さらに好ましくは０．５重量％以上、また、通常７０重量％以下、好ましく
は６０重量％以下、さらに好ましくは５０重量％以下である。この濃度が大きすぎると膜
厚ムラが生じる可能性があり、また、小さすぎると成膜された正孔注入層に欠陥が生じる
可能性がある。
【０１９７】
　［４－３－１－ｂ］電子受容性化合物
　正孔注入層形成用組成物は正孔注入層の構成材料として、電子受容性化合物を含有して
いることが好ましい。電子受容性化合物とは、酸化力を有し、上述の正孔輸送性化合物か
ら一電子受容する能力を有する化合物が好ましく、具体的には、電子親和力が４ｅＶ以上
である化合物が好ましく、５ｅＶ以上の化合物である化合物がさらに好ましい。
【０１９８】
　このような電子受容性化合物としては、例えば、トリアリールホウ素化合物、ハロゲン
化金属、ルイス酸、有機酸、オニウム塩、アリールアミンとハロゲン化金属との塩、アリ
ールアミンとルイス酸との塩よりなる群から選ばれる１種または２種以上の化合物などが
挙げられる。さらに具体的には、４－イソプロピル－４’－メチルジフェニルヨードニウ
ムテトラキス（ペンダフルオロフェニル）ボラート、トリフェニルスルホニウムテトラフ
ルオロボラートなどの有機基の置換したオニウム塩（ＷＯ２００５／０８９０２４号公報
）；塩化鉄（いずれか１種のみを用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせおよび比率
で併用してもよい。）（特開平１１－２５１０６７号公報）、ペルオキソ二硫酸アンモニ
ウム等の高原子価の無機化合物；テトラシアノエチレン等のシアノ化合物、トリス（ペン
ダフルオロフェニル）ボラン（特開２００３－３１３６５号公報）などの芳香族ホウ素化
合物；フラーレン誘導体；ヨウ素などが挙げられる。
【０１９９】
　これらの電子受容性化合物は、正孔輸送性化合物を酸化することにより正孔注入層の導
電率を向上させることができる。正孔注入層或いは正孔注入層形成用組成物中の電子受容
性化合物の正孔輸送性化合物に対する含有量は、通常０．１モル％以上、好ましくは１モ
ル％以上である。但し、通常１００モル％以下、好ましくは４０モル％以下である。
　［４－３－１－ｃ］その他の構成材料
　正孔注入層の材料としては、本発明の効果を著しく損なわない限り、上述の正孔輸送性
化合物や電子受容性化合物に加えて、さらに、その他の成分を含有させてもよい。その他
の成分の例としては、各種の発光材料、電子輸送性化合物、バインダー樹脂、塗布性改良
剤などが挙げられる。なお、その他の成分は、１種のみを用いてもよく、２種以上を任意
の組み合わせおよび比率で併用してもよい。
【０２００】
　［４－３－１－ｄ］溶剤
　湿式成膜法に用いる正孔注入層形成用組成物の溶剤のうち少なくとも１種は、上述の正
孔注入層の構成材料を溶解しうる化合物であることが好ましい。また、この溶剤の沸点は
通常１１０℃以上、好ましくは１４０℃以上、中でも２００℃以上、通常４００℃以下、
中でも３００℃以下であることが好ましい。溶剤の沸点が低すぎると、乾燥速度が速すぎ
、膜質が悪化する可能性がある。また、溶剤の沸点が高すぎると乾燥工程の温度を高くす
る必要があり、他の層や基板に悪影響を与える可能性がある。
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【０２０１】
　溶剤としては、例えば、エーテル系溶剤、エステル系溶剤、芳香族炭化水素系溶剤、ア
ミド系溶剤などが挙げられる。エーテル系溶剤としては、例えば、エチレングリコールジ
メチルエーテル、エチレングリコールジエチルエーテル、プロピレングリコール－１－モ
ノメチルエーテルアセタート（ＰＧＭＥＡ）などの脂肪族エーテル；１，２－ジメトキシ
ベンゼン、１，３－ジメトキシベンゼン、アニソール、フェネトール、２－メトキシトル
エン、３－メトキシトルエン、４－メトキシトルエン、２，３－ジメチルアニソール、２
，４－ジメチルアニソールなどの芳香族エーテル、などが挙げられる。エステル系溶剤と
しては、例えば、酢酸フェニル、プロピオン酸フェニル、安息香酸メチル、安息香酸エチ
ル、安息香酸プロピル、安息香酸ｎ－ブチルなどの芳香族エステル、などが挙げられる。
【０２０２】
　芳香族炭化水素系溶剤としては、例えば、トルエン、キシレン、シクロヘキシルベンゼ
ン、３－イロプロピルビフェニル、１，２，３，４－テトラメチルベンゼン、１，４－ジ
イソプロピルベンゼン、シクロヘキシルベンゼン、メチルナフタレンなどが挙げられる。
アミド系溶剤としては、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセ
トアミドなどが挙げられる。その他、ジメチルスルホキシドなども用いることができる。
これらの溶剤は１種のみを用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせおよび比率で用い
てもよい。
【０２０３】
　［４－３－１－ｅ］成膜方法
　正孔注入層形成用組成物を調製後、この組成物を湿式成膜により、正孔注入層３の下層
に該当する層（通常は、陽極２）上に塗布成膜し、乾燥することにより正孔注入層３を形
成することができる。成膜工程における温度は、組成物中に結晶が生じることによる膜の
欠損を防ぐため、１０℃以上が好ましく、５０℃以下が好ましくい。成膜工程における相
対湿度は、本発明の効果を著しく損なわない限り限定されないが、通常０．０１ｐｐｍ以
上、通常８０％以下である。
【０２０４】
　成膜後、通常加熱等により正孔注入層形成用組成物の膜を乾燥させる。加熱工程におい
て使用する加熱手段の例を挙げると、クリーンオーブン、ホットプレート、赤外線、ハロ
ゲンヒーター、マイクロ波照射などが挙げられる。中でも、膜全体に均等に熱を与えるた
めには、クリーンオーブンおよびホットプレートが好ましい。加熱工程における加熱温度
は、本発明の効果を著しく損なわない限り、正孔注入層形成用組成物に用いた溶剤の沸点
以上の温度で加熱することが好ましい。また、正孔注入層に用いた溶剤が２種類以上含ま
れている混合溶剤の場合、少なくとも１種類がその溶剤の沸点以上の温度で加熱されるの
が好ましい。溶剤の沸点上昇を考慮すると、加熱工程においては、好ましくは１２０℃以
上、好ましくは４１０℃以下で加熱することが好ましい。加熱工程において、加熱温度が
正孔注入層形成用組成物の溶剤の沸点以上であり、かつ塗布膜の十分な不溶化が起こらな
ければ、加熱時間は限定されないが、好ましくは１０秒以上、通常１８０分以下である。
加熱時間が長すぎると他の層の成分が拡散する傾向があり、短すぎると正孔注入層が不均
質になる傾向がある。加熱は２回に分けて行ってもよい。
【０２０５】
　［４－３－２］真空蒸着法による正孔注入層の形成
　真空蒸着法により正孔注入層３を形成する場合には、正孔注入層３の構成材料（前述の
正孔輸送性化合物、電子受容性化合物など）の１種または２種以上を真空容器内に設置さ
れたるつぼに入れ（２種以上の材料を用いる場合は各々のるつぼに入れ）、真空容器内を
適当な真空ポンプで１０－４Ｐａ程度まで排気した後、るつぼを加熱して（２種以上の材
料を用いる場合は各々のるつぼを加熱して）、蒸発量を制御して蒸発させ（２種以上の材
料を用いる場合はそれぞれ独立に蒸発量を制御して蒸発させ）、るつぼと向き合って置か
れた基板の陽極２上に正孔注入層３を形成させる。なお、２種以上の材料を用いる場合は
、それらの混合物をるつぼに入れ、加熱、蒸発させて正孔注入層３を形成することもでき
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る。
【０２０６】
　蒸着時の真空度は、本発明の効果を著しく損なわない限り限定されないが、通常０．１
×１０－６Ｔｏｒｒ（０．１３×１０－４Ｐａ）以上、通常９．０×１０－６Ｔｏｒｒ（
１２．０×１０－４Ｐａ）以下である。  蒸着速度は、本発明の効果を著しく損なわない
限り限定されないが、通常０．１Å／秒以上、通常５．０Å／秒以下である。蒸着時の成
膜温度は、本発明の効果を著しく損なわない限り限定されないが、好ましくは１０℃以上
で、好ましくは５０℃以下で行われる。
【０２０７】
　［４－４］正孔輸送層
　正孔輸送層４の形成方法は真空蒸着法でも、湿式成膜法でもよく、特に制限はないが、
ダークスポット低減の観点から正孔輸送層４を湿式成膜法により形成することが好ましい
。正孔輸送層４は、正孔注入層がある場合には正孔注入層３の上に、正孔注入層３が無い
場合には陽極２の上に形成することができる。ただし、本発明の有機ＥＬ素子は、正孔輸
送層を省いた構成であってもよい。
【０２０８】
　正孔輸送層４を形成する材料としては、正孔輸送性が高く、かつ、注入された正孔を効
率よく輸送することができる材料であることが好ましい。そのために、イオン化ポテンシ
ャルが小さく、可視光の光に対して透明性が高く、正孔移動度が大きく、安定性に優れ、
トラップとなる不純物が製造時や使用時に発生しにくいことが好ましい。また、多くの場
合、発光層５に接するため、発光層５からの発光を消光したり、発光層５との間でエキサ
イプレックスを形成して効率を低下させたりしないことが好ましい。
【０２０９】
　このような正孔輸送層４の材料としては、従来、正孔輸送層の構成材料として用いられ
ている材料であればよく、例えば、前述の正孔注入層３に使用される正孔輸送性化合物と
して例示したものが挙げられる。また、４，４’－ビス［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フ
ェニルアミノ］ビフェニルで代表される２個以上の３級アミンを含み２個以上の縮合芳香
族環が窒素原子に置換した芳香族ジアミン（特開平５－２３４６８１号公報）、４，４’
，４”－トリス（１－ナフチルフェニルアミノ）トリフェニルアミン等のスターバースト
構造を有する芳香族アミン化合物（Ｊ．Ｌｕｍｉｎ．，７２－７４巻、９８５頁、１９９
７年）、トリフェニルアミンの四量体から成る芳香族アミン化合物（Ｃｈｅｍ．Ｃｏｍｍ
ｕｎ．，２１７５頁、１９９６年）、２，２’，７，７’－テトラキス－（ジフェニルア
ミノ）－９，９’－スピロビフルオレン等のスピロ化合物（Ｓｙｎｔｈ．Ｍｅｔａｌｓ，
９１巻、２０９頁、１９９７年）、４，４’－Ｎ，Ｎ’－ジカルバゾールビフェニルなど
のカルバゾール誘導体などが挙げられる。また、例えばポリビニルカルバゾール、ポリビ
ニルトリフェニルアミン（特開平７－５３９５３号公報）、テトラフェニルベンジジンを
含有するポリアリーレンエーテルサルホン（Ｐｏｌｙｍ．Ａｄｖ．Ｔｅｃｈ．，７巻、３
３頁、１９９６年）などが挙げられる。
【０２１０】
　湿式成膜で正孔輸送層４を形成する場合は、上記正孔注入層３の形成と同様にして、正
孔輸送層形成用組成物を調製した後、湿式成膜後、加熱乾燥させる。正孔輸送層形成用組
成物には、上述の正孔輸送性化合物の他、溶剤を含有する。用いる溶剤は上記正孔注入層
形成用組成物に用いたものと同様である。また、成膜条件、加熱乾燥条件等も正孔注入層
３の形成の場合と同様である。真空蒸着により正孔輸送層を形成する場合もまた、その成
膜条件等は上記正孔注入層３の形成の場合と同様である。正孔輸送層４は、上記正孔輸送
性化合物の他、各種の発光材料、電子輸送性化合物、バインダー樹脂、塗布性改良剤など
を含有していてもよい。
【０２１１】
　正孔輸送層４は架橋性化合物を架橋して形成される層であってもよい。ここで、架橋性
化合物は、架橋基を有する化合物であって、架橋することによりポリマーを形成する。架
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橋性化合物は、モノマー、オリゴマー、ポリマーのいずれであってもよい。架橋性化合物
は１種のみを有していてもよく、２種以上を任意の組み合わせおよび比率で有していても
よい。架橋性化合物の架橋基の例を挙げると、オキセタン、エポキシなどの環状エーテル
；ビニル基、トリフルオロビニル基、スチリル基、アクリル基、メタクリロイル、シンナ
モイル等の不飽和二重結合；ベンゾシクロブタンなどが挙げられる。
【０２１２】
  架橋性化合物、すなわち、架橋基を有するモノマー、オリゴマーまたはポリマーが有す
る架橋基の数に特に制限はないが、単位電荷輸送ユニットあたり通常２．０未満、好まし
くは０．８以下、より好ましくは０．５以下となる数が好ましい。これは正孔輸送層形成
材料の比誘電率を好適な範囲に調整するためである。また、架橋基の数が多すぎると、反
応活性種が発生し、他の材料に悪影響を与える可能性があるためである。ここで、単位電
荷輸送ユニットとは、架橋性ポリマーを形成する材料がモノマー体の場合、モノマー体そ
のものであり、架橋基を除いた骨格（主骨格）のことを示す。他種類のモノマーを混合す
る場合においても、それぞれのモノマーの主骨格のことを示す。架橋性ポリマーを形成す
る材料がオリゴマーやポリマーの場合、有機化学的に共役がとぎれる構造の繰り返しの場
合は、その繰り返しの構造を単位電荷輸送ユニットとする。また、広く共役が連なってい
る構造の場合には、電荷輸送性を示す最小繰り返し構造、乃至はモノマー構造を示す。例
えば、ナフタレン、アントラセン、フェナントレン、テトラセン、クリセン、ピレン、ペ
リレンなどの多環系芳香族、フルオレン、トリフェニレン、カルバゾール、トリアリール
アミン、テトラアリールベンジジン、１，４－ビス（ジアリールアミノ）ベンゼンなどが
挙げられる。
【０２１３】
　更に、架橋性化合物としては、架橋基を有する正孔輸送性化合物を用いることが好まし
い。この場合の正孔輸送性化合物の例を挙げると、ピリジン誘導体、ピラジン誘導体、ピ
リミジン誘導体、トリアジン誘導体、キノリン誘導体、フェナントロリン誘導体、カルバ
ゾール誘導体、フタロシアニン誘導体、ポルフィリン誘導体などの含窒素芳香族化合物誘
導体；トリフェニルアミン誘導体；シロール誘導体；オリゴチオフェン誘導体、縮合多環
芳香族誘導体、金属錯体などが挙げられる。その中でも、ピリジン誘導体、ピラジン誘導
体、ピリミジン誘導体、トリアジン誘導体、キノリン誘導体、フェナントロリン誘導体、
カルバゾール誘導体などの含窒素芳香族誘導体；トリフェニルアミン誘導体、シロール誘
導体、縮合多環芳香族誘導体、金属錯体などが好ましく、特に、トリフェニルアミン誘導
体がより好ましい。架橋性化合物の分子量は、通常５，０００以下、好ましくは２，５０
０以下であり、また好ましくは３００以上、さらに好ましくは５００以上である。
【０２１４】
　架橋性化合物を架橋して正孔輸送層４を形成するには、通常、架橋性化合物を溶剤に溶
解または分散した正孔輸送層形成用組成物を調製して、湿式成膜法により成膜し、その後
架橋性化合物を架橋させる。この正孔輸送層形成用組成物は、架橋性化合物の他、架橋反
応を促進する添加物を含んでいてもよい。架橋反応を促進する添加物の例を挙げると、ア
ルキルフェノン化合物、アシルホスフィンオキサイド化合物、メタロセン化合物、オキシ
ムエステル化合物、アゾ化合物、オニウム塩等の重合開始剤および重合促進剤；縮合多環
炭化水素、ポルフィリン化合物、ジアリールケトン化合物等の光増感剤；などが挙げられ
る。これらは１種類を単独で用いてもよく、また２種類以上を任意の組み合わせ、および
比率で用いてもよい。また、正孔輸送層形成用組成物は、さらに、レベリング剤、消泡剤
等の塗布性改良剤、電子受容性化合物、バインダー樹脂などを含有していてもよい。
【０２１５】
　この正孔輸送層形成用組成物は、架橋性化合物を通常０．０１重量％以上、好ましくは
０．０５重量％以上、さらに好ましくは０．１重量％以上、通常５０重量％以下、好まし
くは２０重量％以下、さらに好ましくは１０重量％以下含有する。このような濃度で架橋
性化合物を含む正孔輸送層形成用組成物を下層（通常は正孔注入層３）上に成膜後、加熱
および／または光などの電磁エネルギー照射により、架橋性化合物を架橋させてポリマー
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化する。
【０２１６】
　成膜時の温度、湿度などの条件は、前記正孔注入層３の湿式成膜時と同様である。成膜
後の加熱の手法は特に限定されないが、例としては加熱乾燥、減圧乾燥等が挙げられる。
加熱乾燥の場合の加熱温度条件としては、通常１２０℃以上、好ましくは４００℃以下で
ある。加熱時間としては、通常１分以上、好ましくは２４時間以下である。加熱手段とし
ては特に限定されないが、成膜された層を有する積層体をホットプレート上に載せたり、
オーブン内で加熱するなどの手段が用いられる。例えば、ホットプレート上で１２０℃以
上、１分間以上加熱する等の条件を用いることができる。
【０２１７】
　光などの電磁エネルギー照射による場合には、超高圧水銀ランプ、高圧水銀ランプ、ハ
ロゲンランプ、赤外ランプ等の紫外・可視・赤外光源を直接用いて照射する方法、あるい
は前述の光源を内蔵するマスクアライナ、コンベア型光照射装置を用いて照射する方法な
どが挙げられる。光以外の電磁エネルギー照射では、例えばマグネトロンにより発生させ
たマイクロ波を照射する装置、いわゆる電子レンジを用いて照射する方法が挙げられる。
照射時間としては、膜の溶解性を低下させるために必要な条件を設定することが好ましい
が、通常０．１秒以上、好ましくは１０時間以下照射される。加熱および光などの電磁エ
ネルギー照射は、それぞれ単独、あるいは組み合わせて行ってもよい。組み合わせる場合
、実施する順序は特に限定されない。
【０２１８】
　このようにして形成される正孔輸送層４の膜厚は、通常５ｎｍ以上、好ましくは１０ｎ
ｍ以上であり、また通常３００ｎｍ以下、好ましくは１００ｎｍ以下である。
　［４－５］発光層
　正孔注入層３の上、または正孔輸送層４を設けた場合には正孔輸送層４の上には発光層
５が設けられる。発光層５は、電界を与えられた電極間において、陽極２から注入された
正孔と、陰極９から注入された電子との再結合により励起されて、主たる発光源となる層
である。
【０２１９】
　［４－５－１］発光層の材料
　発光層５は、その構成材料として、少なくとも、発光の性質を有する材料（発光材料）
を含有するとともに、好ましくは、正孔輸送の性質を有する化合物（正孔輸送性化合物）
、あるいは、電子輸送の性質を有する化合物（電子輸送性化合物）を含有する。発光材料
をドーパント材料として使用し、正孔輸送性化合物や電子輸送性化合物などをホスト材料
として使用してもよい。発光材料については特に限定はなく、所望の発光波長で発光し、
発光効率が良好である物質を用いればよい。更に、発光層５は、本発明の効果を著しく損
なわない範囲で、その他の成分を含有していてもよい。なお、湿式成膜法で発光層５を形
成する場合は、何れも低分子量の材料を使用することが好ましい。
【０２２０】
　［４－５－１－ａ］発光材料
　発光材料とは、不活性ガス雰囲気下、室温で、希薄溶液中における、蛍光量子収率が３
０％以上である材料であって、希薄溶液中における蛍光スペクトルとの対比から、それを
用いて作製された有機電界発光素子に通電した際に得られるＥＬスペクトルの一部または
全部が、該材料の発光に帰属される材料、と定義される。発光材料としては、通常、有機
電界発光素子の発光材料として使用されているものであれば限定されない。例えば、蛍光
発光材料であってもよく、燐光発光材料であってもよいが、内部量子効率の観点から、好
ましくは燐光発光材料である。また、青色は蛍光発光材料を用い、緑色や赤色は燐光発光
材料を用いるなど、組み合わせて用いてもよい。なお、発光材料としては、溶剤への溶解
性を向上させる目的で、分子の対称性や剛性を低下させたり、或いはアルキル基などの親
油性置換基が導入されたりしている材料を用いることが好ましい。
【０２２１】
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　以下、発光材料のうち蛍光発光材料（蛍光色素）の例を挙げるが、蛍光色素は以下の例
示物に限定されるものではない。青色発光を与える蛍光色素（青色蛍光色素）としては、
例えば、ナフタレン、クリセン、ペリレン、ピレン、アントラセン、クマリン、ｐ－ビス
（２－フェニルエテニル）ベンゼンおよびそれらの誘導体などが挙げられる。  中でも、
アントラセン、クリセン、ピレンおよびそれらの誘導体などが好ましい。緑色発光を与え
る蛍光色素（緑色蛍光色素）としては、例えば、キナクリドン、クマリン、Ａｌ（Ｃ９Ｈ

６ＮＯ）３などのアルミニウム錯体およびそれらの誘導体等が挙げられる。黄色発光を与
える蛍光色素（黄色蛍光色素）としては、例えば、ルブレン、ペリミドンおよびそれらの
誘導体などが挙げられる。赤色発光を与える蛍光色素（赤色蛍光色素）としては、例えば
、ＤＣＭ（４－（ジシアノメチレン）－２－メチル－６－（ｐ－ジメチルアミノスチレン
）－４Ｈ－ピラン）系化合物、ベンゾピラン、ローダミン、ベンゾチオキサンテン、アザ
ベンゾチオキサンテン等のキサンテンおよびそれらの誘導体などが挙げられる。
【０２２２】
　燐光発光材料としては、例えば、長周期型周期表（以下、特に断り書きの無い限り「周
期表」という場合には、長周期型周期表を指すものとする。）第７～１１族から選ばれる
金属を中心金属として含むウェルナー型錯体または有機金属錯体が挙げられる。
　周期表第７～１１族から選ばれる金属として、好ましくは、ルテニウム、ロジウム、パ
ラジウム、銀、レニウム、オスミウム、イリジウム、白金、金などが挙げられ、中でもよ
り好ましくはイリジウムまたは白金である。錯体の配位子としては、（ヘテロ）アリール
ピリジン配位子、（ヘテロ）アリールピラゾール配位子などの（ヘテロ）アリール基とピ
リジン、ピラゾール、フェナントロリンなどが連結した配位子が好ましく、特にフェニル
ピリジン配位子、フェニルピラゾール配位子が好ましい。ここで、（ヘテロ）アリールと
は、アリール基またはヘテロアリール基を表す。
【０２２３】
　燐光発光材料として、具体的には、トリス（２－フェニルピリジン）イリジウム、トリ
ス（２－フェニルピリジン）ルテニウム、トリス（２－フェニルピリジン）パラジウム、
ビス（２－フェニルピリジン）白金、トリス（２－フェニルピリジン）オスミウム、トリ
ス（２－フェニルピリジン）レニウム、オクタエチル白金ポルフィリン、オクタフェニル
白金ポルフィリン、オクタエチルパラジウムポルフィリン、オクタフェニルパラジウムポ
ルフィリンなどが挙げられる。
【０２２４】
　発光材料として用いる化合物の分子量は、本発明の効果を著しく損なわない限り任意で
あるが、通常１０，０００以下、好ましくは５，０００以下、より好ましくは４，０００
以下、更に好ましくは３，０００以下、また、通常１００以上、好ましくは２００以上、
より好ましくは３００以上、更に好ましくは４００以上の範囲である。発光材料の分子量
が小さ過ぎると、耐熱性が著しく低下したり、ガス発生の原因となったり、膜を形成した
際の膜質の低下を招いたり、或いはマイグレーションなどによる有機ＥＬ素子のモルフォ
ロジー変化を来したりする場合がある。一方、発光材料の分子量が大き過ぎると、有機化
合物の精製が困難となってしまったり、溶剤に溶解させる際に時間を要したりする傾向が
ある。なお、上述した発光材料は、いずれか１種のみを用いてもよく、２種以上を任意の
組み合わせおよび比率で併用してもよい。
【０２２５】
　発光層５における発光材料の割合は、本発明の効果を著しく損なわない限り任意である
が、通常０．０５重量％以上、通常３５重量％以下である。発光材料が少なすぎると発光
ムラを生じる可能性があり、多すぎると発光効率が低下する可能性がある。なお、２種以
上の発光材料を併用する場合には、これらの合計の含有量が上記範囲に含まれるようにす
る。
【０２２６】
　［４－５－１－ｂ］正孔輸送性化合物
　発光層５には、その構成材料として、正孔輸送性化合物を含有させてもよい。ここで、



(56) JP 2011-146375 A 2011.7.28

10

20

30

40

50

正孔輸送性化合物のうち、低分子量の正孔輸送性化合物の例としては、前述の正孔注入層
３における（低分子量の正孔輸送性化合物）として例示した各種の化合物のほか、例えば
、４，４’－ビス［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニルに代表され
る、２個以上の３級アミンを含み２個以上の縮合芳香族環が窒素原子に置換した芳香族ジ
アミン（特開平５－２３４６８１号公報）、４，４’，４”－トリス（１－ナフチルフェ
ニルアミノ）トリフェニルアミン等のスターバースト構造を有する芳香族アミン化合物（
Ｊｏｕｒｎａｌ  ｏｆ  Ｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ，１９９７年，Ｖｏｌ．７２－７４，
ｐｐ．９８５）、トリフェニルアミンの四量体から成る芳香族アミン化合物（Ｃｈｅｍｉ
ｃａｌ  Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ，１９９６年，ｐｐ．２１７５）、２，２’，７
，７’－テトラキス－（ジフェニルアミノ）－９，９’－スピロビフルオレン等のスピロ
化合物（Ｓｙｎｔｈｅｔｉｃ  Ｍｅｔａｌｓ，１９９７年，Ｖｏｌ．９１，ｐｐ．２０９
）、熱解離性基を有する芳香族アミン化合物（特願２００８－２０４３４２）などが挙げ
られる。
【０２２７】
　これらの正孔輸送性化合物は、いずれか１種のみを用いてもよく、２種以上を任意の組
み合わせおよび比率で併用してもよい。また、発光層５が正孔輸送性化合物を含む場合、
発光層５における正孔輸送性化合物の割合は、本発明の効果を著しく損なわない限り任意
であるが、通常０．１重量％以上、通常６５重量％以下である。正孔輸送性化合物が少な
すぎると短絡の影響を受けやすくなる可能性があり、多すぎると膜厚ムラを生じる可能性
がある。なお、２種以上の正孔輸送性化合物を併用する場合には、これらの合計の含有量
が上記範囲に含まれるようにする。
【０２２８】
　［４－５－１－ｃ］電子輸送性化合物
　発光層５には、その構成材料として、電子輸送性化合物を含有させてもよい。ここで、
電子輸送性化合物のうち、低分子量の電子輸送性化合物の例としては、２，５－ビス（１
－ナフチル）－１，３，４－オキサジアゾール（ＢＮＤ）や、２，５－ビス〔６’－（２
’，２”－ビピリジル）〕－１，１－ジメチル－３，４－ジフェニルシロール（ＰｙＰｙ
ＳＰｙＰｙ）や、バソフェナントロリン（ＢＰｈｅｎ）や、２，９－ジメチル－４，７－
ジフェニル－１，１０－フェナントロリン（ＢＣＰ、バソクプロイン）、２－（４－ビフ
ェニリル）－５－（ｐ－ｔ－ブチルフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール（ｔＢｕ
－ＰＢＤ）や、４，４’－ビス（９－カルバゾール）－ビフェニル（ＣＢＰ）などが挙げ
られる。
【０２２９】
　これらの電荷輸送性化合物は、いずれか１種のみを用いてもよく、２種以上を任意の組
み合わせおよび比率で併用してもよい。発光層５が電子輸送性化合物を含む場合、発光層
５における電子輸送性化合物の含有割合は、本発明の効果を著しく損なわない限り任意で
あるが、通常０．１重量％以上、通常６５重量％以下である。電子輸送性化合物が少なす
ぎると短絡の影響を受けやすくなる可能性があり、多すぎると膜厚ムラを生じる可能性が
ある。なお、２種以上の電子輸送性化合物を併用する場合には、これらの合計の含有量が
上記範囲に含まれるようにする。
【０２３０】
　［４－５－２］発光層の形成
　湿式成膜法により発光層５を形成する場合は、上記材料を適切な溶剤に溶解させて発光
層形成用組成物を調製し、それを用いて成膜することにより形成する。発光層５を湿式成
膜法で形成するための発光層形成用組成物に含有させる発光層用溶剤としては、発光層の
形成が可能である限り任意のものを用いることができる。発光層用溶剤の好適な例は、上
記正孔注入層形成用組成物で説明した溶剤と同様である。
【０２３１】
 発光層５を形成するための発光層形成用組成物中の発光層用溶剤の含有割合は、本発明
の効果を著しく損なわない限り任意であるが、通常０．０１重量％以上、通常９９重量％
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以下、好ましくは９５重量％以下である。なお、発光層用溶剤として２種以上の溶剤を混
合して用いる場合には、これらの溶剤の合計がこの範囲を満たすようにする。また、発光
層形成用組成物中の発光材料、正孔輸送性化合物、電子輸送性化合物等の固形分濃度とし
ては、通常０．０１重量％以上、好ましくは０．１重量％以上、通常７０重量％以下、好
ましくは３０重量％以下である。この濃度が大きすぎると膜厚ムラが生じる可能性があり
、また、小さすぎると膜に欠陥が生じる可能性がある。
【０２３２】
　このような発光層形成用組成物を用いて発光層５を形成するには、発光層形成用組成物
を湿式成膜後、得られた塗膜を乾燥し、溶剤を除去する。湿式成膜法の方式は、本発明の
効果を著しく損なわない限り限定されず、前述のいかなる方式も用いることができる。湿
式成膜の具体的な方法は、上記正孔注入層３の形成において記載した方法と同様である。
このようにして形成される発光層５の膜厚は、本発明の効果を著しく損なわない限り任意
であるが、通常３ｎｍ以上、好ましくは５ｎｍ以上、また、通常２００ｎｍ以下、好まし
くは１００ｎｍ以下の範囲である。発光層５の膜厚が、薄すぎると膜に欠陥が生じる可能
性があり、厚すぎると駆動電圧が上昇する可能性がある。
【０２３３】
　［４－６］正孔阻止層
　発光層５と後述の電子注入層８との間に、正孔阻止層６を設けてもよい。正孔阻止層６
は、発光層５の上に、発光層５の陰極９側の界面に接するように積層される層である。こ
の正孔阻止層６は、陽極２から移動してくる正孔が陰極９に到達するのを阻止する役割と
、陰極９から注入された電子を効率よく発光層５の方向に輸送する役割とを有する。
【０２３４】
　正孔阻止層６を構成する材料に求められる物性としては、電子移動度が高く正孔移動度
が低いこと、エネルギーギャップ（ＨＯＭＯ、ＬＵＭＯの差）が大きいこと、励起三重項
準位（Ｔ１）が高いことが挙げられる。このような条件を満たす正孔阻止層６の材料とし
ては、例えば、ビス（２－メチル－８－キノリノラト）（フェノラト）アルミニウム、ビ
ス（２－メチル－８－キノリノラト）（トリフェニルシラノラト）アルミニウム等の混合
配位子錯体、ビス（２－メチル－８－キノラト）アルミニウム－μ－オキソ－ビス－（２
－メチル－８－キノリラト）アルミニウム二核金属錯体等の金属錯体、ジスチリルビフェ
ニル誘導体等のスチリル化合物（特開平１１－２４２９９６号公報）、３－（４－ビフェ
ニルイル）－４－フェニル－５（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－１，２，４－トリア
ゾール等のトリアゾール誘導体（特開平７－４１７５９号公報）、バソクプロイン等のフ
ェナントロリン誘導体（特開平１０－７９２９７号公報）などが挙げられる。更に、国際
公開第２００５－０２２９６２号公報に記載の２，４，６位が置換されたピリジン環を少
なくとも１個有する化合物も、正孔阻止層６の材料として好ましい。なお、正孔阻止層６
の材料は、１種のみを用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせおよび比率で併用して
もよい。
【０２３５】
　正孔阻止層６の形成方法に制限はなく、湿式成膜法、蒸着法や、その他の方法を採用す
ることができる。正孔阻止層６の膜厚は、本発明の効果を著しく損なわない限り任意であ
るが、通常０．３ｎｍ以上、好ましくは０．５ｎｍ以上、また、通常１００ｎｍ以下、好
ましくは５０ｎｍ以下である。
　［４－７］電子輸送層
　発光層５と後述の電子注入層８の間に、電子輸送層７を設けてもよい。電子輸送層７は
、素子の発光効率を更に向上させることを目的として設けられるもので、電界を与えられ
た電極間において陰極９から注入された電子を効率よく発光層５の方向に輸送することが
できる化合物より形成される。
【０２３６】
　電子輸送層７に用いられる電子輸送性化合物としては、通常、陰極９または電子注入層
８からの電子注入効率が高く、かつ、高い電子移動度を有し注入された電子を効率よく輸
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送することができる化合物を用いる。このような条件を満たす化合物としては、例えば、
８－ヒドロキシキノリンのアルミニウム錯体などの金属錯体（特開昭５９－１９４３９３
号公報）、１０－ヒドロキシベンゾ［ｈ］キノリンの金属錯体、オキサジアゾール誘導体
、ジスチリルビフェニル誘導体、シロール誘導体、３－ヒドロキシフラボン金属錯体、５
－ヒドロキシフラボン金属錯体、ベンズオキサゾール金属錯体、ベンゾチアゾール金属錯
体、トリスベンズイミダゾリルベンゼン（米国特許第５６４５９４８号明細書）、キノキ
サリン化合物（特開平６－２０７１６９号公報）、フェナントロリン誘導体（特開平５－
３３１４５９号公報）、２－ｔ－ブチル－９，１０－Ｎ，Ｎ’－ジシアノアントラキノン
ジイミン、ｎ型水素化非晶質炭化シリコン、ｎ型硫化亜鉛、ｎ型セレン化亜鉛などが挙げ
られる。なお、電子輸送層７の材料は、１種のみを用いてもよく、２種以上を任意の組み
合わせおよび比率で併用してもよい。
【０２３７】
　電子輸送層７の形成方法に制限はなく、湿式成膜法、蒸着法や、その他の方法を採用す
ることができる。電子輸送層７の膜厚は、本発明の効果を著しく損なわない限り任意であ
るが、通常１ｎｍ以上、好ましくは５ｎｍ以上、また、通常３００ｎｍ以下、好ましくは
１００ｎｍ以下の範囲である。
　［４－８］電子注入層
　電子注入層８は、陰極９から注入された電子を効率よく発光層５へ注入する役割を果た
す。電子注入を効率よく行なうには、電子注入層８を形成する材料は、仕事関数の低い金
属が好ましい。例としては、ナトリウムやセシウム等のアルカリ金属、バリウムやカルシ
ウムなどのアルカリ土類金など等が用いられ、その膜厚は通常０．１ｎｍ以上、５ｎｍ以
下が好ましい。
【０２３８】
　更に、バソフェナントロリン等の含窒素複素環化合物や８－ヒドロキシキノリンのアル
ミニウム錯体などの金属錯体に代表される有機電子輸送化合物に、ナトリウム、カリウム
、セシウム、リチウム、ルビジウム等のアルカリ金属をドープする（特開平１０－２７０
１７１号公報、特開２００２－１００４７８号公報、特開２００２－１００４８２号公報
などに記載）ことにより、電子注入・輸送性が向上し優れた膜質を両立させることが可能
となるため好ましい。この場合の膜厚は、通常、５ｎｍ以上、中でも１０ｎｍ以上が好ま
しく、また、通常２００ｎｍ以下、中でも１００ｎｍ以下が好ましい。
【０２３９】
　尚、電子注入層８の材料は、１種のみを用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせお
よび比率で併用してもよい。電子注入層８の形成方法に制限はなく、湿式成膜法、蒸着法
や、その他の方法を採用することができる。
　［４－９］陰極
　陰極９は、発光層５側の層（電子注入層８または発光層５など）に電子を注入する役割
を果たすものである。陰極９の材料としては、前記の陽極２に使用される材料を用いるこ
とが可能であるが、効率よく電子注入を行なうには、仕事関数の低い金属が好ましく、例
えば、スズ、マグネシウム、インジウム、カルシウム、アルミニウム、銀などの適当な金
属またはそれらの合金が用いられる。具体例としては、マグネシウム－銀合金、マグネシ
ウム－インジウム合金、アルミニウム－リチウム合金などの低仕事関数合金電極が挙げら
れる。なお、陰極９の材料は、１種のみを用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせお
よび比率で併用してもよい。
【０２４０】
　陰極９の膜厚は、通常、陽極２と同様である。さらに、低仕事関数金属から成る陰極９
を保護する目的で、この上に更に、仕事関数が高く大気に対して安定な金属層を積層する
と、素子の安定性が増すので好ましい。この目的のために、例えば、アルミニウム、銀、
銅、ニッケル、クロム、金、白金などの金属が使われる。なお、これらの材料は、１種の
みで用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせおよび比率で併用してもよい。
【０２４１】
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　［４－１０］その他の層
　本発明に係る有機ＥＬ素子は、その趣旨を逸脱しない範囲において、別の構成を有して
いてもよい。例えば、その性能を損なわない限り、陽極２と陰極９との間に、上記説明に
ある層の他に任意の層を有していてもよく、また、任意の層が省略されていてもよい。　
　上記説明にある層の他に有していてもよい層としては、例えば、電子阻止層が挙げられ
る。電子阻止層は、正孔注入層３または正孔輸送層４と発光層５との間に設けられ、発光
層５から移動してくる電子が正孔注入層３に到達するのを阻止することで、発光層５内で
正孔と電子との再結合確率を増やし、生成した励起子を発光層５内に閉じこめる役割と、
正孔注入層３から注入された正孔を効率よく発光層５の方向に輸送する役割とがある。特
に、発光材料として燐光材料を用いたり、青色発光材料を用いたりする場合は、電子阻止
層を設けることが効果的である。
【０２４２】
　電子阻止層に求められる特性としては、正孔輸送性が高く、エネルギーギャップ（ＨＯ
ＭＯ、ＬＵＭＯの差）が大きいこと、励起三重項準位（Ｔ１）が高いこと等が挙げられる
。更に、本発明においては、発光層５を本発明の有機ＥＬ素子用組成物を用いて湿式成膜
法で作製する場合、電子阻止層にも湿式成膜の適合性が求められる。このような電子阻止
層に用いられる材料としては、Ｆ８－ＴＦＢに代表されるジオクチルフルオレンとトリフ
ェニルアミンの共重合体（国際公開第２００４／０８４２６０号公報記載）等が挙げられ
る。なお、電子阻止層の材料は、１種のみを用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせ
および比率で併用してもよい。電子阻止層の形成方法に制限はなく、湿式成膜法、蒸着法
や、その他の方法を採用することができる。
【０２４３】
　さらに陰極９と発光層５または電子輸送層７との界面に、例えばフッ化リチウム（Ｌｉ
Ｆ）、フッ化マグネシウム（ＭｇＦ２）、酸化リチウム（Ｌｉ２Ｏ）、炭酸セシウム（Ｉ
Ｉ）（ＣｓＣＯ３）などで形成された極薄絶縁膜（０．１～５ｎｍ）を挿入することも、
素子の効率を向上させる有効な方法である（Ａｐｐｌｉｅｄ  Ｐｈｙｓｉｃｓ  Ｌｅｔｔ
ｅｒｓ，１９９７年，Ｖｏｌ．７０，ｐｐ．１５２；特開平１０－７４５８６号公報；Ｉ
ＥＥＥ  Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎｓ  ｏｎ  Ｅｌｅｃｔｒｏｎ  Ｄｅｖｉｃｅｓ，１９９
７年，Ｖｏｌ．４４，ｐｐ．１２４５；ＳＩＤ  ０４  Ｄｉｇｅｓｔ，ｐｐ．１５４など
参照）。
【０２４４】
　また、以上説明した層構成において、基板以外の構成要素を逆の順に積層することも可
能である。例えば、図１の層構成であれば、基板１上に他の構成要素を陰極９、電子注入
層８、電子輸送層７、正孔阻止層６、発光層５、正孔輸送層４、正孔注入層３、陽極２の
順に設けてもよい。更には、少なくとも一方が透明性を有する２枚の基板の間に、基板以
外の構成要素を積層することにより、本発明に係る有機ＥＬ素子を構成することも可能で
ある。また、基板以外の構成要素（発光ユニット）を複数段重ねた構造（発光ユニットを
複数積層させた構造）とすることも可能である。その場合には、各段間（発光ユニット間
）の界面層（陽極がＩＴＯ、陰極がＡｌの場合は、それら２層）の代わりに、例えば五酸
化バナジウム（Ｖ２Ｏ５）などからなる電荷発生層（Ｃａｒｒｉｅｒ  Ｇｅｎｅｒａｔｉ
ｏｎ  Ｌａｙｅｒ：ＣＧＬ）を設けると、段間の障壁が少なくなり、発光効率・駆動電圧
の観点からより好ましい。この場合、隔壁は陰極上または、陰極上に形成された層上に設
けることができる。
【０２４５】
　更には、本発明に係る有機ＥＬ素子は、単一の有機ＥＬ素子として構成してもよく、複
数の有機ＥＬ素子がアレイ状に配置された構成に適用してもよく、陽極と陰極がＸ－Ｙマ
トリックス状に配置された構成に適用してもよい。また、上述した各層には、本発明の効
果を著しく損なわない限り、材料として説明した以外の成分が含まれていてもよい。　　
　
【０２４６】
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　［４－１１］各層の形成
  本発明の感光性組成物を用いて、図１に示す上述のような本発明の有機ＥＬ素子を製造
するには、基板１上に陽極２と、有機層としての正孔注入層３と正孔輸送層４とを形成し
、この上に必要に応じて前述の下引き層を形成した後、本発明の感光性組成物を塗布して
隔壁形成用レジスト層を形成し、その後、露光、現像を行って、撥液性隔壁を形成する。
その後、この隔壁で区画された領域内に、有機層として発光層５を形成し、さらに、正孔
阻止層６、電子輸送層７、電子注入層８および陰極９を形成して有機ＥＬ素子１０とする
。
【０２４７】
　［５］表示装置
  本発明の表示装置は、上述の本発明の有機ＥＬ素子を用いたものである。本発明の表示
装置の型式や構造については特に制限はなく、本発明の有機ＥＬ素子を用いて常法に従っ
て組み立てることができる。例えば、「有機ＥＬディスプレイ」（オーム社、平成１６年
８月２０日発行、時任静士、安達千波矢、村田英幸著）に記載されているような方法で、
本発明の有機ＥＬ表示装置を形成することができる。
【０２４８】
　この表示装置は、基板上に、直接または他の層を介して撥液性隔壁を有し、該隔壁によ
って区画された領域内に有機層として好ましくは発光層を有するが、この隔壁の形成に、
本発明の隔壁用感光性組成物を用いることにより、形成された隔壁（の壁面）と基板また
は他の層とが形成する角度が１５°以上、好ましくは２０°以上、通常９０°以下、好ま
しく８５°以下とすることにより、混色のない均一な有機層となる。この角度が上記下限
を下回ると、例えば有機層をインクジェット法で成膜する際、有機層のインクが隔壁を乗
り越えやすい。また、この角度が上記上限を上回ると、電極の断線がおこりやすい。
【実施例】
【０２４９】
　本発明を実施例によってさらに具体的に説明するが、本発明はその要旨を超えない限り
、以下の実施例の記載に限定されるものではない。
なお、以下の実施例および比較例で用いた感光性組成物の調製に用いた各成分の詳細は次
の通りである。
　（Ａ）成分；エチレン性不飽和化合物
　（Ａ１）以下の化合物（ナガセケムテックス社製「エポキシアクリレートモノマーＤＡ
７２１」）
【０２５０】
【化１８】

【０２５１】
　（Ａ２）ペンタエリスリトールトリアクリレート６５％とペンタエリスリトールテトラ
アクリレート３５％との混合物（日本化薬社製「ＫＡＹＡＲＡＤ　ＰＥＴ－３０」）
　（Ａ３）以下のカプロラクトン変性メタクリルロイルオキシエチルアシッドホスフェー
ト（日本化薬社製「カヤマーＰＭ－２１」）
【０２５２】
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【化１９】

【０２５３】
　（Ｂ）成分；光重合開始剤
　（Ｂ１）以下の化合物（チバスペシャルティケミカルズ（株）製「イルガキュアー９０
７」）
【０２５４】
【化２０】

【０２５５】
　（Ｂ２）以下のオキシムエステル化合物
【０２５６】
【化２１】

【０２５７】
　（Ｂ３）以下のケトオキシムエステル化合物
【０２５８】

【化２２】

【０２５９】
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　（Ｃ）成分；アルカリ可溶性バインダー
　（Ｃ１）以下のようにして合成した前記［１－３－ｂ－４］酸変性エポキシ基含有共重
合体
　プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート１４５重量部を窒素置換しながら
攪拌し、１２０℃に昇温した。ここにスチレン２０重量部、グリシジルメタクリレート５
７重量部およびトリシクロデカン骨格を有するモノアクリレート（日立化成社製「ＦＡ－
５１３Ｍ」）８２重量部を滴下し、さらに１４０℃で２時間攪拌し続けた。次に、反応容
器内を空気置換し、アクリル酸２７重量部にトリスジメチルアミノメチルフェノール０．
７重量部およびハイドロキノン０．１２重量部を投入し、１２０℃で６時間反応を続けた
。その後、テトラヒドロ無水フタル酸（ＴＨＰＡ）５２重量部と、トリエチルアミン０．
７重量部を加え、１２０℃で３．５時間反応させ、アルカリ可溶性バインダー（Ｃ１）を
得た。得られたアルカリ可溶性バインダー（Ｃ１）の重量平均分子量（Ｍｗ）をＧＰＣに
より測定したところ、約８，０００であった。
【０２６０】
　（Ｃ２）スチレン／メタクリル酸／メチルメタクリレート／ｎ－ブチルメタクリレート
共重合体（４５モル％／２０モル％／３０モル％／５モル％、重量平均分子量（Ｍｗ）１
０，０００）
　（Ｄ）成分；撥液剤
　（Ｄ１）大日本インキ化学工業社製「メガファックＲＳ１０２」
　（Ｅ）成分；界面活性剤
　（Ｅ１）ビックケミカル社製ポリエーテル変性シリコーン系界面活性剤「ＢＹＫ３３０
」
　溶剤；プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＡ）
　（実施例１）
　＜隔壁用感光性組成物の調製＞
　エチレン性不飽和化合物（Ａ１）１７重量部、エチレン性不飽和化合物（Ａ２）１７重
量部、エチレン性不飽和化合物（Ａ３）１重量部、光重合開始剤（Ｂ３）１．５重量部、
アルカリ可溶性バインダー（Ｃ１）９重量部、撥液剤（Ｄ１）１．５重量部、および界面
活性剤（Ｅ１）０．１重量部と、溶剤としてＰＧＭＡ（プロピレングリコールモノメチル
エーテルアセテート）４００重量部を含有する隔壁用感光性組成物を調製した。
【０２６１】
　＜陽極の形成＞
  ガラス基板の上にインジウム・スズ酸化物（ＩＴＯ）透明導電膜を１５０ｎｍの厚みで
成膜した（スパッタ成膜品、シート抵抗１５Ω）。この透明導電膜に、通常のフォトリソ
グラフィー技術により、２ｍｍ幅のストライプにパターニングし陽極を形成した。陽極を
形成した基板を、アセトンによる超音波洗浄、純水による水洗、イソプロピルアルコール
による超音波洗浄の順で洗浄後、窒素ブローで乾燥させ、紫外線オゾン洗浄を行った。
【０２６２】
　＜隔壁の形成＞
　前記で調製した隔壁用感光性組成物を、前記基板上にスピンコート法（毎分６００回転
、１０秒間）により塗布し、ホットプレート上で窒素雰囲気下、８０℃で３分間乾燥させ
ることにより、乾燥後膜厚２μｍの塗布膜を形成した。この塗布膜に対して、３０μｍ幅
のライン状の開口が１００μｍピッチで格子状に並ぶマスクを塗布膜から２０μｍ離れた
位置に設置し、このマスクを介して、露光光源として３ｋＷ高圧水銀灯を用い、照射強度
５０ｍＪ／ｃｍ２で照射、露光した。次いで、０．１重量％のテトラメチルアンモニウム
ヒドロキシドを含有する水溶液を現像液として、２３℃、水圧０．１４ＭＰａでシャワー
現像し、純水で現像を停止した後、水洗スプレーにてリンスすることにより現像処理を行
った。尚、シャワー現像時間は、露光、現像により除去される塗布膜が溶解除去される時
間（ブレーク時間）の１０倍となるよう、３０～１２０秒間の間で調整した。現像処理後
、６０℃で３分間乾燥させた後、２６０℃で１時間加熱し、熱硬化させることにより、撥
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【０２６３】
　＜正孔注入層の形成＞
　正孔注入層の材料として、下記式で表される芳香族アミン系高分子化合物（Ｗ１：重量
平均分子量（Ｍｗ）２９，４００、数平均分子量（Ｍｎ）１２，６００）、電子受容性化
合物（Ｗ２）および溶剤として安息香酸エチルを含有する正孔注入層形成用組成物を調製
した。この組成物の固形分（芳香族アミン系高分子化合物および電子受容性化合物）の濃
度は２重量％とした。また、（Ｗ１）：（Ｗ２）＝１０：４（重量比）とした。この正孔
注入層形成用組成物をインクジェット法にて、前記で形成した各撥液性隔壁区画内に液滴
量２５ｐｌで吐出した後、１３０℃で１時間乾燥させ、更に２３０℃で１時間加熱処理を
施すことにより、膜厚４０ｎｍの正孔注入層を形成した。
【０２６４】
【化２３】

【０２６５】
　＜正孔輸送層の形成＞
　上記正孔注入層の上に正孔輸送層を形成した。正孔輸送層の材料として、以下に示す化
合物（Ｘ１）および溶剤としてトルエンを含有する正孔輸送層形成用組成物を調製した。
この組成物中における化合物（Ｘ１）の濃度は０．４重量％とした。この正孔輸送層形成
用組成物をインクジェット法にて、前記で形成した各撥液性隔壁区画内の正孔注入層の上
に液滴量２５ｐｌで吐出した後、１３０℃で１時間乾燥させ、更に２３０℃で１時間加熱
処理を施すことにより、膜厚２０ｎｍの正孔輸送層を形成した。
【０２６６】
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【化２４】

【０２６７】
　＜発光層の形成＞
　次に、以下の示す化合物（Ｙ１）、（Ｙ２）、およびイリジウム錯体（Ｙ３）を、（Ｙ
１）：（Ｙ２）：（Ｙ３）＝１０：１０：１（重量比）の比率で、溶剤としてシクロヘキ
シルベンゼンを用い、固形分濃度１重量％の発光層形成用組成物を調製した。この発光層
形成用組成物をインクジェット法にて、前記で形成した各撥液性隔壁区画内の正孔輸送層
の上に液滴量２５ｐｌで吐出した後、１０－３Ｐａの減圧下で６０秒間予備乾燥を施した
後、常圧にて１３０℃で１時間乾燥し、膜厚４０ｎｍの発光層を形成した。
【０２６８】

【化２５】

【０２６９】
　＜正孔阻止層の形成＞
　次に、発光層までを成膜した基板を真空蒸着装置内に移し、装置内の真空度が５．１×
１０－４Ｐａ以下になるまで排気した後、正孔阻止材料として、下記の化合物（Ｚ１）を
、蒸着速度を０．７～１．０Å／秒の範囲で制御し、発光層の上に膜厚５ｎｍで蒸着する
ことにより、正孔阻止層を形成した。
【０２７０】
【化２６】
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【０２７１】
　＜電子輸送層の形成＞
　次に、電子輸送材料としてトリス（８－ヒドロキシキノリナート）アルミニウムを、蒸
着速度を０．６～１．５Å／秒の範囲で制御し、前記正孔阻止層の上に膜厚３０ｎｍで蒸
着することにより、電子輸送層を形成した。
　＜電子注入層の形成＞
　続けて、陰極蒸着用の真空蒸着装置に移して、装置内の真空度が２．１×１０－４Ｐａ
以下になるまで排気した後、フッ化リチウム（ＬｉＦ）を、蒸着速度を０．０７～０．１
Å／秒の範囲で制御し、前記電子輸送層の上に膜厚０．５ｎｍで蒸着することにより、電
子注入層を形成した。
【０２７２】
　＜陰極の形成＞
　さらに、アルミニウムを、蒸着速度を０．７～６．１Å／秒の範囲で制御し、前記電子
注入層の上に膜厚１２０ｎｍで蒸着することにより、陰極を形成した。
　＜封止＞
　上記方法で得られた各層が形成された基板と、別途用意した封止用のガラスとを紫外線
硬化性樹脂により貼り合わせ、紫外線を照射することにより、２ｍｍ×２ｍｍのサイズの
発光面積部分を有する有機電界発光素子を得た。
【０２７３】
　＜有機電界発光素子の評価＞
　得られた有機電界発光素子について、電圧を印加して、１，０００ｃｄ／ｍ２にて発光
させたところ、初期の発光強度が半分になるまでの時間は２００時間であった。また、隔
壁区画内の面積に対する発光面積の割合は、７０％であった。
　（実施例２）
　（Ｂ）成分の光重合開始剤として、光重合開始剤（Ｂ２）を用いた外は、実施例１にお
けると同様にして有機電界発光素子を製造し、同様にして評価を行ったところ、初期の発
光強度が半分になるまでの時間は１００時間であった。また、隔壁区画内の面積に対する
発光面積の割合は、６０％であった。
【０２７４】
　（実施例３）
　（Ｃ）成分のアルカリ可溶性バインダーとして、アルカリ可溶性バインダー（Ｃ２）を
用いた外は、実施例２におけると同様にして有機電界発光素子を製造し、同様にして評価
を行ったところ、初期の発光強度が半分になるまでの時間は７０時間であった。また、隔
壁区画内の面積に対する発光面積の割合は、６０％であった。
【０２７５】
　（比較例１）
　（Ｂ）成分の光重合開始剤として、光重合開始剤（Ｂ１）を用い、露光強度を１，００
０ｍＪ／ｃｍ２とした外は、実施例１におけると同様にして有機電界発光素子を製造し、
同様にして評価を行ったところ、初期の発光強度が半分になるまでの時間は５０時間であ
った。また、隔壁区画内の面積に対する発光面積の割合は、５０％であった。
【０２７６】
　（比較例２）
　界面活性剤（Ｅ１）を使用しない以外は、実施例１と同様にして隔壁用感光性組成物を
調製した。該組成物を用いて、陽極を形成させたガラス基板上に毎分６００回転、１０秒
間にてスピンコート法による塗布を行った。その後、ホットプレート上に窒素雰囲気下で
８０℃　３分間乾燥させることにより、乾燥後膜厚２μｍの塗布膜を形成した。
【０２７７】
　しかし、該塗布膜の塗布の回転中心から放射状に塗布ムラの発生が見られ、有機ＥＬ素
子を製造することができなかった。
　尚、前記実施例１～３、および比較例１における有機ＥＬ素子製造時のアウトガスの発
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生状況を以下の方法で評価したところ、実施例１では「Ａ」、実施例２では「Ｂ」、実施
例３では「Ｃ」、比較例１では「Ｄ」であった。
【０２７８】
　＜アウトガス量の評価＞
　前記と同様にして陽極を形成したガラス基板上に、スピンコート法により各隔壁用感光
性組成物を塗布し、窒素雰囲気下、８０℃で３分間乾燥させることにより、膜厚２μｍの
塗布膜を形成した（この基板を「基板Ｉ」とする。）。一方、前記と同様にして陽極を形
成したガラス基板上に、前記と同様にして膜厚４０ｎｍの正孔注入層および膜厚２０ｎｍ
の正孔輸送層を形成し（この基板を「基板II」とする。）、基板Ｉの感光性組成物塗布膜
面と基板IIの正孔輸送層面とを１０μｍ離間させ向かい合わせて固定し、基板Ｉのガラス
基板側をホットプレート上に載置し、２３０℃で１時間加熱して感光性組成物塗布膜を熱
硬化させた。
【０２７９】
　このとき、基板Ｉの感光性組成物塗布膜から発生するアウトガスは、基板ＩＩの正孔輸
送層表面に付着凝集して、直径１００～２００ｎｍの粒状固形物粒子を発生させる。この
粒子の発生状況を、日立製作所社製走査型電子顕微鏡「Ｓ４１００」により、３０，００
０倍の解像倍率にて観察し、５μｍ×５μｍの面積中に存在する粒子の数を数え、以下の
評価基準により評価した。
【０２８０】
　Ａ；粒子数が５個未満。
　Ｂ；粒子数が５個以上２０個未満。
　Ｃ；粒子数が２０個以上１００個未満。
　Ｄ；粒子数が１００個以上。
【符号の説明】
【０２８１】
  １  基板
  ２  陽極
  ３  正孔注入層
  ４  正孔輸送層
  ５  発光層
  ６  正孔阻止層
  ７  電子輸送層
  ８  電子注入層
  ９  陰極
  １０  有機電界発光素子
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